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KUMIAI CHEMICAL INDUSTRY CO., LTD.02

7つの重要方針

当社グループのはじまりは、静岡市清水区のみかん農家から成る柑橘同業組合が「農家による農家のための農薬製造」を行ったこと
にあります。この精神は現在も引き継がれており、生産者と協同して世界の農業の発展に貢献し、安全・安心な食料の安定生産を
支えるため、日々安全で効果的な農薬の研究開発と普及に取り組んでいます。長きにわたって「いのちと自然」に密接に関わって
きた当社グループだからこそ創り出せる新たな価値を提供し続けることで、誰もが豊かに暮らせる社会の実現を目指していきます。

理念を実践していくための行動指針・行動規範

中期経営計画（2024-2026年度） 　KUMI STORY 2026

2. 気候変動・環境負荷の低減

3. 研究開発力の強化

4. 事業領域の拡大と新規事業の推進

5. 人財の育成／人的資本の考え方をベースにした人財戦略

6. コーポレートガバナンスの高度化

7. DXの推進／デジタル化の実践

1. 持続可能な農業への貢献／高品質な製品・サービスの安定供給

クミアイ化学グループ統合報告書 2026 発行にあたって
　当社グループでは、ステークホルダーの皆様へ当社グループの価値創造を財務および非財務の両面からお伝えすることを
通じて、コミュニケーションを図ることを目的に、統合報告書を発行しています。
　4年目となる「統合報告書2026」では、当社グループが目指す姿やステークホルダーとの関わり、コーポレートガバナンス
に関する取り組みをより分かりやすくお伝えするため、構成や内容の見直しを行っています。人口増加に伴う食料不足や
気候変動などが世界的な問題となる中、当社グループがいかに新たな価値を創造し、社会や地球環境に貢献できるかを丁寧
にお伝えすべく、社内外で議論を重ねてきました。この「統合報告書2026」が、株主様やお取引先様、従業員をはじめと
する全てのステークホルダーの皆様にとって、当社グループをご理解いただく一助となれば幸いです。

発 行 時 期 2026年3月

対 象 期 間 2025年度（2024年11月～2025年10月）

対 象 範 囲 クミアイ化学グループの財務情報および非財務情報を掲載

参考ガイドライン ⃝ 経済産業省 「価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス（価値協創ガイダンス）」
⃝ Global Reporting Initiative 「GRIサステナビリティ・レポーティング・スタンダード」
⃝ 環境省 「環境報告ガイドライン」
⃝ IFRS財団 「国際統合報告フレームワーク」

POINT

3 社外取締役3名が、企業価値の向上について、意見を交わします。
特集：社外取締役座談会

企業理念

あるべき姿

中期経営計画
重要方針

行動指針・行動規範

POINT

1
トップメッセージ
社長就任からの1年を振り返るとともに、今後の課題や成長戦略についてお伝えします。

P.09➡

POINT

2
ESGへの取り組みと経済価値創出の両立
持続可能な社会の実現が求められる中、企業は、経済価値創出と社会価値創出の両立が必須となってきています。
当社グループの対応についてご紹介します。

P.47➡

P.59➡

あるべき姿
独自技術で豊かなくらしを支え、自然と調和した社会の持続的発展に

貢献するフレキシブルで存在感のある企業グループ

P.07➡
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企業理念
私たちは創造する科学を通じて「いのちと自然を守り育てる」ことを
メインテーマとし、安全・安心で豊かな社会の実現に貢献します。

クミアイ化学グループ理念体系・編集方針
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目次 情報開示の体系
当社コーポレートサイト

クミアイ化学
グループの
基礎理解

価値創造の
ための戦略

クミアイ化学
グループの
目指す姿と

価値創造の仕組み

価値創造を
支える基盤

企業情報 https://www.kumiai-chem.co.jp/company/

— What’s クミカ
— クミカの歴史
— トップメッセージ

https://www.kumiai-chem.co.jp/products/製品情報
— 農薬製品
— 化成品

https://www.kumiai-chem.co.jp/rd/研究開発

https://www.kumiai-chem.co.jp/sustainability/サステナビリティ
— サステナビリティマネジメント
— 環境
— 社会
— ガバナンス

https://ir.kumiai-chem.co.jp/ja/index.htmlIR情報
— 経営方針
— 業績・財務

イントロダクション P.01 クミアイ化学グループ理念体系、編集方針
P.03 目次／情報開示の体系
P.05 クミアイ化学グループのあゆみ
P.07 �2048年を見据えたクミアイ化学グループの

あるべき姿01
トップメッセージ

09

P.09 トップメッセージ

クミアイ化学
グループの価値創造

P.15 価値創造プロセス
P.17 ビジネスモデルと価値創造の源泉
P.19 �マテリアリティへの取り組みとKPI

15
持続可能な成長の
実現のための戦略

P.21 中期経営計画
P.25 財務戦略
P.29 人財戦略
P.33 研究開発戦略
P.35 クミアイ化学グループの事業
P.39 事業別戦略21
P.45 生産・調達
P.47 ESGへの取り組みと経済価値創出の両立
P.49 環境
P.55 レスポンシブル・ケア／労働安全衛生
P.57 人権の尊重
P.58 ステークホルダーとの関わり
P.59 特集：社外取締役座談会
P.63 コーポレートガバナンス

コーポレートデータ P.75 財務・非財務ハイライト
P.77 財務・非財務データ
P.79 会社情報・株式情報

75

https://www.kumiai-chem.co.jp統合報告書2026

成長実現のための
基盤の強化

45
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目次／情報開示の体系

https://www.kumiai-chem.co.jp
https://www.kumiai-chem.co.jp/company/
https://www.kumiai-chem.co.jp/products/
https://www.kumiai-chem.co.jp/rd/
https://www.kumiai-chem.co.jp/sustainability/
https://ir.kumiai-chem.co.jp/ja/index.html
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1949

600

1,200

1,800
（億円）

1969 19951981 20172011 2025 2048 （年）

1949	 庵原農薬株式会社として発足
1959	 国産農薬第1号の水稲用殺菌剤
	 「アソジン（有効成分名：MAS）」を販売開始

1965	 イハラケミカル工業株式会社設立
	 現イハラブラス社を設立（ブラジル）
1967	 水稲用殺菌剤
	 「キタジン®P（有効成分名：IBP）」を販売開始

（注）各製品の販売開始の表記は、農薬登録時期を基準として記載

1962	 小牛田工場、龍野工場落成
1961	 菊川実験農場開設

1969	 水稲用除草剤
	 「サターン®（有効成分名：チオベンカルブ）」
	 を販売開始

1978	 K-I CHEMICAL U.S.A. INC.設立
1980	 株式会社ケイ・アイ研究所設立
	 （現 化学研究所 創薬研究センター）

「サターン®」を販売開始

1981年をピークに
業績低迷期へ

1994‒1996
海外向け製品を続々販売開始

「アクシーブ®」を販売開始

1994	 植物成長調整剤
	� 「ビビフル®（有効成分名：プロヘキ

サジオンカルシウム塩）」を販売開始

2017	� イハラケミカル工業株式会社と経
営統合

2025年度
売上高

1995	 棉
わた

用除草剤
	� 「ステイプル（有効成分名：ピリチ

オバックナトリウム塩）」を販売開始
（米国）

1996	 水稲用除草剤
	� ｢ノミニー®（有効成分名：ビスピリ

バックナトリウム塩）」を販売開始
（フィリピン）

2018	 水稲用除草剤
	� ｢エフィーダ ®（有効成分名：フェン

キノトリオン）」を販売開始
2019	 水稲用除草剤
	� 「ベンスルフロンメチル」の中国を

除くアジア太平洋地域における事
業譲受

2020	 水稲用殺菌剤
	� 「ディザルタ®（有効成分名：ジクロ

ベンチアゾクス）」を販売開始
2021	� Asiatic Agricultural Industries 

Pte. Ltd.(AAI)の株式取得

2025	� 微生物農薬「エコアーク®（有効成分
名：Rhizobium vitis ARK-1株）」を
販売開始

	� 半導体グレード高純度硫化カルボ
ニル（COS）ガスを販売開始 

2026	� 当社初となるバイオスティミュラント
「なつつよし®」を販売開始

2022	� アグリ・コア株式会社の株式取得

2003	� 微生物農薬
	� ｢エコホープ®（有効成分名：トリコ

デルマ アトロビリデ）」を販売開始
2011	� 畑作用除草剤
	� 「アクシーブ®（有効成分名：ピロ

キサスルホン）」を販売開始
	 (オーストラリア）

2016	� Iharanikkei Chemical
（Thailand）Co., Ltd.設立

1996	 ミシシッピ試験場を開設

2023	 新化学研究所の設立

株式会社GRAの株式取得

1,705億円

■ 売上高
■ 海外売上高

POINT
1

POINT
4

POINT
1

POINT
2

POINT
4

POINT
3

POINT
3

2048年の
あるべき姿

独自技術で豊かなくらしを
支え、自然と調和した社会
の持続的発展に貢献する
フレキシブルで存在感の
ある企業グループ

クミアイ化学は、1949年に創立して以来、70年以上農薬の研究開発・製造・販売を続けてきました。
地球規模の問題である「世界の食料安全保障」「環境の保全」に貢献すべく、これからも日々挑戦を続けていきます。

社
会
・
農
業
の
動
き

ク
ミ
ア
イ
化
学
グ
ル
ー
プ
の
動
き

足腰をかがめる
除草からの解放

有機水銀農薬の残留問題
（低残留性農薬への転換） 米の生産過剰 減反政策

園芸用（果樹・野菜）農薬の
需要拡大

除草剤抵抗性雑草の発生が
問題化

農家の高齢化・
後継者不足深刻化食料自給率の低下 残留農薬問題 世界人口爆発 食料不足懸念

国内人口減少時代
みどりの食料システム戦略（食料・農林水産業の生産力向上と
持続性の両立をイノベーションで実現）提唱

創立～国産農薬の開発
（1949～1968）
戦後、農業生産力の低下が大きな課題となる中、農薬の製造・
販売を行い食料問題の解決に貢献。1959 年には国産農薬第1 
号となる殺菌剤「アソジン」、1965 年には「キタジン®」の販売
を開始するなど、国内農薬メーカーとしての地位を確立しました。

国内農薬のトップメーカーへの躍進
（1969～1989）
高度経済成長期、産業構造の変化により、農業就労人口が急激
に減少し、農作業省力化のニーズが増加。当社が開発した除草剤

「サターン®」は、1974年には全国水田面積の50.4％で使用され、
当社の成長と屋台骨を支える最初の大型商品になりました。
しかしながら、減反政策や急激な円高の影響を受け、
1981年をピークに業績の低迷が続くことになります。

研究開発型グローバル企業への展開
（1990～2016）
国内の農薬市場が伸び悩む一方、地球規模では爆発的な人口増加
を支える食料の安定供給が大きな課題となりました。当社が早く
から手がけた世界市場に向けた製品の研究開発の成果は、1990
年代に実を結び、米国や東南アジアで大きく売上を伸ばしました。
2011年には畑作用除草剤「アクシーブ®」の販売が開始され、
現在でも当社の成長をけん引しています。

化成品事業を擁する最先端の化学メーカーへ
（2017～現在）
新たな価値創造に向けて、2017年にイハラケミカル工業と経
営統合。創薬から製造、販売までを一貫して手がける農薬事業
を軸に、化成品事業を擁する体制を確立しました。長年培った
技術を活かし、新たな顧客ニーズに応える製品開発を推進する
とともに、持続可能な社会の実現に向けた新しい取り組みを加
速しています。

POINT
2

2025年度
海外売上高
1,010億円

100年企業
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クミアイ化学グループのあゆみ



当社グループが将来にわたって持続的に発展していくためには、長期的な視野で当社グループの将来像を見据えた経営 戦略や施策が必要です。当社グループでは長期（20～30年後）の市場環境を予測して、将来の「あるべき姿」を設定し、
この姿を実現するためにマテリアリティ(重要課題）を特定しています。また、中期経営計画においては、マテリアリティの 中から2024～2026年度に注力すべき7項目を重要方針として定め、各施策を推進しています。

市場予測

中期経営計画
2018―2020 年度
Create the Future

～未来を拓く～

中期経営計画
2021―2023 年度
Create the Future

～新たな可能性へのチャレンジ～

中期経営計画
2024―2026 年度
Create the Future

～できる。をひろげる～

2048年度
100年企業としての

「あるべき姿」の実現へ

世界人口増加
食料需要拡大

情報、再生医療、
電気自動車、

環境およびエネルギー関連
分野の伸長

地球環境変化
温暖化・水不足など

生物農薬、
バイオスティミュラント、

GMO作物の拡大
国内農薬市場の縮小 デジタル技術の発展

中期経営計画（2024‒2026 年度）

2024~2026年度に

重点的に取り組む7項目を

重要方針に位置付け20
24

20
48

創
立

10
0年

中期経営計画
イメージ

あるべき姿 独自技術で豊かなくらしを支え、自然と調和した社会の 持続的発展に貢献するフレキシブルで存在感のある企業グループ

あるべき姿の実現に向けたマテリアリティ（重要課題）　 マテリアリティへの取り組みとKPI

中期経営計画

P.19➡

P.21➡
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2048年を見据えたクミアイ化学グループのあるべき姿



　当社を取り巻く事業環境が、年々厳しくなることは明ら

かでした。特に当社にとって最も大きな事業環境の変化

は、畑作用除草剤アクシーブ®のジェネリック品の市場参

入です。2011年のアクシーブ®の発売以来、当社は大

　収益に関しては、営業利益が前年比8億円減の106億

円、親会社株主に帰属する当期純利益は44億円と同92

億円の大幅な減益となりました。

　営業利益の減益は、前述したようにジェネリック品対策

として、一部の国でアクシーブ®の価格対応を実施したこ

とが影響しており、販売数量増による売上増分を相殺し

ました。また、期中平均為替レートベース（米ドル円）で

は2円程度の円高となり、為替による影響もありました。

　親会社株主に帰属する当期純利益が大きく下振れした

のは、当社の子会社であるIharanikkei Chemical 

(Thailand) Co., Ltd.（INCT）において固定資産の減損

損失37億円を、特別損失として計上したことによるもの

です。INCTは成長トレンドにあったアラミド繊維市場に

おいて、原料の現地製造によるコスト競争力の確保と、

生産能力の拡大を目的に、2016年にタイで設立しまし

た。しかし、中国・インドなどの化学メーカーが市場に参

入してきたことで競争が激化し、事業運営における環境

が厳しくなったことから、当初の事業計画との間に大きな

隔たりが生じました。現在、新たな商材の製造や生産効

率の向上によるコスト低減など、経営改善に取り組んで

いるところです。

きく成長してきました。一方で将来的にはジェネリック品

の参入が、価格の下落と収益の悪化、そして競争の激化

を招くことは十分に予想されることでした。

　そこで、収益力を高める事業構造にすること、経営の懸

念材料を先送りしないこと、事業環境の変化に大きく左右

されない企業体質にすることを、最優先方針として掲げま

した。事業環境が厳しくなる中で、それに耐えられる企業

体質に改善するために、アクシーブ®に続く製品開発と、収

益構造を高める施策を打ち出すことが必須だったのです。

　一方、アクシーブ®に直接携わる社員は一部であった

ため、アクシーブ®が業績に与える影響力を、社員全員

が共通認識として持っていませんでした。言い換えれば、

危機意識が社内に十分浸透しておりませんでした。

　そこで私は社長就任時に、前述した３つの方針に加えて

「健全な危機意識を持つこと」「変化を恐れないこと」「結果

にこだわること」の３つのお願いを、社員に向けて発信し

ました。これらの「お願い」は、3つの方針をまい進するた

めに、社員の意識改革を促すためでもありました。

　しかし、冒頭でも述べたように2025年10月期は増収

となったものの、減益を余儀なくされました。これは、ジ

ェネリック品参入による影響が、想定していたよりも早く

訪れたことが要因にあると認識しています。

　海外事業の売上高は、40億円増の933億円となりまし

た。そのうちアクシーブ®の売上高は、44億円増の754

億円です。アルゼンチン市場がジェネリック品参入の影響

から落ち込んだものの、米国向け出荷が流通在庫の消化

が進んだことや、販売促進の支援強化により増加しました。

またオーストラリアでは、特許侵害品に対する法対応が奏

功して出荷増につながりました。

　化成品事業の売上高は、251億円と前年から微増で着

地しています。塩素化事業では、事業環境の悪化に伴い

クロロキシレン系製品の出荷が減少しましたが、アミン類

の出荷が堅調に推移したほか、生成AIサーバー向け電子

材料分野の需要が好調に推移し、ビスマレイミド類の出

荷も増加しました。

代表取締役社長

アクシーブ®市場への
ジェネリック品参入

ジェネリック品の影響で
収益性が悪化

　2025年10月に、代表取締役社長就任１年目となる

2025年度の期末を迎えました。2025年度の業績は増収

減益となり、期首に想定していた以上に、厳しい1年に

なったと実感しています。

　私は2024年11月に社長に就任した際「強靱な企業体

質への変革」「サステナビリティ経営の推進による企業価

値の向上」「全てのステークホルダーの幸せの追求」の３つ

の方針を掲げました。これらは１年で達成できることでは

なく、また定量的なゴールがあるわけでもありません。目

標というよりは、社長でいる限り追求していかなければな

らないという私自身の決意であり、また自分自身に課し

た宿題であると言ってもいいでしょう。

私自身の強い意志
「強靱な企業体質への変革」

社長１年目の振り返り

　改めて、2025年10月期の業績を振り返ります。

　連結売上高は前年対比で94億円増となる1,705億円と

なり、15期連続の増収を達成しました。

　農薬及び農業関連事業の売上は、国内事業に限ると

35億円増の424億円と好調に推移しています。除草剤エ

フィーダ®を含む水稲用除草剤や、殺菌剤ディザルタ®を

含む水稲用箱処理剤が好調だったことと、カメムシ類の

発生が拡大したことで殺虫剤の需要が増加したことが主

な要因です。

国内市場が好調に推移
売上高は15期連続の増収

前期業績と注力課題
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トップメッセージ

　特に２つ目と３つ目に挙げた「サステナビリティ経営の

推進による企業価値の向上」と「全てのステークホルダー

の幸せの追求」は、前社長である高木から引き継いだ

当社にとっての最重要課題でもあります。

　一方で、最初に挙げた「強靱な企業体質への変革」は

現下の事業環境を見据え、私が新たに加えたものです。

そこには、昨今の激しい事業環境の変化に鑑み、今こそ

当社の抜本的な体質改善に取り組まなければならないと

いう、強い使命感があったからです。

危機意識を持ち、
変化を恐れず、
結果を出すことで
新たな成長戦略を描く
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　アクシーブ®に関しては、販売体制を強化し、市場の獲

得に注力してまいります。アクシーブ®とジェネリック品を合

計したピロキサスルホン（アクシーブ®の有効成分名）市場

　化成品事業においても成長を加速させます。当社は、

化成品事業を主力の農薬事業に次ぐ第2の柱に成長させ

るべく、新製品の開発に取り組んでおります。その開発

過程において、当社の農薬中間体である硫化カルボニル

（COS）が、半導体メモリ（3D NAND※）製造に用いる

エッチングガスとして使用されていることに着目し、2019

年に高純度COSガスの開発をスタートしました。2025年

　アクシーブ®以外の製品の強化は喫緊の課題です。

　エフィーダ®とディザルタ®のさらなる販売拡大に向けて

開発を積極的に進めます。特にエフィーダ®は、米国にお

いてValent社との共同開発をスタートさせています。本

剤の海外展開を本格化することで、新たな中核事業へと

成長させていきます。

　また、より環境負荷が低く化学農薬を補完する農業資材

として、微生物農薬やバイオスティミュラントの開発を進め

ています。2026年春には、微生物農薬エコアーク®の販売

を始めました。エコアーク®は当社が岡山県および子会社

のケイ・アイ化成㈱と共同で開発した非病原性Rhizobium 

vitis ARK-1株を有効成分とする微生物殺菌剤で、有効な

防除手段がなかったぶどう等の果樹

類やばらに発生する根頭がんしゅ病に

高い防除効果を示します。

　さらに2026年春に、当社初となる

バイオスティミュラントなつつよし®の

販売を開始しました。

度には、半導体グレードの高純度COSガスの製品化に成

功して販売を開始し、2026年度には本製品を着実に成

長軌道に乗せていきます。

　また、化成品事業の主力製品となりましたビスマレイミド

（BMI）類は、主に生成AIなどに使用される半導体向け電子

材料である積層板に使用されております。当社の子会社で

あるケイ・アイ化成㈱が主に製造販売しておりますが、生

産体制を一層強化すべく建設を進めておりました新プラン

トが完成し、本格稼働を開始しました。拡大する需要を取

り込むことで、さらに成長していくことを期待しております。

　現在、化成品事業の売上高構成比は15％ほどですが、

高純度COSガスやBMI類

の拡販に加え、新規開発

品を世に送り出すことで、

将来的には30％近くにま

で成長させていきたいと

考えております。

アクシーブ®は5つの戦略で　
対策を講じる

化成品事業を第２の柱に
将来的には30％の構成比を目指す

微生物農薬エコアーク®の発売と
バイオスティミュラントの開発

　当社の成長エンジンとして、人財戦略の強化は最重要

課題の一つです。当社のこれまでの成長は、製品の優位

性と、社員一人ひとりの努力の賜物であることは間違いあ

りません。

　私自身が社会人として大切にしてきたことに「与えられた

フィールドで全力を尽くす」ことがあります。頑張っていると

誰かが見ているのです。与えられたフィールドで一生懸命

に頑張れない人間は、他のフィールドでも頑張れないと

思っています。

　特に若手社員には「自分の希望通りの配属にならないこ

ともあるかもしれないが、与えられたフィールドで腐らず頑

張ってみなさい。その頑張りは誰かが必ず見ていて、評価

してくれるから」というメッセージを伝えています。

与えられたフィールドで
全力を尽くすことの大切さ

人財戦略

は、アクシーブ®が生産現場において、除草剤抵抗性雑草

を防除するために不可欠な薬剤となっていること、抵抗性

雑草の発生面積が拡大していることに加え、ジェネリック

品が参入することで市場価格が下がり、生産者が手に取り

やすい価格帯となるため、確実に拡大していきます。これ

をチャンスと捉え、拡大していく市場の中で、オリジナル品

であるアクシーブ®の販売数量を伸ばし、利益を拡大して

いくことが極めて重要だと考えております。

　アクシーブ®の販売数量を伸ばし、原体（有効成分）の生

産数量が増加することで、原価低減が可能となり、さらな

る生産効率化を目的とした革新的な原体製造方法の確立

も進めております。より安価な生産を実現化することで、ア

クシーブ®の収益性を改善していきます。

　販売面では、これまでに確立したブランド力などのオリ

ジナル品としての優位性を最大限に活用した販売促進活動

を実施してまいります。また、ジェネリック品と競合可能な

価格を設定することで、さらなる拡販に取り組むとともに、

新たな販売提携先を追加することで、販売体制の強化に

つなげていきます。さらに、新規混合剤を順次開発し、

高付加価値化も推進することで、ジェネリック品との差別

化を図ってまいります。

　アクシーブ®の物質特許は2022年までに全ての国で

満了しましたが、製造法や中間体に関する特許などはまだ

有効です。当社が権利を有する特許を侵害している可能

性のある製品については、断固たる姿勢で臨むこととして

おり、2024年度以降、アクシーブ®の特許権侵害に対する

救済を求めるために、複数社を相手取り、法的措置を

実施しております。既に中国やオーストラリアでは、勝訴

的和解などの成果を上げています。これらの一連の対応

は、特許侵害品の市場参入に対するけん制として有効に

機能すると認識しており、引き続き各国での権利保護、

行使を強化していきます。

　2026年10月期は、中期経営計画の最終年度になりま

す。当初の目標として、売上高1,850億円、営業利益

160億円、親会社株主に帰属する当期純利益150億円を

掲げておりました。しかし、これまでも述べたように、アク

シーブ®の事業環境の急激な変化から、中期経営計画達成

のハードルが高くなったと言わざるを得ません。

　今期は売上⾼1,620億円、営業利益72億円、親会社

株主に帰属する当期純利益64億円を計画しております

が、これを最低限クリアするラインと捉え、引き続き、

全社一丸となって中期経営計画目標に向けて課題解決に

取り組んでいきます。

　この1年は、当社の将来的な成長のための助走期間で

あると捉えています。そのための製品開発や営業施策に

関しては、これまで以上に変化を恐れず、危機感を持って

取り組んでまいります。

知財：特許対応、法対応
開発：混合剤開発
調達：調達コスト低減、安定調達
生産：品質維持、製剤安定供給、ESG
営業：価格調整、販路拡大

2026年度は変化を恐れず、
危機感を持って取り組む

2026年度と中期経営計画

トップメッセージ

知財

開発

調達生産

営業

※�フラッシュメモリの一種。メモリセルを垂直方向に積層することで、大容量
化を実現。
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　当社は農業に立脚した農薬ビジネスを展開しており、農

薬は世界の食料生産を支える不可欠な存在であると考えて

おります。例えば、当社で開発した主力製品であるアクシー

ブ®は、除草剤に抵抗性を持った雑草を防除できる製品で、

世界の作物生産現場になくてはならない農薬となっていま

す。ジェネリック品が出てくることで、アクシーブ®の収益

　農薬メーカーとして、サステナビリティ経営への取り組

みも大切な事業方針の一つです。当社グループは2030

年度までに、2019年度比CO₂排出量の30%削減を目標

としています。2025年度は29％削減を達成しました。

再生可能エネルギー等由来のCO₂フリー電力への切り

替えや、重油を温室効果ガス排出量の少ない燃料に切り

替えるなど、継続して目標達成に向けた取り組みを行って

います。創業100年を迎える2048年には、カーボンニュー

トラルの達成を目指しています。

　また、生物多様性への取り組みも積極的に実施していま

す。2025年3月には、静岡県の生物科学研究所隣接地に、

ビオトープ「クミカ レフュジア菊川」が完成しました。

　本ビオトープでは、ホタルやイシガメといった、かつて

その地域に生息していた動植物（在来種）を導入し、昔の景

観を再現しようとしています。ここでは、当社がこれまでの

事業活動を通じて培っ

た知見を活かし、戦略

的自然再生（Strategic 

Nature Restoration）

を実践していきます。

　スーパーに行けばいつでも安全・安心で新

鮮な食料が手に入る、ということは今の日本

では当たり前のことかもしれませんが、農薬を

使わなければ実現することはできません。当

社では、農業の重要性とともに農薬の必要性をご理解い

ただき、より多くの方に当社を応援していただけるよう、

広報活動を推進しています。具体的には、農業学習が始

まる小学5年生を対象に、漫画で農薬の役割を解説する

冊子『まもるはなし』シリーズの配布や、その必要性を伝え

る出前授業を展開しています。また

2024年度には高校生を対象にし

た食育プログラムを開始しました。

未来を担う若い世代に積極的に

アプローチすることで、正しい農薬

の理解を広めていきたいと考えて

います。

　環境負荷の低減について、当社は設立当初から現在ま

で、「より効果が高く、安全で環境負荷の低い」農薬の研究

開発を追求してきました。たとえば、かつては１ヘクタール

の畑に数キログラム単位の有効成分を散布しなければ雑

草防除ができませんでしたが、いまは数十グラム単位まで

の低減を実現しています。また、農薬の有効成分の安定化

や均一に散布するための製剤技術も進歩しており、かつて

国内では水稲用除草剤の粒剤を1ヘクタール当たり30キロ

グラム散布しておりましたが、当社が開発・普及した豆つ

ぶ®剤は12分の1の散布量の2.5キログラムで同等の効果

世界の食と農業を支える
クミアイ化学の農薬ビジネス

戦略的自然再生を実践する
ビオトープ「クミカ レフュジア菊川」

小学生と高校生を対象とした
農薬の啓発活動

環境負荷の低い農薬の研究開発
ステークホルダーの皆様へ

サステナビリティ経営

性は悪化することにはなりますが、より多くの生産者が当

社の開発した有効成分ピロキサスルホン（アクシーブ®の有

効成分名）を使用できるようになります。食料の生産性向

上という世界中が抱える課題の解決に、当社が開発した

農薬が大きく貢献しているという事実は、当社が今後も成

長を続けていくための非常に大きな原動力になります。当

社の生命線は、世の中にない革新的な農薬を生み出し続

けることにあると考えております。当社が開発した農薬が

世界の農業生産に貢献すること、それが当社の新農薬創

製のための研究の継続につながります。

　新しい農薬の有効成分となる新規化合物の開発には、

一般的に10年以上、300億円以上の多大な期間と投資

が必要といわれています。当社では、これまでも積極的

かつ効率的な研究開発投資を継続してきました。2026

年度も、10～20年後の当社事業を支える新剤の創製に

向け、新製品パイプラインにある新規農薬や化成品の開

発計画に応じた研究開発投資を行う予定です。成長投

資、配当還元、借入返済など、当社にとって最適な資源

配分を意識した経営を実践することで、株主の皆様への

還元と企業価値向上の両立を目指してまいります。

　私たちは、安全・安心で豊かな社会の実現に貢献する

企業として、ステークホルダーの皆様の期待を超える価

値を創造し続けてまいります。当社の持続的な成長と中

長期的な企業価値向上に向け、引き続き変わらぬご理解

とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

を示すことができています。

　製品開発で述べたように、微生物農薬やバ

イオスティミュラントの開発も、サステナビリ

ティ経営の取り組みの一つとして捉えることが

できると思います。

　新しい制度を導入するに当たって、社内で何度も説明

会、評価者研修を実施し、時間と労力をかけてスムーズな

移行に努めました。抜本的に制度を変えたので、社内でイ

ンパクトがあったと思います。

　私は、現状維持＝衰退だと考えています。これからのク

ミアイ化学が持続的に成長していくためには、恐れずに

変化し続けていかなければなりません。この人事制度が

きちんと定着するまで年数はかかるかもしれませんが、社

員が健全な危機意識を持つことにつながるという意味で

も、新人事制度の導入は大きな変化の一つになったと思

います。

変わらなければならないという覚悟

トップメッセージ

　クミアイ化学の社員の一人ひとりが、モチベーションを

高めて仕事に取り組むために、2025年11月から、新人

事制度を導入しました。従業員一人ひとりのチャレンジを

後押しし、その努力や成果に対する適正な評価を通じて

達成感を得られる環境を整えることで、従業員が会社や

チームに対しての愛着や信頼を感じ、自発的に貢献しよ

うとする意欲を高めていきたいと考えています。

　新人事制度のポイントの一つは、等級制度の改革で

す。管理職層のキャリアパスを複線化することで、多様

な人財が活躍できる環境を整えました。専門職としてキャ

リアアップできるエキスパートを管理職層に整備すること

で、研究開発型企業である当社のコアビジネスをけん引

する専門人財の活躍を支える仕組みとしました。

　また、地域限定社員制度を導入し、転勤の有無および

範囲に応じてグローバル（G）、ブロック（B）、リージョナル

（R）の三つのコース区分を設けました。これにより、 柔軟

性の高い働き方を実現します。

　さらに、チャレンジを促す人事処遇制度を設けました。

これは、年齢や勤続年数は問わずに、従業員のチャレン

ジが認められ、高評価を得た場合は、早期に上位等級ま

で昇格できる仕組みです。

社員のモチベーションを高める
新人事制度を導入
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あるべき姿

達成したい
社会像

10～20年後の市場のニーズを先取りし、圧倒的な
イノベーションで新たな価値を創り続けられる
製販一体型の戦略・ビジネスモデル

成長実現のための基盤

持続可能な成長の実現のための戦略

全社戦略：中期経営計画（2024‒2026年度）

社　外

社　内

スマート農業への貢献

研究開発力の強化

社会価値

労働安全衛生の推進

人権の尊重

人財の育成

ワークライフバランスの推進

ダイバーシティ＆
インクルージョンの推進

人財価値

温室効果ガス排出量の削減

生物多様性への貢献

産業廃棄物の削減

環境価値

独自技術で豊かな
くらしを支え、

自然と調和した社会の
持続的発展に貢献する

フレキシブルで
存在感のある
企業グループ

企業理念

事業別戦略
（営業戦略・商品戦略）

P.39➡人財戦略 P.29➡財務戦略 P.25➡

環境負荷の低減 ガバナンス P.67➡P.49➡

P.21➡

P.17➡

事業活動を通じた
社内外へのインパクト

（2026年）

私たちは創造する科学を通じて「いのちと自然を守り育てる」ことをメインテーマとし、安全・安心で豊かな社会の実現に貢献します。企業理念

P.19➡

P.01➡

P.07➡

新たな価値の創出を可能にする研究開発力

研究・開発

安定的な生産と高品質を
支える調達・生産力

生産・調達
市場開拓力とグローバルな

販売ネットワーク

営業・販売

ビジネスモデル 事業活動によって刻々と変化する外部環境・内部環境に応じて経営課題と市場のニーズを捉えなおし次なるインプット
とビジネスモデルの深化につなげます

経済価値

売 上 高：1,850億円
営業利益：160億円
R O E：11.0％以上
R O S：8.5％以上
※�ROE：自己資本利益率
　ROS：売上高営業利益率

KPI

農薬及び農業関連事業

■ 国内向け農薬
・水稲用初・中期一発処理除草剤
・豆つぶ®剤　他

■ 海外向け農薬
・アクシーブ®
・エフィーダ®　他

化成品事業

■ 化成品
・ウレタン関連製品
・有機塩素化合物
・ビスマレイミド類
・�高純度硫化カルボニル
（COS）ガス　他

代表的な製品 P.36➡

価値創造プロセス

外部環境

⃝人口の増加・食料需要の増加

⃝気候変動の進行・生物多様性の喪失

⃝環境保護要請の高まり

⃝エネルギー問題の深刻化

⃝デジタル技術の進化

⃝暮らしの安全・安心への関心の高まり

インプット

知的資本
研究開発費：71億円
自社開発原体（有効成分）数：20

製造資本
設備投資：70億円
製造拠点（国内）：単体3拠点／
グループ9拠点

社会・関係資本
販売国数：50カ国以上
海外売上比率：59％

財務資本
総資産額：2,482億円

自然資本
原材料：73,306トン
エネルギー使用量：26,310
キロリットル（原油換算）※

※クミアイ化学グループ主要7社

人的資本
従業員数（連結）：2,153名

あるべき姿を達成するための課題
＝マテリアリティ

あるべき姿を達成するための課題を
マテリアリティ（重要課題）として特定し
その解決を通じてあるべき姿の実現と
達成したい社会像の実現に貢献します P.19➡
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　当社グループは、世界の農業の発展に貢献し、安全・安心な食料の安定生産を支えるため、安全で効果の高い農薬の研
究開発と普及に力を注いでいます。それを支えるのが、将来の市場ニーズを先取りした新剤開発と安定的な製品供給を可能
にする製販一体型のビジネスモデルです。生産者の要望や環境に対する正しい理解を基に、将来の市場を予測して研究開発
を行い、開発段階から工場と連携して安定的な生産体制を構築しています。製品は、各国提携先、日本各地に配置された
販売員や技術普及員によって普及されます。さらに、現場で得られた新たなニーズや農業情勢の変化などの情報は、研究開
発部門にフィードバックされ、新農薬の開発につなげます。このように各部門が有機的につながったビジネスモデルにより、
市場のニーズに合った製品の提供を可能としています。

10～20年後の市場のニーズを先取りし、圧倒的なイノベーションで
新たな価値を創り続けられる製販一体型の戦略・ビジネスモデル

研究・開発の強み

　当社の農薬事業では、登録制度の中で物質、製法を明確にしなければならず、当社製品と周辺技術を守るためには、特許の出願・
登録、商標登録による知的財産権の保護が必須となっています。当社は知的財産権の取得に積極的に投資し、現在、国内外で多くの
特許権および商標権を保有しており、これら知的財産権の維持管理を行っています。
　当社の主要製品であるアクシーブ®においては、2022年に物質特許の有効期間が満了しましたが、混合剤開発による特許、製造法
や中間体に関する特許など、製造プロセス全体で知的財産権を行使することで、特許侵害品への対策を行っています。2025年5月に
は、当社と中国企業との間で、2024年11月に和解に至った特許紛争が、中国国家知識産権局（CNIPA）から、2024年度の知的財産
権行政保護の典型事例として選定されるなど、外部からも当社の対応が高く評価されています。

知的財産戦略強み3

　当社グループは研究開発型企業として、創業当時から積極的な研究開発投資を継続しています。この積み重ねが多くの製品を生み
出し、現在の成長を支えています。2024年度から始まった中期経営計画においても、3年間で約220億円の研究開発投資を計画して
おり、研究開発力のさらなる強化に向けて積極的に取り組んでいます。

積極的な研究開発投資強み1

　高い専門性とチャレンジ精神を併せ持った人財が、当社グループの研究開発を支えています。一般的な新農薬創製確率は16万分
の1といわれている中で、当社グループは約7,500分の1と非常に高確率な開発を実現しています。これは、優秀な人財が、風通しが
良く働きやすい環境と自由闊達(かったつ)に議論ができる文化の中で働くことで達成されています。ITやAIによる研究開発手法・技術
の革新が進む中でも、無から価値を生み出すイメージ、発想力を持った人財が必要不可欠です。

価値を生み出す、優秀な人財強み2

（2024～2026年度合計）

研究開発投資
（計画） 220億円

新農薬を
開発できる確率 1/7,500

営業・販売の強み

　当社グループは、製品の開発・製造・販売を自社内で一貫して行っており、利益の確保だけでなく、市場のニーズに合った製品の
迅速な提供を実現しています。また、畑作用除草剤アクシーブ®や豆つぶ®剤などに代表される独自の性能を持つ優れた製品を販売
することで、他社との差別化を図り、市場競争力を高めています。さらに、顧客から受けたフィードバックを製品の改善や新製品の開
発に活かすことができるため、より満足度の高い製品の提供につながります。

農薬原体（有効成分）および製品の販売強み1

　国内では、全国各地に販売員・技術普及員を配置した販売体制で、地域に密着した販売・普及活動を行っています。自社農薬製
品は、生産者と強固なつながりがある全国農業協同組合連合会（全農）経由で提供しています。
　海外では、グループ会社・関連会社、各市場で強力な販売ネットワークを持つ販売会社との協働による販売体制を築いています。
グローバルで通用する製品力と長年の海外営業展開で構築した販売網を活かし、世界各国に自社製品を供給することで世界の農業
に貢献しています。

強固な販売体制強み2

自社農薬原体（有効成分）数 20 国内 11拠点 海外 13拠点

　原料調達については、日々変化する市場価格の影響を軽減するため、国内外のグループ会社や海外拠点を含むグローバルサプ
ライチェーンを構築しています。原料の代替調達先を確保するとともに、生産拠点の分散化やグローバル展開に向けた生産体制
の強化を進めています。「クミアイ化学グループCSR調達に関する基本方針」「CSR調達ガイドライン」にのっとったCSR調達も進めて
います。

グローバルサプライチェーンの構築強み2

　当社グループの特長である研究開発から生産、販売までの一貫した体制を活かし、新農薬の開発において工場と研究所が早い段
階から連携して最適な工業的合成方法の検討を行っています。具体的には、実際の生産場面を想定した設備での試験や工業的な製
造方法の検討などを行います。研究開発と生産が連携することで新農薬開発の効率化や生産体制の早期確立につながり、高品質な
製品の安定供給を可能にしています。

研究開発部門と連携した製造技術の確立強み1

生産・調達の強み

ラボから工場へ 調達先比率 国内 37％ 海外 63％

新たな価値の創出を可能にする研究開発力

研究・開発

安定的な生産と高品質を
支える調達・生産力

生産・調達
市場開拓力とグローバルな

販売ネットワーク

営業・販売

ビジネスモデルと価値創造の源泉
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● �SDGs、ISO26000、FTSEなどのサステナビリティガイドラインやESG関連評価機関の評価項目を参照し、
社会課題や社会変化に関する300超のキーワードをリストアップ

社会課題・社会変化の把握

課題の整理と集約
● �社会課題や社会変化に関するキーワードを「本業を通じた社会課題の解決」「環境」「社会」「ガバナンス」に

分類し、27項目のマテリアリティ候補を抽出

重要度の評価 ● �マテリアリティ候補を「当社グループにとっての重要度」と「ステークホルダーにとっての重要度」の２軸で評価

妥当性の協議
● �経営会議、サステナビリティ推進委員会、執行役員会でマテリアリティ候補の妥当性を協議
● �社外有識者や若手・中堅社員との意見交換
● �マテリアリティ候補の修正・追加を行い、マテリアリティ・マトリックスを作成

マテリアリティの特定 ● �取締役会で審議、マテリアリティを特定

定期的な見直し

マテリアリティ特定プロセス（2022年）

マテリアリティ 具体的な取り組み 2025年度実績 2026年度目標 2030年度目標 SDGsとの関係 関連するページ

本
業
を
通
じ
た

社
会
課
題
の
解
決

持続可能な農業への貢献
● ��省力、労力削減に資する製品

によるスマート農業への貢献

● ��スマート農業へ貢献する製品：豆つぶ®剤の拡大
● ��新規上市数：豆つぶ®剤5品目（2022年度から累計）
● ��豆つぶ®剤が使用された農地面積：128千ヘク

タール・全国の水稲面積比9.5％

● ��スマート農業へ貢献する製品：豆つぶ®剤の拡大
● ��新規上市数：豆つぶ®剤5品目（2022年度から累計）
● ���豆つぶ®剤が使用された農地面積：全国の水稲

面積比1％増（2022年度比）

● ��スマート農業へ貢献する製品：豆つぶ®剤の拡大
● ��新規上市数：豆つぶ®剤2品目（2027年度から累計）
● ���豆つぶ®剤が使用された農地面積：全国の水稲

面積比2％増（2022年度比）

P.35➡

研究開発力の強化 ● ��研究開発力の強化 ● ��特許出願件数：36件 ● ��特許出願件数：100件 ● ��特許出願件数：120件 P.33➡

環
境

気候変動・環境負荷の低減
● �グループ全体での温室効果

ガス排出量の削減
● �グループ7社の温室効果ガス排出量（Scope 1＋

2）：47,717t-CO₂（2019年度比29％減）
● ��グループ7社の温室効果ガス排出量（Scope 1

＋2）：2030年度までに2019年度比30％減
● �グループ7社の温室効果ガス排出量（Scope 1

＋2）：2030年度までに2019年度比30％減
P.49➡

生物多様性への貢献
● �森林保全による生物多様性

への貢献
● �北海道福島町の山林の整備 ● �北海道福島町の山林の育樹活動の支援：年1回 ● �北海道福島町の山林のインフラ整備

● �生物多様性への貢献 ● �ビオトープの創設・維持管理 ● �ビオトープの創設・維持管理

循環型社会への貢献 ● 産業廃棄物の削減

● 産業廃棄物発生総量：4.87千トン
● 廃棄物埋立処分量：0.13千トン（埋立処分率：2.6％）
● �廃棄物リサイクル量：1.28千トン（リサイクル率：

26.3％）

● �廃棄物の削減
● �廃棄物ゼロエミッションの推進：埋立処分率1％

以下

● �廃棄物の削減
● �廃棄物ゼロエミッションの推進：埋立処分率

1％以下
P.54➡

社
会

労働安全衛生の推進 ● �労働災害の防止 ● �休業災害件数：3件 ● �休業災害件数：0件 ● �休業災害件数：0件 P.55➡

人権の尊重

● �人権意識の向上
● �基本的人権の研修：全社員対象に4回（カバー率

100％）

● �人権教育・研修の実施状況
　・社員カバー率：100％
　・社員1人当たり年1回以上

● �人権教育・研修の実施状況
　・社員カバー率：100％
　・社員1人当たり年1回以上

P.57➡

● �あらゆるハラスメントの撲滅
● �ハラスメント研修：全社員対象に1回（カバー率

100％）

● �ハラスメント研修の実施状況
　・社員カバー率：100％
　・社員1人当たり年1回以上

● �ハラスメント研修の実施状況
　・社員カバー率：100％
　・社員1人当たり年1回以上

人財の育成
● �全ての社員の継続的な成長の

ための教育の実施
● �1人当たりの研修時間：59.6時間／年 ● �1人当たりの研修時間：50時間/年 ● �1人当たりの研修時間：50時間/年

P.29➡
ワークライフバランスの
推進

● �働きやすい会社の実現 ● �平均年次有給休暇取得率：71.5％ ● �平均年次有給休暇取得率：70％ ● �平均年次有給休暇取得率：80％
● �健康経営の実現 ● �健康経営優良法人の認定：取得 ● �健康経営優良法人の認定継続取得 ● �健康経営優良法人の認定継続取得

ダイバーシティ＆
インクルージョンの推進

● �女性の活躍の推進 ● �女性管理職の割合：2.2％ ● �女性管理職の割合：4.9％ ● �女性管理職の割合：8.2％
● �次世代育成支援の推進 ● �男性育児休業取得率：92.9％ ● �男性の育児休業取得率：100％ ● �男性の育児休業取得率：100％

マテリアリティ あるべき姿を実現するために取り組む課題
非
常
に
重
要

重要 当社グループにとっての重要度 非常に重要

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
度

企業経営の基盤 ■ コーポレートガバナンスの高度化	 ■ リスクマネジメントの強化
■ コンプライアンスの推進			   ■ ステークホルダーとの対話

■ 本業を通じた社会課題の解決　■ 環境　■ 社会　■ ガバナンス

■ 地域社会への貢献

■ 循環型社会への貢献
■ 化学物質管理の強化
■ 労働安全衛生の推進
■ 人権の尊重
■ サプライチェーンマネジメントの高度化

■ 世界の食料安全保障への貢献
■ 持続可能な農業への貢献
■ 生活の質向上への貢献
■ 気候変動・環境負荷の低減
■ 生物多様性への貢献

■ 自然災害への対応

■ 知財・無形資産の戦略的活用
■ 農業・作物保護に関する正確な情報発信
■ 人財の育成
■ ワークライフバランスの推進
■ ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

■ 研究開発力の強化
■ 品質向上と製品安全の確保
■ 顧客満足の実現
■ 海外事業の拡大

■ 適正な情報管理の推進
■ DXの推進 ■ 事業領域の拡大と新規事業の推進

マテリアリティへの取り組みとKPI

※具体的な取り組み、実績、目標は特に記載がない限りクミアイ化学単体が対象
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中期経営計画の進捗状況（2024－2026年度）
クミアイ化学グループは、2026年度を最終年度とする
中期経営計画（KUMI STORY 2026）を策定しています。

中期経営計画
2018―2020 年度
Create the Future

～未来を拓く～

中期経営計画
2021―2023 年度
Create the Future

～新たな可能性へのチャレンジ～

中期経営計画
2024―2026 年度
Create the Future

～できる。をひろげる～

2048年度
100年企業としての

「あるべき姿」の実現へ

中期経営計画
イメージ

革新的な技術開発、事業領域の拡大により、環境変化に対応可能な経営基盤を構築し、人々の暮らしを豊かに
する製品・サービスの提供を通じて、サステナブルな社会の実現に貢献できる企業集団を目指す。

経営基本方針

主な数値目標の進捗

重要方針

❷ 気候変動・環境負荷の低減

❸ 研究開発力の強化

❹ 事業領域の拡大と新規事業の推進

❺ 人財の育成／
人的資本の考え方をベースにした人財戦略

❻ コーポレートガバナンスの高度化

❼ DXの推進／デジタル化の実践

❶ 持続可能な農業への貢献／
高品質な製品・サービスの安定供給

2025実績 2026目標

売上高 1,705億円 1,850億円

営業利益 106億円 160億円

親会社株主に帰属する当期純利益 44億円 150億円

ROE 3.0% 11.0%以上

ROS(売上高営業利益率) 6.2% 8.5％以上

配当性向 66% 30％以上（2024－2026）

持続可能な農業への貢献 アクシーブ®売上高 754億円 アクシーブ®売上高 842億円
エフィーダ®売上高 91億円 エフィーダ®売上高 101億円
ディザルタ®売上高 32億円 ディザルタ®売上高 44億円

豆つぶ®剤新規上市数 5品目
（2022年度から累計）

豆つぶ®剤新規上市数 5品目
（2022年度から累計）

生活の質向上への貢献 化成品事業売上高 251億円 化成品事業売上高 285億円

気候変動・環境負荷の低減 グループ7社の温室効果ガス排出量
（Scope1＋2）47,717t-CO2/年

グループ7社の温室効果ガス排出量
（Scope1＋2）2030年度までに2019年度比30％削減

これまでの主な成果

❶ 持続可能な農業への貢献／高品質な製品・サービスの安定供給
既存事業の拡大（2026年度売上高アクシーブ®842億円、エフィーダ®101億円、
ディザルタ®44億円、豆つぶ®剤の拡販）、化成品新規事業の創成

主な目標

● 既存剤の拡販
世界で主要穀物の栽培に使用される除草剤アクシーブ®は、売上754億円（2025年度実績）まで成長
除草剤エフィーダ®売上91億円（同）、殺菌剤ディザルタ®売上32億円（同）と順調に推移

● 国内水稲用初・中期一発処理除草剤分野で強みを発揮　
自社開発剤の除草剤エフィーダ®を中心に、5年連続で国内シェアNo.1を獲得

● 豆つぶ®剤の拡販　
2022年度以降、豆つぶ®剤5品目を上市（豆つぶ®剤の全上市数は39品目）

● 当社初のバイオスティミュラント販売開始
2026年度は「なつつよし®」を販売開始し、バイオスティミュラント市場へ参入

● 最先端半導体分野での事業拡大　
半導体グレード高純度硫化カルボニル（COS）ガスの販売開始
ビスマレイミド（BMI）類の生産体制を強化

❼ DXの推進／デジタル化の実践
全社的なDX推進、創薬や生産場面でのAI活用主な目標

● 生成AI活用に向けた取り組みを推進
生成AI活用による生産性向上・業務効率化を後押しするため、社内での生成AIの業務利用を解禁

● DX人財育成を推進
現場のDX人財育成を図るべく、初の試みとして社内公募によるDX研修（期間4カ月）を実施

● DX／デジタル化の推進と並行して、情報セキュリティ体制の強化にも注力　
脆弱性対応やセキュリティ機能強化のため、機器／ソリューションのバージョンアップを実施
セキュリティ強化に向けた対応として、SASE導入、多要素認証の導入、SOCの導入
グループ会社のセキュリティ強化を実施

❺ 人財の育成／人的資本の考え方をベースにした人財戦略
男性育児休業取得率100％、1人当たりの研修時間50時間/年主な目標

● 男性育休取得率92.9％、1人当たりの研修時間59.6時間/年を達成（2025年度）
● 2026年度から新人事制度を導入、従業員エンゲージメントの向上を目指す
　 P.29➡

❸ 研究開発力の強化

新農薬創製研究の加速、特許出願数100件（2026年度）
主な目標

● 生物科学研究所の整備
2023年の化学研究所（ShIP）の新設に続き、さらなる研究
開発力の強化として、生物科学研究所の整備を実施中
2027年に新研究棟が完成予定

●  新剤・新技術の開発
水稲用殺菌剤リガード®、微生物農薬エコアーク®、バイ
オスティミュラントなつつよし®を新たに上市

●  特許出願数 36件（2025年度実績）

●  業務提携
エフィーダ®の米国開発について、Valent社と業務提携

❷ 気候変動・環境負荷の低減

グループ7社の温室効果ガス（GHG）排出量（Scope1+2）:
2030年度までに2019年度比30％削減

主な目標

● GHG排出量削減
CO2フリー電力の導入等により2019年度比GHG排出量
30％削減目標の達成が視野に

●  カーボンクレジットの
創出サポート
2024年から水田の中干
し延長によるカーボンク
レジットの創出サポート
を開始

KUMIAI CHEMICAL INDUSTRY CO., LTD. クミアイ化学グループ 統合報告書 202621 22
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Iharanikkei Chemical (Thailand) Co., Ltd.は、当時成長トレンドにあったアラミド繊維市場において、現地製造
によるコスト競争力の確保と、生産能力の拡大を目的に設立いたしました。しかし、中国・インドなどの化学メーカー
が市場に参入してきたことで競争が激化し、事業運営における環境が厳しくなったことから、当初の事業計画との間
に大きな隔たりが生じ、37億円の固定資産の減損損失を計上しました。現在、新たな商材の製造や生産効率の向上
によるコスト低減など、経営改善に取り組んでいます。

減損損失について

2025年度の振り返り
　2025年度の連結売上高は1,705億円となり、15年連
続の増収を達成した一方、営業利益は106億円で前期か
ら減益となりました。事業別に見ると、国内農薬事業で
は、除草剤エフィーダ®を含む水稲用一発処理除草剤、
殺菌剤ディザルタ®を含む水稲用箱処理剤の販売が好調
に推移しました。海外農薬事業では、当社の主力製品で
ある除草剤アクシーブ®において、コロナ禍を発端とした
米国向け在庫の消化が進んだことに加え、現地の販売
会社の販売促進活動に対する支援強化により出荷増と
なりました。農薬及び農業関連事業全体としては、売上
高は1,357億円となり、前年比76億円の増収となりまし
た。一方、アクシーブ®のジェネリック品参入等への対策
として価格対応を実施したことにより収益性が悪化し、

営業利益は106億円、前年比16億円の減益となりました。
　化成品事業は、生成AIサーバー向け電子材料分野の
需要が好調に推移し、ビスマレイミド（BMI）類の出荷が
増加したことに加え、アミン類の出荷も堅調に推移した
ことにより、売上高は251億円で前年比1億円の増収、
営業利益は15億円で前年比8億円の増益となりました。
　また、当社の連結子会社である Iharanikkei Chemical 
(Thailand) Co., Ltd.の塩素化事業において、業績見通し
の悪化に伴う固定資産の減損処理を行い、37億円を特別
損失として計上しました。これにより、親会社株主に帰属
する当期純利益は44億円、前年比92億円の減益となり
ました。

課題と対応
　中期経営計画の最終年度である2026年度は売上、
利益ともに目標数値を下回る計画としています。これは、
中期経営計画策定時の想定に比べ、アクシーブ®のジェ
ネリック品参入による事業への影響が大きく、販売額の
減少や収益性の悪化を見込んでいることが主な要因です。
2026年度計画が中期経営計画目標を下回る形となって
いますが、2026年度計画は最低限クリアすべきラインと
捉え、引き続き、全役職員が一丸となって、課題解決に
取り組んでいきます。
　この厳しい局面を乗り越えていくためには、営業利益の
確保を最優先とした施策の実行と徹底的な業務効率化が
不可欠であり、市場環境の変化に大きく左右されないよ
うな「強靱な企業体質への変革」をいち早く実現することが
喫緊の課題であると考えています。

【守りと攻めでアクシーブ®を維持拡大】
　ジェネリック品の市場参入によってアクシーブ®の利益
率が低下する中、守りと攻め両面での戦略を推し進めま
す。守りの面では、混合剤特許や製造法・中間体に関す
る特許など現在も有効な特許権に対する侵害行為が認め
られた場合は、断固たる姿勢で法的対応を行います。既
に中国やオーストラリアでは、勝訴的和解などの成果が出
ており、引き続き各地域での権利保護、行使を強化して
いきます。
　攻めの面では、販売体制を強化し市場獲得に注力しま
す。抵抗性雑草の問題は世界各国で深刻化しており、ア
クシーブ®は既存除草剤に対する抵抗性雑草に効果を示
すことから、市場で高く評価されています。加えて、ジェ
ネリック品が参入することで市場価格が低下し、さらに多
くの生産者の方がアクシーブ®を手に取りやすくなるため、
アクシーブ®とジェネリック品を合計したピロキサスルホン

（アクシーブ®の有効成分名）の使用面積は今後も拡大し
ていくと想定しています。これらの市場の広がりをチャンス
と捉え、アクシーブ®の販売拡大を進めます。また、主要
市場を中心に、新規混合剤の開発の促進、適用作物の
拡大、適切な販売促進活動の支援を行い、オリジナル品
としての優位性を最大限に活用し販売拡大につなげます。
　アクシーブ®の販売数量を伸ばし、生産数量が増加す
ることで原価低減が可能となります。また、さらなる生
産効率化を目的とした革新的な製造方法の確立も進め

ています。より安価な生産を実現することで、アクシー
ブ®の収益性を改善していきます。

【アクシーブ®に次ぐ製品を育成】
　アクシーブ®の維持拡大だけでなく、次世代の基幹剤
の育成にも注力します。既に国内や韓国で販売している
除草剤エフィーダ®、殺菌剤ディザルタ®はさらなる販
売拡大に向け、他の地域での開発を積極的に進めます。
エフィーダ®は、米国の水稲分野においてValent社との
共同開発をスタートさせています。本剤の海外展開を本
格化することで、海外販売の中核を担う剤へと成長させ
ていきます。新剤としては、殺ダニ剤フルペンチオフェ
ノックス（バネンタ®）の国内農薬登録を控えています。
これに続く開発パイプラインには複数の有望な化合物
があり、早期製品化に向けて積極的な研究開発を進め
ています。

【化成品事業の成長を加速】
　化成品事業では、農薬事業に次ぐ第2の柱としての位
置付けをより確実なものにしていきます。2025年度に
は、最先端半導体メモリ分野で使用する高純度硫化カ
ルボニル（COS）ガスの製品化に成功し、販売を開始し
ました。2026年度には本製品を着実に立ち上げ、軌道
に乗せていきます。また、2026年度にはグループ会社
のケイ・アイ化成㈱の新プラントが本格稼働し、BMI類
の生産体制を強化しています。BMI類は、生成AIサー
バー向け電子材料の需要増加に加え、通信ネットワーク
の拡充により注目を集めている低軌道衛星にも新たに使
用されており、高まる需要を取り込みます。

【新人事制度の導入で意識・組織改革へ】　
　企業において最も重要であり、上記の事業戦略を実
行していくために欠かせないのが、人財の力です。当社
では、「努力」を後押しする環境、「成果」を通じて達成感を
得られる仕組みを目指し、2026年度から新人事制度を
導入しました。従業員の行動変容を促すことにより、組
織の活性化、強靱な企業体質への変革を図ります。

売上高・営業利益・ROS（売上高営業利益率）
■■ 売上高　■■ 営業利益　■■ 親会社株主に帰属する当期純利益　  ROE（自己資本利益率）　  ROS（売上高営業利益率）

（億円） （%）

中期経営計画

2024
実績

2025
実績

2026
計画

（年度）

1,610

114 106

7.0%

3.0% 4.4%

4.4%
6.2%

9.7%
11.0%

8.5%

72

136

1,705

44

1,620

売上高 ▲230億円
営業利益  ▲88億円

64

160

1,850

150

2026
中計目標

0 0

中計と目標の隔たり
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　2025年度は、売上高はいずれの事業セグメントも前年を上回って過去最高とな
り、15期連続の増収を達成しました。一方で、主力の除草剤アクシーブ ®のジェ
ネリック品参入の影響による収益性の低下により営業利益は前年比で減益となりま
した。また、化成品事業のうちクロロトルエン・クロロキシレン系化学品において
中国、インドの競合メーカーとの競争激化により、タイの連結子会社が固定資産
の減損損失37億円を特別損失として計上したことを主要因に、親会社株主に帰属
する当期純利益は前年比で大幅な減益となりました。
　中期経営計画の2年目が終わり、事業環境の大きな変化により、中期経営計
画の数値目標達成へのハードルは非常に高くなったと言わざるを得ないと考え
ています。しかしながら、中期経営計画で設定したキャピタル・アロケーショ
ンを基本に置きつつ、環境変化に柔軟に対応した資金配分と、戦略的なCCC

（Cash Conversion Cycle）改善による財務健全性の確保を両立させ、強靱な
企業体質への変革を強力に推し進める方針です。

　2025年度におけるPBR（株価純資産倍率）は1倍を下回る水準で推移し、重要な課題として認識しています。この改善に
向け収益性の向上を実現するとともに、投資家の皆様に対して、当社の事業戦略や成長戦略をより一層ご理解いただくこ
とが重要と考えており、積極的な情報開示を推進します。

環境変化に柔軟に対応した資金配分と財務健全性の確保を両立
させ、強靱な企業体質への変革を図ります。

取締役 常務執行役員
経営管理本部長

山地 充洋 親会社株主に帰属する当期純利益・ROE（自己資本利益率）

25,000 15

20,000 12

15,000 9

10,000 6

5,000 3

8.9

14.9

2021 2022 2023

9,023

16,329
18,024

14.5

2024

13,590

9.7

2025

4,381
3.0

0 0
（年度）

■■ 親会社株主に帰属する当期純利益　  ROE（自己資本利益率）
（百万円） （%）

研究開発費・設備投資額

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

2021 2022 2023

4,948 5,144
6,1875,930

9,639
8,735

2024

6,988

9,938

2025

7,060 7,043

0
（年度）

■■ 研究開発費　■■ 設備投資額
（百万円）

中期経営計画2年目（2025年度）の総括
　中期経営計画の2年目となる2025年度の実績は、農薬
及び農業関連事業については、国内中心に販売している
除草剤エフィーダ®、殺菌剤ディザルタ®の販売が引き続き
好調に推移しました。海外販売の中心であるアクシーブ®
はアルゼンチン向け出荷が減少したものの、米国向けは
流通在庫の消化が進んだことに加え、販促支援の強化に
より出荷増となり、オーストラリア向けは特許侵害品に対
する法対応が奏功して出荷が増加しました。アクシーブ®
の出荷数量は増加しましたが、ジェネリック品参入および
競合剤の低価格化等による値下げ圧力の高まりによって
収益性が低下したことから、農薬及び農業関連事業は、
前年比で増収営業減益となりました。一方、化成品事業
については、生成AIサーバー向け電子材料分野の需要が
好調に推移しビスマレイミド(BMI)類の出荷が増加したこ
とに加え、アミン類の出荷も堅調に推移したことから、増
収営業増益となりました。その他事業も増収営業増益とな
りましたが、全体の連結業績としては、農薬及び農業関
連事業の減益が影響し、売上高1,705億円、営業利益
106億円となり前年比で増収営業減益となりました。

　中期経営計画最終年度の目標値、売上高1,850億円、
営業利益160億円、親会社株主に帰属する当期純利益
150億円、自己資本利益率（ROE）11.0%以上、売上高
営業利益率（ROS）8.5%以上に対し、2025年度の連結
業績は、売上高1,705億円、営業利益106億円、親会
社株主に帰属する当期純利益44億円、ROE 3.0%、
ROS 6.2%の進捗となりました。ROEの前年度（9.7%）か
らの大幅な低下については、化成品事業を担うタイの連
結子会社Iharanikkei Chemical (Thailand) Co., Ltd.
の固定資産の減損に伴う特別損失約37億円の計上がそ
の一因となっています。
　2026年度の業績予想では、現時点において前年比で
減収営業減益を想定しており、中期経営計画の目標達成
へのハードルは非常に高くなったと言わざるを得ません。
この目標との乖離は、主力剤アクシーブ®を取り巻く事業
環境の変化が、中期経営計画策定時の前提条件や想定
を上回って悪化したことが主な要因となっています。

売上高・営業利益・ROS（売上高営業利益率）

200,000 9.0

160,000 7.2

120,000 5.4

80,000 3.6

40,000 1.8

7.2

8.7

2021 2022 2023 （年度）

118,176

145,302
161,002

8.8

8,456 12,673 14,089

2024

161,049

7.0

11,350
2025

170,462

6.2

10,567
0 0

■■ 売上高　■■ 営業利益　  ROS（売上高営業利益率）
（百万円） （%）

キャピタル・アロケーションの進捗
　中期経営計画では、資金の使い方を示すキャピタル・
アロケーションを設定・公表しています。2024年度から
2026年度の3年間で、営業キャッシュ・フローで約600
億円、金融機関からの借入による資金調達で約300億

円、合計約900億円の資金を捻出し、これを配当還元に
約120億円、借入返済に約150億円、成長投資に約
630億円を分配する内容です。成長投資は当社グループ
の将来の成長を実現するために行うもので、設備投資に
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約280億円、研究開発費に約220億円、M&Aなど戦略
投資に約130億円を投じる計画となっていました。中期経
営計画2年目を経過した時点での3年間の見通しは、アク
シーブ ®事業の環境変化を受け、営業キャッシュ・フロー
は当初計画を下回る520億円で、資金調達はやや増加し
305億円となる見込みです。資金の割り当て先として、
配当還元については、当初方針の配当性向30%以上を
実現するため115億円を見込んでおり、借入返済は、財
務健全性の強化を図るため当初計画よりも増額し240億
円を見込んでいます。成長投資に関しては、当初計画か
ら減少する見通しとなっています。設備投資については、
当初計画の一部を見直し、本中期経営計画の期間におい
て実施すべき対象を厳選し245億円を見込んでいます。
2025年度は、小牛田工場のゾル乳液剤製造プラントや
グループ会社のケイ・アイ化成㈱のビスマレイミド類製造
マルチプラントなど、生産コスト低減、生産能力強化に向け
た設備投資を積極的に実施しました。
　研究開発費については、当社が
研究開発を中核とする企業であるこ
とから、最優先事項と位置付け当
初計画通り220億円を確保します。
コア事業である農薬事業において
は、新しい農薬の有効成分となる
新規化合物の開発に、一般的には
10年以上の多大な期間と300億円
以上もの多額の投資コストが必要に
なります。10～20年後の当社事業
を支える新剤の創製に向け、新製
品パイプラインにある新規農薬や

化成品の開発計画に応じた効果的、効率的な研究開発投
資を進めました。2025年度においては、水稲用殺菌剤リ
ガード®を上市し、2026年度春には、微生物農薬エコアー
ク®、バイオスティミュラントなつつよし®を上市しました。
また、現在米国においてエフィーダ ®を水稲用除草剤と
して開発を進めており、その他地域への展開や、対象作物
の拡⼤にも積極的に投資を行い、アクシーブ ®に次ぐ、今
後の当社の収益を⽀える剤へ成⻑させる方針です。
　戦略投資については、M&Aなど当社事業の成長に資す
る投資を検討しましたが、現時点においては成就に至った
投資案件が少なく5億円の見込としております。引き続き、
当社事業の成長に資するM&Aについては積極的に進める
方針です。環境変化に柔軟に対応した資金配分と、財務
健全性の確保を両立させながら、継続的な成長のための
投資を選択的に実行していきます。

中期経営計画におけるキャピタル・アロケーション想定

配当還元（配当性向30％以上）

約120億円➡115億円（見込）

借入返済

約150億円➡240億円（見込）

成長投資

約630億円➡470億円（見込）
設備投資	 約280億円➡245億円(見込)
研究開発費	 約220億円➡220億円(見込)
戦略投資	 約130億円➡    5億円(見込)

総額　約900億円 ➡ 825億円（見込）

営業CF
（研究開発費控除前）

約600億円➡520億円（見込）

資金調達
(有利子負債等)

約300億円➡305億円（見込）

資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた取り組み
　当社の2025年度におけるPBRは1倍を下回る水準で推
移しており、当社の重要な課題として認識しています。
2024年度まではPER（株価収益率）が10倍以下と低い水
準であったこと、また、主力の除草剤アクシーブ®の収益
性低下に伴いROEが低下傾向にあることが要因と考えて
おり、製品原価や固定費の低減により収益性の向上を実
現するとともに、投資家の皆様に対して当社の事業戦略や
成長戦略をより一層理解いただくことが重要であると考え、
改善に向けた対応を推進しています。
　2025年度の自己資本比率は58.2％（前年度比+5.2

％）、D/Eレシオは0.35倍（前年度比▲0.16倍）となりまし
た。2024年度、世界的な農薬の在庫調整の影響により
棚卸資産（在庫）、有利子負債が一時的に増加しましたが、
戦略的にCCCの改善を進めた結果、在庫、有利子負債水
準の適正化が進みました。
　中期経営計画では経営指標として売上高、営業利益、
親会社株主に帰属する当期純利益に加え、ROEとROS目
標値を定めるとともに、キャピタル・アロケーションを開示
し、成長に向けた投資と配当性向の目標値も設定してい
ます。収益性の改善に向け、自社の株主資本コスト、

投資家の皆様との対話と株主還元の考え方
　当社は、投資家の皆様との対話を積極的に進めるべく、
決算説明会を中間期および期末決算開示後に開催し、経
営トップ自らの言葉で機関投資家の皆様に現況・戦略を伝
えています。加えて、第1四半期および第3四半期決算開
示後にはIR担当役員出席のスモールミーティングを開催
するとともに、IR担当部門が機関投資家の皆様との対話

（個別面談）やIR取材を積極的に受けています（2025年度
実績：94件）。加えて株主アンケートも実施しており、これ
らの対話を通じて把握された株主・投資家の皆様の意見・
懸念等はIR担当部門でとりまとめた後、経営に報告され、

その後のIR活動に活かす等、適切に対応しています。
　中期経営計画では、IR活動を通じて得られた株主・投資
家の皆様の意見も参考に、配当性向30％以上を目標とし、
収益動向を踏まえた株主の皆様への還元、および企業体質
の強化と、将来の事業展開に備えるための内部留保など
を総合的に判断しつつ、安定した配当を継続して行うこと
を基本方針に掲げております。今後の株主還元のあり方に
ついては、現時点では累進配当の採用は考えておりません
が、さまざまな考え方の中から、当社のビジネスモデルに
合致した最良の方針を引き続き柔軟に検討していきます。

WACC（加重平均資本コスト）を的確に把握した上で、
収益性の向上に努めています。また、将来の成長に向け
た効率的かつ機動的なキャピタル・アロケーションならび
に財務健全性の維持と株主還元のバランスの最適化を実
現するべく、各種取り組みを進めています。
　また、当社の今後の成長シナリオ、将来性を具体的に投

資家の皆様にお示しすることで、当社の未来に期待を持っ
ていただくことが重要であると考えており、引き続き適時
適切な経営情報の開示と投資家の皆様との積極的な対話
を行っていきます。
　このような各種施策に取り組むことで強靱な企業体質へ
の変革を図ります。

ROE・ROS
 ROE（自己資本利益率）　  ROS（売上高営業利益率）
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人財戦略

　当社グループの持続的な成長に必要な人財像を設定し、その人財を確保するため
「採用」「育成」「配置／キャリア」「人事制度」「評価」「報酬」「ダイバーシティ＆インクルージョン
（D＆I）」「ワ―クライフバランス（WLB）」の課題別にアクションプランを策定し遂行してい
ます。2026年度からは、長らく見直されていなかった人事制度（等級・評価・報酬）を
刷新しました。従業員一人ひとりの挑戦を後押しする環境を整え、その努力や成果を
適正に評価することで、従業員エンゲージメントの向上を目指します。並行して、キャリ
アパスの複線化や地域限定社員制度の導入により、働き方の多様性と個人の生活事情
に配慮した柔軟なキャリア設計の支援にも取り組んでいます。D＆Iについては、WLBと
ともにマテリアリティとして位置付けています。「誰もが働きやすく、活躍できる会社」の
実現に向けて「D&Iの重要性の浸透・心理的安全性の確保」「多様な働き方の拡充・推進」

「女性のキャリア支援」といった取り組みを進めています。
　人財戦略ビジョンは、中期経営計画「KUMI STORY 2026」のスローガンである〈「夢」

と「幸せの三角形」〉をモチーフにしています。各課題に真摯に向き合い一つずつクリアしていくことで、従業員一人ひとりが夢
に向かって努力し、仕事を通じて成長し、達成感と働きがいを感じながら働くことができる企業の実現を目指します。

持続的な成長に欠かせない「人財」の価値最大化に向けて、人財戦略
ビジョンとそれにひも付いたアクションプランを確実に遂行してまいります。

常務執行役員
経営管理本部副本部長

片桐 定光

関連するマテリアリティとKPI

2025年度
実績

2026年度
目標

● ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
女性管理職の割合：

4.9％
男性の育児休業取得率：

100％

女性管理職の割合：
2.2％

男性の育児休業取得率：
92.9％

目指すべき人財像
　中期経営計画において、事業戦略を支える基盤として

「人財の育成／人的資本の考え方をベースにした人財戦略」
を重要方針の一つに掲げています。今後の事業推進に際
して、特に以下の人財を重点的に強化します。
● コアビジネスの研究開発力を一層強化する人財
● 全社的なガバナンス体制を強化する専門人財
● 海外での事業展開を担うグローバル人財
● 事業の仕組みづくりを主導できる人財
● �製品・サービスの安定供給を支え、生産・調達に精通

し改善を推進する人財

　さらに、全社共通で求められるマインドセットと多様性の
実現に向け、次の期待人財像を明確にしています。
● �新たな領域に挑戦し、イノベーションや新規事業を

創出できる人財
● �リーダーシップを発揮し、経営感覚を備えたゼネラ

リスト人財
● �キャリアの多様化を促進し、女性・外国人・シニアなど

多様な人財によって組織の同質性を打破する人財

人財戦略ビジョン
　当社グループは〈「夢」と「幸せの三角形」〉を中期経営計
画のスローガンに掲げ、各人が夢を持ち努力し、成果を通

じて達成感・充実感を得ることで「幸せ」を実現する流れを
創出します。これを実現するための人財戦略ビジョンは、

努力成果

皆の
幸せ

夢

「夢」と「幸せの三角形」
皆の幸せの実現
エンゲージメントの向上

成果を通じて
達成感を得られる仕組みづくり

貢献度に応じた処遇の実現
チャレンジが報われる人事制度

キャリア形成支援の拡充

努力を後押し
する環境の整備

採用と育成の仕組みづくり
ダイバーシティの推進

ワークライフバランス（WLB）と
健康経営の実現

「夢」と「幸せの三角形」を実現するための
人的資本経営の実践

以下の二つの柱で構成されます。これらの取り組みにより、
社員一人ひとりの幸せを実現し、エンゲージメントのさらな
る向上を目指します。
● 努力を後押しする環境整備

・夢を持ち努力する人財の採用・育成の仕組み構築
・�多様な人財が強みを発揮できるよう、ダイバーシティ

を強力に推進

● 成果を通じて達成感を得られる仕組み
・貢献と処遇の連動性を高める評価・処遇制度の構築
・�チャレンジが報われる評価設計と、キャリアパスの可

視化で継続的な成長を支援

人財戦略
ビジョン

施策
カテゴリ アクションプラン

皆の幸せの実現 － ● 下記アクション・プランの結果として、従業員エンゲージメントの向上を図る

努力を後押し
する環境の整備

採用
● 重点強化人財のスペックを明確化し、部門別に採用・要員計画を策定する
● �採用活動を高度化し、計画的、効率的にコア人財となる新卒、キャリア人財を採用する

育成
● 全社教育研修体系を整備し、階層別（管理職や管理職候補）の研修拡充を図る
● OJTの計画フォーマットを整備しOJTの推進をサポートする

D＆I
● �D＆I方針とビジョンを明確化し、実現計画を策定し実践する
● �女性活躍推進を後押しする社内体制を構築し、目標達成に向けた施策を策定し実践する

WLB
● �WLBに関する課題を抽出、対処すべき本質的な課題解決に向けた施策を策定し実践する
● 健康経営推進体制を整備し、健康経営優良法人の認定を取得する

成果を通じて
達成感を得られる
仕組みづくり

人事
制度

● 役割と実績に応じた処遇とし、脱年功序列と多様な人財の活躍を促す制度改革を設計する
● �専門職制度の拡充、多様な働き方の実現、地域限定社員制度やライフイベントに対応した

制度改革を実施する

評価
● �積極的なチャレンジを促し、求められる職責・職能要件に向けた育成を実践するための制度を

導入する
● �公平性・納得性の向上に向けた評価制度の見直しとフィードバック面談の100%実施を実現する

報酬
● 職責や貢献に応じた報酬をベースとしたメリハリのある制度への見直しを行う
● 職種特性に応じた賃金設定と働きがい向上に向けた諸手当の見直しを行う

配置
キャリア

● �キャリアマップの整備によりキャリアの道筋を可視化、明確なキャリアビジョンを策定する
● キャリア研修や社内公募制の導入など、キャリア形成支援策を拡充する

● 人財の育成
1人当たりの研修時間：

50時間/年

1人当たりの研修時間：
59.6時間

● ワークライフバランスの推進
平均年次有給休暇取得率：

70％

平均年次有給休暇取得率：
71.5％
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2025年度に実施した主な取り組み
人財の育成
1. 新人事制度の構築と浸透
　2026年度からの新人事制度導入に向け、2025年度は

「脱・年功序列」を軸とした制度設計の最終検討を行いま
した。役割と実績に応じた処遇を徹底し、成果を通じた
達成感を得られるメリハリのある報酬体系を目指しました。
　また、制度の形骸化を防ぎ、全社員への浸透を図る
ため、以下のコミュニケーション施策を実施しました。 
● �全社員向け制度説明会：全国事業所に対し各2回開

催。制度の背景と目的を共有。
● �被評価者研修： 全25回開催。評価を受ける側の理解

を深め、納得感を醸成。
● �管理職（評価者）研修： 計2回開催。新制度の理解に加

え、評価スキルや上司としての心構えを習得。

2. ダイバーシティ＆インクルージョン（D&I）の深化と相互理解
　多様な人財が価値を創造し続ける組織を目指し、以下
の研修を実施しました。
● �D&I研修： 全社員を対象にワークショップ形式で開催。

「多様性から生まれる価値創造」をテーマに、実務に活か
せる視点を共有。

● �キャリア入社者フォローアップ研修： 本社および各事業
所で開催。地方事業所との交流機会を設けることで、
多様な背景を持つ社員間のネットワーク構築と、業務上
のシナジー創出を支援。

3. 次年度の取り組み
　2026年度からは、新しい等級制度に連動した階層別研
修の実施や、次世代リーダーの育成に注力します。引き続
き、全社的な研修体系の再構築を通じ、社員一人ひとり
が最大限に能力を発揮できる環境を整備してまいります。

人財戦略

D&I研修の様子

ワークライフバランス（WLB）
　仕事と私生活を無理なく両立させ、心身の健康や満足
度を高めることを目的とし、「働きやすい会社の実現」と「健
康推進の実現」に向けた下記の取り組みを行いました。
● �年次有給休暇（以下、有休）の取得促進

　有休の一斉取得日（年2日間）を設け、年10日以上の
有休付与対象者には付与後半年までに3日以上の有給
休暇を取得することを目標としています。適宜、社内
イントラネットに当社の平均有休取得率の状況を開示し、
計画的な有休取得を促しました。

● �時間外労働時間の削減
　新しい勤怠システムを導入し、自身の勤怠画面で時
間外労働の状況を閲覧可能となりました。所属上司も
部下の時間外労働の状況を閲覧できることから、適正
な時間外労働の管理が可能となりました。

● �育児目的休暇および育児休業取得率の向上
　法定および会社独自の制度や必要な手続きについて
理解しやすい、産休・育休手続きマニュアルを刷新し
たことで、対象者は計画的な育児目的休暇や育児休業
の取得が可能となりました。また、男性社員は妻の出
産に際して、出産（予定日）を基準に前後2週間の範囲
で3日間の特別休暇を利用できるよう取得可能な期間
を拡大しました。

ダイバーシティ＆インクルージョン（D&I）
　「誰もが働きやすく、活躍できる会社」の実現を目指し、
2024年度のD&Iワーキンググループの取り組みで抽出
した課題に基づき、D&I施策を一層推進しました。具体的
には、全役職員を対象としたダイバーシティ研修の実施、
育児・介護／高年齢労働者／LGBTQ／障がい者／外国
人など多様な方々に関する基礎知識や、ハラスメントの
防止などの必要性、意識や支援を学ぶためのeラーニン
グの受講、生理研修の実施、産後パパ育休等の両立
支援制度の利用促進に向けた利用者インタビューを行い
ました。
　本社所属の有志社員4名により、昼休み時間を有効
活用した「D&Iおやつ会」が自主開催され、部署・役職・
世代を超えた新たな交流機会が創出されるなど、D&Iが
身近な企業風土として醸成されてきています。

　また、非管理職層を対象に管理職登用に向けた意欲・
意識調査を実施したところ、特に女性社員の中で業務量
や育児との両立不安による阻害要因が判明しています。
調査結果を踏まえて、女性のキャリアにおける心理的障壁
や不安を払拭し、自律的なキャリア形成を支援することを

目的とした、女性向けキャリア座談会を開催しました。
　2026年度以降は「両立支援の強化」「ロールモデルの
提示」「マネジメントの経験・上司のサポート」を重点に、
多様性を兼ね備えた人財が持続的に活躍できる職場づく
りを推進します。

生理研修受講者コメントVoice

　生理に対する印象やどう向き合うべきかという考えは女性同士であっても、また情報が広く

知れ渡るようになった今でも人それぞれだということが再認識できました。現代では、生理に

ついての理解が浸透しつつあると考えていましたが、女性の50%以上が話題にすることに抵

抗感があるというのは意外でした。私は管理職として、当社で導入されているウェルネス休暇

の運用方法についても改めて確認することができました。ウェルネス休暇については、制度が

あっても使いにくさから取得をしない人も多いと聞きます。そのような方の心理にも配慮できる

ような職場づくりができればよいと考えています。

海外企画部　企画課

渡部 彬

D&I研修受講者コメントVoice

　2025年はD&I研修を受講し、当社の取り組みが具体化しつつあることを強く実感しました。

私は2024年、28名で構成されるD&Iワーキンググループに参加し、目指す姿の明確化、ロー

ドマップ策定、課題に対する施策検討に携わりました。D&I推進で特に重要だと考えるのは、

トップのコミットメントと社内外への継続的な情報発信です。昨年の研修はその方針を確認・

強化する良い機会となり、組織全体で一歩ずつ前進している手応えを得ました。

　2025年にはD&Iサポーターとして、昼休みに部署や役職を超えた意見交換と理解促進を目

的とした交流会「D&Iおやつ会」を開催しました。今後は、こうした地道な交流機会を継続する

とともに、経営層からの明確なメッセージ発信や成果の可視化、施策の定着を促す仕組みづく

りが課題です。さまざまなバックグラウンドの社員が活躍できる環境を整え、あらゆる面での

ジェンダー平等を達成するために、人事制度と連携しながら着実に取り組んでいく必要がある

と思います。

開発推進部　登録課

堀田 順子

今後の展望と取り組み
　当社は、農薬に関する豊富な知識を持つ専門家集団と
して長年にわたり農業の発展に貢献してきました。今後、
世界人口の増加による食料問題や気候変動など、農業に
関わる世界的な社会課題の解決に向けて、新しい価値創
造が会社にとって欠かせないと捉えており、そのためには、
これまでの当社の高い技術力や深い知識を守りつつ、新た
な価値創造に向けてさまざまな知識・経験・物の見方等を
持つ多様な人財が不可欠だと考えています。

　当社のD＆Iは、多様な人財が当社で働きたいと思える
「誰もが働きやすく、活躍できる会社」になることを目指して
います。そのためには、全役職員があらゆる面で公平な機
会を得られ、自分たちが希望する働き方や活躍ができる環
境を整えることが必要です。また、農業業界をけん引する
企業として業界にも影響を与える存在であることも重要だ
と考えています。
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常務執行役員 研究開発本部長

矢野 祐幸

　当社グループは、農薬や化成品など、社会課題の解決や人々の暮らしに貢献する製
品の提供を通じて発展してきました。研究開発はその原動力であり、さらなるイノベー
ション創出が求められています。
　農薬及び農業関連事業では、アクシーブ®、エフィーダ®、ディザルタ®といった自社
開発農薬が現在の事業をけん引しています。新剤として殺ダニ剤フルペンチオフェノッ
クス（バネンタ®）の農薬登録を申請済みで、これに続く化学農薬のパイプラインの研究
開発も順調に進んでいます。近年、当社の特許出願数は高い水準で推移しており、
今後もパイプラインの開発進捗・拡充に伴い、年間100件に迫る高い出願水準が続
く見込みです。また、微生物農薬エコアーク®は2025年3月に農薬登録され、2026
年度から販売を開始します。引き続き、食料の安定生産という世界的課題の解決に向
けたソリューション開発を進めていきます。

　当社の第2の柱として育成を進めている化成品事業では、当社グループが保有する技術を活用した新規半導体材料の
開発に取り組んでいます。外部からの技術導入も積極的に行い、製品開発を推進します。
　基盤となる研究開発力の強化に向けては、研究所の設備更新などハード面への投資に加え、AI等の新技術を駆使して
新農薬創製のスピードアップを図るとともに、研究開発を支える人財育成にも積極的に取り組んでいます。
　当社グループの成長を支える研究開発部門として、イノベーション創出を加速していきます。

分野 上市前 上市後
実用性評価段階 開発段階 地域・作物拡大

殺虫剤				  
フルペンチオフェノックス（バネンタ®） 殺ダニ剤 ●
殺虫剤A 水稲用殺虫剤 ●
殺虫剤B 水稲・園芸用殺虫剤 ●

殺菌剤				  
ディザルタ® 水稲用殺菌剤 ●
殺菌剤A 果樹・野菜用殺菌剤 ●
殺菌剤B 畑作用殺菌剤 ●

除草剤
エフィーダ® ムギ・水稲用除草剤 ●
除草剤A 畑作用除草剤 ●
除草剤B ●

微生物農薬・バイオスティミュラント
エコアーク® 根頭がんしゅ病防除剤 ●
微生物農薬A 果樹・野菜用防除剤 ●
なつつよし® バイオスティミュラント ●
微生物A バイオスティミュラント ●

新剤・新技術の開発状況

研究開発は当社グループの成長の源泉。積極的な投資と人財育成に
よって研究開発力を強化し、イノベーションの創出を加速します。

関連するマテリアリティとKPI
● 研究開発力の強化

特許出願件数：
100件

（2026年度目標）

　当社は農薬事業を柱とする研究開発型企業として、さま
ざまな専門性が必要となる農薬開発を一気通貫で行う研
究体制を強みとしています。新農薬の開発には創薬合成、
生物評価、安全性評価、環境影響評価、製剤開発、プロ
セス開発など幅広い技術力が必要です。当社は研究課題
に自発的・積極的に取り組む研究員の自由な発想をもと
に、化学研究所と生物科学研究所の強固な連携によって
イノベーションを生み出しています。幅広い分野に精通した

優秀な人財に加え、農業生産現場に根ざしたグローバル
な市場予想、蓄積された開発ノウハウ、積極的な研究開
発投資という4つの要素を高いレベルで融合していること
が、当社の現在の成果につながっています。
　研究開発は常に10年、20年先を見据えることが求めら
れます。当社は経営資源を最大限に有効活用し、緻密な
情報収集に基づく長期的な戦略のもとで、新しい価値を創
造し続けます。

研究開発における強み

　農薬及び農業関連事業では、新農薬の早期企業化を
最優先で推進するとともに、保有原体（有効成分）であるエ
フィーダ®、ディザルタ®の海外展開により最大化を目指します。

　新薬創製では、殺ダニ剤フルペンチオフェノックス（バネ
ンタ®）が農薬登録を控えており、新たに水稲用殺虫剤の開
発を進めています。さらに、実用性評価段階として複数

現状と今後の対応

研究開発における価値創造事例TOPICS

　エコアーク®（有効成分：非病原性Rhizobium vitis  ARK-1株）は、岡山県およびケイ・アイ

化成㈱と共同で開発した微生物農薬で、各種作物に発生する根頭がんしゅ病に有効な防除

薬剤です。本病害は、植物の根や茎にがんしゅ(こぶ）を形成し、生育不良や枯死を引き

起こす難防除病害であり、特に醸造用ぶどうでは国内外のワイン生産に深刻な影響を与えて

います。エコアーク®は、このぶどう根頭がんしゅ病に対する唯一の防除薬剤として実用化を

進めてきました。土壌細菌病害であるため防除効果の評価自体が非常に難しい中、試験系の

構築や処理方法の精査を重ねることで、実用性と高い防除効果を両立した使用方法を確立し

ました。さらに、微生物農薬の課題である保存安定性についても、凍結乾燥化によって長期

保存可能な製剤を実現しています。化学農薬では防除できない難防除病害に対する唯一の

選択肢として、また「みどりの食料システム戦略」にも合致する当社微生物農薬ブランドエコ

シリーズ®の新製品として、農業現場が抱える課題の解決に貢献していきます。

生物科学研究所
農薬研究センター
病害防除研究室

明星 亘俊

の除草剤、殺菌剤、殺虫剤のパイプラインを有しており、
社内外のリソースを最大限に活用し迅速に開発を進めま
す。除草剤エフィーダ®は米国での開発も開始しており、ア
クシーブ®に続く主力剤への育成を目指します。殺菌剤ディ
ザルタ®は、水稲以外の分野における国内外での適用拡大
に向けて開発を進めています。また、当社初のバイオステ
ィミュラントである作物の高温障害を緩和するなつつよし®
を2026年に販売開始する予定で、農薬に加え農業生産を
支援する各種技術の研究開発にも積極的に取り組みます。
　化成品事業では、自社技術を活用した半導体の基板
や各種センサーに利用される高機能材料の開発に向けた

取り組みを進めています。外部研究機関からの技術導入
に加え、グループ会社との協働体制を構築しており、研
究開発をさらに加速させます。
　研究開発力強化の取り組みとして、2023年に完成した
化学研究所に続き、生物科学研究所の新研究棟を建設中
です。併せてITやAIを活用したターゲットベースのスクリー
ニング法など、効率的な創製手法の開発も進めています。
研究開発の原動力である人財の育成にも注力しており、
幅広い挑戦の機会を提供して研究員の発想力と成長を後
押しします。

研究開発戦略

● 研究開発費（億円）

2021年度
49

2022年度
51

2023年度
62

2024年度
70

2025年度
71

● 特許出願数

2021年度
80件

2022年度
93件

2023年度
101件

2024年度
83件

2025年度
36件
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農薬及び農業関連事業 国内　クミアイ化学は、現在の静岡市清水区で柑橘同業組合が農薬の製造をしたことを事業の始めとし、1949年
に設立されました。以来、世界の農業の発展に貢献し、安全・安心な食料の安定生産を支えるため、安全で
効果的な農薬の研究開発と普及に力を注いでいます。70年以上の歴史の中で、農薬事業で培ったノウハウは
他分野にも展開しており、現在では世界の食を支える「農薬及び農業関連事業」と、多彩なシーンで生活の質
向上に寄与する「化成品事業」の2つを軸に事業を進めています。

主な製品・サービス

　世界の人口は今後も増加し、2050年には100億人に迫ると予測されています。その一方で、農地拡大には
森林破壊や水資源の制約など多くの環境問題を伴い、拡大余地には限界があります。また、日本を含む先進国
では農業従事者の減少と高齢化が進行しており、労働力や作業時間の制約が一層厳しくなっています。
　こうした状況下では「限られた農地・人手・時間」でいかに安定的かつ効率的に作物を生産するかが、今後
ますます重要な課題になります。

　農薬は、病害虫や雑草といった生産を阻害する要因から作物を保護することで、収量と品質を維持・向上さ
せる役割を果たします。適切に使用された農薬は、作物の成長を妨げるリスクを低減し、収穫量の安定や品質
向上に寄与します（（社）日本植物防疫協会のデータでは、農薬未使用時にイネで約24％、リンゴで約97％の収
量減が報告されています）。さらに、農薬の活用は農作業の省力化にも直結し、少ない人手での作業遂行や機
械化・省力化技術との併用により、持続可能な生産体制の構築を支援します。
　農薬を「適切な種類の選択」「用量と使用タイミングの遵守」「安全管理」の下で使用することは、環境への影響
を最小限に抑えつつ、食の安全と安定供給を実現する重要な手段となります。

出典：FAOSTAT、United Nations

　当社では、地域ごとに異なる市場のニーズに細やかに応えるため、除草剤・殺菌
剤・殺虫剤など数百種類の製品を取りそろえています。さらに、専門知識を有する
販売員・技術普及員を全国各地へ配置し、地域に密着した販売、普及活動を行って
おり、現地に適した農薬の提案やアフターフォローを行っています。
　自社で開発・製造した製品は、全国農業協同組合連合会（全農）に販売しており、全
国各地の農協（JA）を通して生産者に製品を提供しています。加えて、他の農薬メーカー
に自社原体（有効成分）や製品を販売することで、売上・利益の最大化を図っています。
　また、当社グループでは農耕地向け製品だけでなく、ゴルフ場や高速道路、鉄道
といった非農耕地向け製品の開発から販売までも行っています。

2025年10月期売上高

424億円

省力化製剤　
豆つぶ®剤の普及面積

国内128千ha

省力化製剤　豆つぶ®剤
　豆つぶ®剤は当社が開発した水稲用の省力化製剤です。通常の粒剤は大きさが0.8～1.2ミリメー
トルなのに対し、豆つぶ®剤は3～8ミリメートルで、水面を浮遊しながら有効成分が水田全体に
自己拡散するのが特長です。水田に入らなくても散布が可能で、さまざまな散布方法で使用できる
豆つぶ®剤は、省力化・簡便化が可能であり、持続可能な農業に欠かせない存在となっています。

難防除雑草対策剤　ソリスト®

　ゴルフ場における最大の問題雑草であるスズメノカタビラに高い効果を示すのがソリスト®です。
ゴルフ場の芝の状態を良好に保ち、プレーヤーの満足度向上に寄与しています。

　水稲栽培における安定的な収量確保には、雑草防除が非常に重要です。当社は
これまで、作物や環境、生物には影響が少なく効果的に雑草を防除する除草剤を
数多く生み出してきました。中でも、効果の持続期間が長く生産者からの支持が高
い「初・中期一発処理除草剤」分野では、自社原体を含む効果の高い混合剤を複数
販売しており、5年連続で国内シェアNo.1です。

国内シェアNo.1　水稲用初・中期一発処理除草剤

農薬の必要性

事業の特徴世界の人口と1人当たりの農地面積

農薬使用の有無による収穫量の差

販路・販売時期
製剤化し付加価値を高めた最終製品は、全農（系統ルート）を通じて生産者に提供。
当社の主力製品は日本の水稲作付け時期に合わせて出荷するため、4月頃には大部分

（年間計画の約80％）の販売が完了。
❶

販売体制 専門知識を有する販売員・技術普及員を全国に配置し、現地に適した農薬の提案や
販売後のアフターフォローを行う。❸

他農薬メーカーへの
販売

他農薬メーカーにも自社原体や製品を販売し、売上・利益の最大化を図っている。❷

水稲用初・中期一発処理除草剤
国内シェア

No.1
※（公財）日本植物調節剤研究協会資料より当社算出

農薬を使って育てたとき 農薬を使わずに育てたとき

米 ➡
小麦 ➡
大豆 ➡
りんご ➡
もも ➡
キャベツ ➡

0.5 10,000

0.4 8,000

0.3 6,000

0.2 4,000

0.1 2,000

0.38
0.32

0.28

1970 1980

3,695
4,444

1990 2000

6,149

2010

6,986

2020

7,841

2030

8,536

2040

9,149

2050

9,644

0.24 0.22 0.20

0 0
（年）

（ha/人） （百万人）

5,316

■ 世界の人口　  1人当たりの農地面積

1人当たりの農地面積

当社コーポレートサイト「よくわかる！　農薬のお話」では、
農薬について分かりやすく解説しています。
https://www.kumiai-chem.co.jp/lp/

25%

売上高構成比

農家

全国農業協同組合連合会（全農）

農協（JA）

クミアイ化学
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https://www.kumiai-chem.co.jp/lp/


　アクシーブ®は世界の主要作物に使用できる畑作用除草剤です。近年、
世界的に問題となっている除草剤抵抗性雑草に対して高い効果を示す
対策剤として世界各国で広く受け入れられています。2011年に販売を
開始し、現在では海外の農作物の生産現場で「なくてはならない製品」
としての地位を確立しています。

農薬及び農業関連事業 海外

主な製品・サービス

　海外事業では、世界50以上の国々に向けて自社開発品の販売を行っていま
す。グループ会社・関連会社や各市場で強力な販売ネットワークを持つ販売会社
との協働で生産者への販売を行っています。当社グループが販売した原体（有効
成分）は、販売会社で製品化された後、現地の小売店や農家に販売されます。
単剤だけでなく、販売会社保有の原体など他の成分を組み合わせた混合剤の開
発・販売も行っています。また、当社の独自技術を活かした製品も販売会社経由
で販売しており、他社製品との差別化による付加価値の向上を図っています。
販売面に関しては、当社グループの社員が実際に現地に出向いて調査を行い、
その地域に合った効果的な使用法の提案を行うなど、顧客のニーズを的確に
捉え、市場の開拓につなげています。

　当社グループでは、農薬事業で培った高い有機合成の技術力を応用して、生
活基盤を支えるさまざまな分野で幅広い事業を展開しています。安全で豊かな
生活のためのインフラや先進技術などに活用される化成品の開発・供給を通じ
て、循環型社会の実現に貢献しています。

グローバル展開（販売国数）

50カ国以上

世界の農業を支える　アクシーブ®

新たな市場へ　エフィーダ®

　農薬中間体のCOSは、半導体メモリ（3D NAND※）製造に用いるエッチ
ングガスとして使用されることから、半導体向けCOSガスの開発を進め
てきました。2025年に半導体グレードの高純度COSガスを製品化するこ
とに成功し、本格販売を開始しました。

　電子材料や複合材料などに使用される樹脂に、耐熱性、強靱性を付与
するために用いられるBMI類は、生成AIサーバー向け積層板などで需要
が拡大しています。2025年5月にはグループ会社のケイ・アイ化成㈱
BMI類の生産も可能なマルチプラントが完成しました。生産体制を強化
し、高まる需要を取り込みます。

※フラッシュメモリの一種。メモリセルを垂直方向に積層することで、大容量化を実現。

主な製品・サービス

トピック１　硫化カルボニル（COS）ガス

トピック2　ビスマレイミド（BMI）類

（CAGR）
アクシーブ®成長率

21%
（2013～2025年度）

　日本および韓国で主に水稲用として販売している除草剤エフィーダ®

は、除草効果と作物への安全性が高く、米国においてValent社との共同
開発をスタートさせています。今後とも適用国の拡大によりエフィーダ®

の最大化を図ります。

化成品事業

2025年10月期売上高

251億円

2025年10月期売上高

933億円

事業の特徴

販路
グループ会社・関連会社や各市場で強力な販売ネットワークを持つ販売会社との協働
で生産者への販売を行う。当社グループが販売した原体は、販売会社で製品化され、
現地の小売店や農家に販売される。

❶

海外売上高比率 2025年度実績69％（農薬及び農業関連事業）、アクシーブ®の販売維持により海外
売上高比率は高い比率を維持。❸

混合剤の開発 自社の原体と、販売会社保有の原体など他の成分を組み合わせた混合剤の開発・販売
も行う。❷

4つの小セグメント

塩素化事業 農薬、医薬品中間体および樹脂の原料となるクロロトルエン、クロロキシレン系化学品❶

精密化学品事業 高耐熱樹脂の原料となるビスマレイミド（BMI）類、ウレタン関連製品、受託製造など❷

産業用薬品事業 医療機器の消毒剤原料、ウエットティッシュや温泉消毒に使用される環境衛生剤、
トイレットペーパーなどの製造工程で使用される剥離・コーティング剤など❸

発泡スチロール
事業

農産物・水産物や電化製品の梱包材、家電製品パーツ、建築素材、地盤沈下対策
など❹

半導体分野での成長加速
　高速通信化やAIに代表されるデジタル技術が急速に進化し、自動運転の実用化が見込まれるなど生活環境も著しく
変化してきています。デジタル社会を根幹から支える半導体分野の世界市場規模は2025年には前年比22.5%増の
7,722億ドルに到達する見通しです。2026年も2桁成長が見込まれ、新たな成長フェーズが始まりつつあります。この
高まる需要を捉えるべく、電子材料分野をはじめとする成長分野への事業展開を推し進めていきます。

55%

売上高構成比

15%

売上高構成比

農家

グループ会社・関連会社・
現地販売会社

クミアイ化学
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クミアイ化学グループの事業



　当社グループは、農作物（食料）の安定的な生産と収量確保に欠かせない農薬
を、研究開発から製造、販売に至るまで一体となった体制で提供し、安全・安心
な農業の実現に取り組んできました。
　日本の農業は農業従事者の高齢化や担い手不足、昨今の気候変動による高温化
や環境負荷低減などこれまでにないさまざまな課題に直面しており、持続可能な農
業への変革が求められています。当社グループはこれら農業現場の課題に向き合い、
解決に資する新たな製品・技術の開発と普及を通じ、持続可能な農業の実現と、
食料の安定供給と農家の生産性向上に貢献してまいります。

取締役 常務執行役員 国内営業本部長

岩田 浩一

園芸分野の再構築、自社原体を主軸に収益構造の変革を
進めています。

の販売を予定しています。
　開発を進めている新規殺ダニ剤フルペンチオフェノックス

（バネンタ®）につきましては、登録を取得後、早急に普及
販売活動に注力します。バネンタ®は国内の既存農薬に
対する感受性の低下したハダニに対しても有効な新規の
殺ダニ剤として注目されており、販売開始に向けて準備
を進めています。

● 環境負荷低減を考慮した製品の拡充
　当社は農林水産省が掲げる「みどりの食料システム戦
略」に資する新しい製品および技術の開発・普及に取り組
み、食料の安定生産を支え、持続可能な農業の実現を目
指しています。2026年には、微生物農薬1剤、植物抽出
物由来の殺菌剤1剤、バイオスティミュラント1剤の計3剤
を市場に投入します。農薬分野で培った技術力・営業力
を活かしてバイオスティミュラント分野にも参入します。

【微生物農薬　エコアーク®】 
　エコアーク®は、ぶどうやばら等で
問題となる根頭がんしゅ病に高い効果
を示します。同病害には、現在有効
な薬剤防除手段がないため、唯一の
防除薬として現場から期待されていま
す。本剤は当社およびグループ会社
の㈱理研グリーンが国内で販売します。

【植物抽出物由来の殺菌剤　プロブラッド®液剤】
　有効成分の発芽スイートルーピン抽
出タンパク質（BLAD）は新規の作用性
をもち、野菜類のうどんこ病やトマト
灰色かび病などに有効です。食用作
物由来のため、人の健康を害する恐
れのないことが明らかな物質に指定さ
れており、使用回数や収穫前日数の
制限がありません。

【バイオスティミュラント　なつつよし®】
　2026年から、染料植物のムラサキ
から抽出したシコンエキスを有効成分
とするなつつよし®の販売を開始しま
す。植物の熱ショックタンパク質（HSP）
遺伝子の発現を活性化させることで、
近年の地球温暖化により問題となる各
種作物の高温障害の改善が期待され
ます。

● �大型農家、農業法人の増加
● �「みどりの食料システム戦略」による環境負荷低減
● �「スマート農業技術活用促進法」による技術革新
● �高温による農作物の品質低下や収量の減少
● 米価上昇に伴う防除意欲の向上

機
会

● �原体（有効成分）および製品の自社開発・製造
● �オンリーワン商品（豆つぶ®剤）
● �地域密着の強固な販売網

強
み

● 園芸剤の売上減少弱
み

● �農耕地面積の縮小
● �登録維持が困難な農薬の販売終了
● �原材料コストや物流コストの上昇

脅
威

事業戦略
中期経営計画期間における取り組みと今後の目標
　中期経営計画では、中長期的なマーケティング戦略の
もと、国内の事業基盤である水稲分野のさらなる強化と

● 水稲分野での自社原体剤の拡販
　国内農薬事業の核となる水稲分野では、水稲用除草剤
エフィーダ®、水稲用殺菌剤ディザルタ®などの自社原体を
主軸に、さらなるシェア拡大を図ります。

【初・中期一発処理除草剤】
　自社販売では、2021年から5年連続で獲得したシェア
No.1を維持し、エフィーダ®含有剤を主体に普及面積を
2025年度33万ヘクタールから2026年度36万ヘクタール
に拡大させ、トップシェアを継続します。エフィーダ®は他
社製品にも重要な有効成分として使用されており、他社販
売も合わせた普及面積は2025年度53万ヘクタールです。
これは水稲栽培面積（2024年青刈り用の栽培除く）の約
37%でエフィーダ®が使用されていることとなります。

【水稲育苗箱施用剤】
　自社販売では、普及面積を2025年度24万ヘクタール
から2026年度26万ヘクタールに拡大させることでシェア
アップを図ります。2026年から新たにディザルタ®を含
有するブーン®クロノス®、イネ紋枯病に優れた防除効果を
発揮するリガード®とディザルタ®を含有するブーン®リガー
ド®パディート®、エクスロットル®を販売開始し、さらな
るシェア拡大に取り組みます。

【豆つぶ®剤】
　当社は自己拡散性を有する独自製剤の豆つぶ®剤につい
て、大規模水田でのドローンやラジコンボートによる散布
性の向上に取り組んでいます。農家の省力化・スマート農
業への貢献に向け2025年までに20品目をラインナップし
てきましたが、2026年に1品目を追加します。2025年の
豆つぶ®剤普及面積は13万ヘクタールとなり、今後も農家
の生産性向上に努めてまいります。なお、豆つぶ®剤は「み
どりの食料システム戦略」技術カタログの現在普及可能な
技術として2025年3月に掲載されました。

● 園芸分野の再構築
　農薬の安全性の一層の向上を目指す農薬登録の再評
価制度が導入され、2021年より順次再評価を受けてい
ますが、園芸分野では今後も登録維持が困難な農薬の販
売終了が見込まれます。
　このような状況下で、自社原体品目への集中を図り、
2028年度の売上高を2025年度比103％にする計画で
す。具体的には、園芸用殺菌剤のファンタジスタ®やアク
シーブ®を含有する小麦用除草剤キタシーブ®、さらに
2027年にはアクシーブ®を含有する新規畑作除草剤2剤

策定しました。
　また、改正農薬取締法により、農薬の安全性の一層の
向上を目指す農薬登録の再評価制度が導入され、2021
年から順次再評価を受けています。
　こうした環境下、国内の農薬市場は、2025年度は米価の上
昇を背景に防除意欲が増し、また、コスト上昇を反映した農薬
価格の上昇により、前年度から増加し3,854億円（2025年度
クロップライフジャパン）となっています。

事業環境
　日本の農業は大規模な自然災害、農作物の高温障害、
農家の高齢化、耕作放棄地の増加、生産資材価格の上昇
などさまざまな課題に直面しています。特に近年は、夏季の
高温による農作物の品質低下や収量の減少が深刻な問題
となっており、農林水産省も各種対策に乗り出しています。
　一方、食料安全保障の強化、持続的な農業への変革が
求められており、農林水産省は持続可能な食料システムの
構築に向け「みどりの食料システム戦略」を2021年に

水稲用初・中期一発処理除草剤分野で5年連続シェアNo.1を維持。
水稲分野における自社剤のエフィーダ ®、ディザルタ®を主体に
さらなる事業拡大で食料の安定供給に貢献します。

今中期経営計画におけるテーマ

水稲分野での自社原体剤の拡販 環境負荷低減を考慮した製品の拡充園芸分野の再構築

農薬及び農業関連事業（国内）
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を対象に、行政審判を求めて1件提訴して勝訴的和解を勝
ち取り、加えてジェネリック品メーカーを対象に7件提訴し、
係争中です。

● エフィーダ®

　エフィーダ ®は日本を含め3カ国で登録を取得しています
が、韓国では2020年に上市し、水稲用除草剤として現地
提携先6社より20製品（混合剤）が販売されています。除草
剤抵抗性雑草や難防除広葉雑草等への高い効果と、イネ
への極めて高い安全性から販売を伸ばしています。2026
年も新規混合剤の市場投入により、中期経営計画達成に
向けて販売を拡大します。また、米国に加え、アジア、中
南米を中心に水稲用、畑作用除草剤としての評価、開発
を進めており、今後もエフィーダ®の世界的な販売拡大に
取り組みます。

● ディザルタ®

　国内で水稲用殺菌剤として拡販を進めているディザル
タ®は、海外では2023年に韓国で販売を開始し、水稲箱
処理剤（混合剤）として現在、提携先3社から4製品が販売
されています。今後も現地提携先と協力した販売促進と
新規混合剤開発により、販売最大化を図ります。水稲分
野以外への適用についても世界各国で評価、開発を検討
しています。

になくてはならない製品と位置付けられ、当社グループの
業績をけん引してきました。2025年は、ここ数年の農薬
市場全体の価格低下、穀物価格の下落と農家の購買力低
下による値下げ圧力の強まりに加え、主要市場であるアル
ゼンチンでのジェネリック品の市場参入の影響を強く受けま
した。一方、米国、ブラジルでは現地提携先とのパート
ナーシップを活かしたプレミアム剤としての適切な位置付
け・市場価格の維持、それに必要な販売促進活動支援を
行うことで販売が拡大しました。またオーストラリアでは当
社特許権を侵害した違法品に対する法対応が奏功し、一
時期減少した販売が再度増加に転じました。これらプラス
要因が後押しとなり、アクシーブ®の2025年度の売上高
は754億円と過去最高となりました。

　

　中期経営計画の最終年度となる2026年度はアルゼンチ
ン、オーストラリアでのジェネリック品との競合激化に加え、
米国でのジェネリック品参入が見込まれ、価格対応を行う
ことから中期経営計画最終年の売上計画であった842億
円の達成は困難であることが予想されます。厳しい市場環
境ではありますが、抵抗性雑草の継続的な発達・拡大に
伴い、潜在市場はさらに拡大することが見込まれるため、
米国、ブラジル、アルゼンチン等の主要市場を中心に新規
混合剤の開発の促進、適用作物の拡大、さらにコストの削
減を進め、適切な価格対応と販売促進活動支援を行うこ
とで、継続的な販売拡大・維持を図ります。また、現在ア
クシーブ®は、世界25カ国（2026年3月現在）で農薬登録
されておりますが、新たに10カ国以上で開発を進めてお
り、継続した新規市場への進出を図ります。
　加えてジェネリック品メーカーに対しては、当社保有の特
許権の侵害が認められた場合には、断固たる対応を取ると
いう方針のもと、当社知的財産権の保護のため法対応を
実施しています。オーストラリアではジェネリック品販売会
社を対象に5件提訴し、うち2件の勝訴的和解、1件の条
件非開示での和解に至りました。中国では中間体メーカー

2026
計画
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　世界的な人口増加や異常気象に伴う食料需要の増加、環境負荷の低い農業生産
のトレンド、農薬の使用抑制等、農薬事業を取り巻く環境は大きく変化しています。
当社製品、特に基幹製品であるアクシーブ®は15年にわたり世界の作物安定生産、
食料安定供給に貢献してきました。しかし、コロナ特需をきっかけにした供給過剰に
よる農薬全般の市場価格の下落が続いており、加えてジェネリック品の市場参入が
拡大し、アクシーブ®の販売は一部市場では影響を強く受けています。
　現地提携先との付加価値の高い混合剤開発促進、コスト競争力の強化、さらに
特許侵害品に対しては知的財産権を行使することで堅固な事業基盤を構築し、アク
シーブ®の販売を維持、拡大してまいります。

代表取締役 専務執行役員
海外営業本部長

今井 克樹

海外での農薬散布の様子

事業環境
　世界の農薬市場規模は南米・アジアを中心とした世
界人口の増加や穀物需要の増加を背景に中長期的には
成長基調が続いており、2029年には779億ドルになる
と予測されています(AgbioInvestor社)。
　一方で、農薬市場はここ数年激しく変動しています。
2023年は前年のコロナ禍でのパニック買いの反動を
受け農薬が過剰供給され、農薬価格が下落しました。
膨らんだ流通在庫の適正化のため2024年は在庫圧縮

が進められ、農薬販売金額が減少しました。2025年は
在庫適正化が進んだものの、農薬価格の低下は継続し、
また穀物価格の下落による農家の購買力低下から、農
薬市場規模は前年並みとなりました。2026年は農薬価
格の値下げ圧が継続することに加え、当社主力製品ア
クシーブ®のジェネリック品が最大市場の米国に参入
することが見込まれ、当社製品の販売への影響が予想
されます。

事業戦略
● アクシーブ®

　アクシーブ®は2011年に上市したダイズ、トウモロコシ、
コムギ、サトウキビなどを対象とする畑作用除草剤です。
農作物の生産現場において既存除草剤抵抗性雑草の防除

農薬及び農業関連事業における地域別の売上高比率
（2025年度）

中近東・
アフリカ
1％

北米
57％

中南米
19％

アジア・
オセアニア
17％

欧州
6％

売上高
933億円

厳しい市場環境を乗り越え、アクシーブ®や自社剤の販売維持
拡大を図り、世界の作物安定生産に貢献します。

● 世界人口の増加に伴う食料需要の増加
● 既存剤に抵抗性を示す雑草、病害虫の発現・拡大
● 環境負荷の少ない製品の需要増

機
会

● �原体（有効成分）および製品の自社開発・製造
● �現地提携先との強固な協力体制

強
み

● �現地提携先による販売が主であり独自販売網がない
● �製品ポートフォリオに偏りがある
● �アクシーブ®への売上依存度が高い

弱
み

● �安価な競合剤、ジェネリック品の出現
● 原材料コスト上昇
● 各国での農薬法規制の厳格化と開発コスト上昇
● 自社製品に抵抗性を示す雑草、病害虫の発現・拡大

脅
威

今中期経営計画におけるテーマ

アクシーブ®事業の最大化
2026年度売上計画842億円
（会社全体としての数値目標）

ディザルタ®の拡販
2026年度売上計画44億円
（会社全体としての数値目標）

エフィーダ®の拡販
2026年度売上計画101億円
（会社全体としての数値目標）

アクシーブ®の売上推移
（単位：億円）
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農薬及び農業関連事業（海外）



　当社グループでは、農薬事業で培った高い有機合成の技術力を応用して化成品事業
を行っています。化成品事業は、塩素化事業、精密化学品事業、発泡スチロール事業、
産業用薬品事業の4つの小セグメントから構成されており、生活基盤を支えるさまざまな
分野で幅広い事業を展開しています。
　塩素化事業では、医農薬中間体やアラミド繊維用原料が海外競合との価格競争に
より依然として厳しい環境にありますが、電子材料向け製品の販売は堅調に推移して
います。精密化学品事業では、AIサーバー向け積層板用樹脂原料であるビスマレイミド

（BMI）類が好調で、新プラントの稼働により増産体制を整備しました。さらに、新規開
発の半導体用エッチングガス「硫化カルボニル（COS）ガス」も本格販売を開始し、需要の
拡大が見込まれます。今後も成長市場である半導体関連分野の商品開発や受託製造
に一層注力し、中長期的な成長を目指します。

常務執行役員
化学品営業本部長
漆畑 育巳

● �半導体、医薬、ファインケミカルなどの先進分野
での需要の高まり

機
会

● �農薬原体（有効成分）製造で培った高い有機合成技術
● �化合物の探索から新製品開発までの一貫した研究

開発体制

強
み

● ��バリューチェーンの上流に位置し、顧客の開発動向や
需要・在庫状況による影響を受ける

弱
み

● �原油・原材料価格の上昇や為替変動や関税
● �地政学的リスクや米中経済摩擦など
● �海外品との価格競争

脅
威

化成品事業を第2の柱への育成に向け基盤強化と中長期の成長へ。
半導体分野向けなど高付加価値品に注力し高収益化へ加速。

今中期経営計画におけるテーマ

半導体メモリ製造用
エッチングガス（COS）

の本格販売開始

BMI類の販売好調
新プラント稼働で

生産能力拡大

アミン硬化剤の
用途拡大

化成品受託製造の
事業領域拡大

グループ会社で
連携した新製品開発

事業環境
塩素化事業
　医農薬中間体であるクロロトルエン事業は、需要は底堅
いものの海外競合会社との価格競争が激化しています。ク
ロロキシレン事業におけるアラミド繊維用途向け原料も海
外競合会社との激しい価格競争や各国のインフラ投資抑
制による最終製品の需要回復の遅延等が生じています。
両分野とも今後の需要拡大が見込まれるため、需要の取
り込みに加え、コスト削減等を通じた利益改善に努めてい
ます。一方で、クロロキシレン事業の半導体関連樹脂用
途・医療関連用途向け原料は堅調に推移しており、付加
価値の高い製品ラインナップの拡充を進めていきます。

精密化学品事業
　精密化学品事業では、半導体用のエッチングガス、ジア
ミン類、BMI類などの機能性材料の販売および受託製造
を行っており、特に半導体関連材料の販売が好調に推移し
ています。半導体は、高速通信化、AI、自動運転などデ
ジタル社会を支える重要な分野であり、世界市場は2025
年に前年比22.5％増の7,722億ドルに到達する見通しで
す。2026年も二桁成長が見込まれ、2029年には1兆ドル
を超えると予想されています。今後も、成長が著しい半導
体関連材料を重点領域として位置付け、事業拡大を一層
強化していきます。

● アミン硬化剤
　ウレタン樹脂・エポキシ樹脂用として芳香族ジアミン硬
化剤の製造・販売を半世紀以上にわたり継続し、サステ
ナブルな社会の実現に貢献しています。近年は半導体材
料分野におけるエポキシ樹脂やイミド樹脂用途での引き合
いが増加しており、今後もニーズに即した製品ラインナッ
プの拡充に取り組んでいきます。

● 化成品受託製造
　化成品受託製造では、長年培った有機合成技術を活用
し、化成品の研究開発・製造・販売を一貫して行ってお
ります。事業領域の拡大に向け、半導体分野など厳格な
品質が求められる電子材料分野のテーマに取り組むととも
に、モノマー供給だけにとどまらず樹脂の製造など、高
付加価値品への取り組みを一層強化していきます。

● 新製品開発
　農薬事業で培った創製合成力を基盤に、多様な分子設
計を得意とし、BMI類、ジアミン類、キシレン塩素化誘
導体といった電子材料向け樹脂原料を幅広く取りそろえて
います。グループ会社と連携し、これらの強みを活かした
電子材分野の新製品開発や新領域への挑戦に注力してい
ます。併せて人的・設備資源の効率化や開発・営業力の
強化に加え、M&Aや資本提携を含む投資検討を通じて
非連続的施策を実行し、事業基盤を強化して中長期的な
事業拡大を目指します。

事業戦略
● 2026年度売上高261億円を目指す
　 半導体分野に注力
　2017年にイハラケミカル工業と経営統合して以来、化
成品事業を農薬事業に次ぐ第2の柱に成長させるべく事
業を進め、本中期経営計画２年目の2025年度は売上高
251億円（前年度比0.4%増）を達成しました。最終年度と
なる2026年度においては売上高261億円（同4%増）を目
指します。一方で、海外製品との価格競争の激化により
中期経営計画での売上高285億円の達成は困難と予想さ
れますが、半導体関連材料など高付加価値品が好調であ
り、次期中期経営計画においては売上高300億円以上を
目指していきます。

● 半導体用エッチングガス（COS）
　COSガスは、独自の製法で農薬中間体として製造してき
た製品です。COSガスを半導体メモリ製造向けのエッチン
グガスへ展開するため、新たに精製プラントを建設し、半
導体グレードに求められる高純度化を実現しました。本格
販売を開始しており、半導体需要の成長に伴い今後も大き
く拡大すると見込まれます。引き続き販売・生産体制を一
層強化し、事業の拡大を目指します。

● ビスマレイミド（BMI）類
　BMI類は、主にAIサーバー向けの積層板用樹脂などに
対して、耐熱性や強靱性を付与する重要な原料です。AI
関連市場の成長に伴い、売上は堅調に伸長しており、国
内トップクラスのシェアを有しています。さらなる需要を取
り込むために新プラントの稼働を開始し、生産能力を拡大
しました。今後も新たなBMI誘導体の開発や新規顧客お
よび用途の開拓を積極的に進め、製品ポートフォリオを強
化していきます。
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安全操業を最優先とし安定した原材料調達・生産により、高品質な
製品を供給することが生産資材本部の使命です。

取締役 常務執行役員
生産資材本部長

井川 照彦

　当社グループは各工場で特徴ある生産技術と生産設備を有し「高品質な製品・サー
ビスの安定供給」を重要方針とし、農薬の有効成分や製剤、各種の化成品を生産し供
給しています。安全操業を最優先とし高品質な製品をより安価に安定供給することを使
命として生産活動を行っています。品質マネジメントシステムのもと品質保証体制の充
実に努めた製造・品質管理を行い、既存設備の改良や最新設備の導入、調達の最適
化により生産性の向上・コストダウンを図ってまいります。さらにサステナビリティ経営
の考えのもと、複数購買によるサプライチェーンの安定化やCSR調達にも取り組み、
環境負荷に配慮した資材の検討や設備の導入など温室効果ガス排出量削減対策も進
めるなど、環境負荷低減にも貢献してまいります。

静岡工場
　静岡工場は、農薬原体

（有効成分）を主体とした
化学品生産拠点として、
医農薬中間体や高機能
化学品など顧客のニーズ
に合わせた有機化合物を
生産し、世界へと供給しています。新たに、当社の農薬
中間体硫化カルボニル（COS）を活用した高純度COSガス
の生産を開始しました。最先端半導体メモリの製造に必
要なエッチングガスとして使用され、化成品事業領域の
拡大に貢献します。

小牛田工場
　小牛田工場は、エフィー
ダ®含有剤をはじめとする
除草剤の粒剤・豆つぶ®

剤・ジャンボ剤・顆粒水
和剤と殺虫剤および殺菌
剤の乳液剤・フロアブル
剤の生産拠点です。2025年には最新設備の導入により
自動化運転が可能な乳液剤・フロアブル剤の製造プラント
が完成し本格稼働を開始しました。また、老朽化していた
事務所棟および守衛所の新築工事が完了し、新しい事務
所棟での業務をスタートしました。

龍野工場
　龍野工場は、エフィー
ダ®含有剤をはじめとす
る除草剤の乳液剤・フロ
アブル剤、ディザルタ®
含有剤をはじめとする殺
菌剤および殺虫剤の粒
剤・水和剤・顆粒水和剤などの各種剤型に対応した生産
設備を有し、多種少量生産が可能なマルチ工場です。
2025年には自動化運転が可能で多種包装規格に対応で
きる乳液剤・フロアブル剤の包装設備を更新し本格稼働
を開始しました。

尾道工場（尾道クミカ工業）
　連結子会社である尾
道クミカ工業はクミアイ
化学の尾道工場として発
足し、農薬の粒剤・水和
剤の製剤・包装、農薬
中間品や工業化学品の
粉砕加工等の受託生産を行っています。微粉砕、混合粉
砕、物性改変等多種の設備を有し、農薬事業で培った微
粉砕技術を活用して幅広い分野に対応できる粉体加工を
特徴としています。

製造資本について

生産技術について
研究開発本部と連携した製造技術の確立、改善
　当社では新規農薬の創製から工業化に向けた原体の合
成方法の最適化、実生産を想定したプロセス開発、さら
に最終製品である製剤の確立までを化学研究所（ShIP）で
一貫して行います。この過程で生産現場と研究所が緊密
に連携することで、実験室レベルから生産レベルへ早期に
スケールアップし工場での製造法確立につなげています。
　また、既存の原体および製剤においても、製造コスト
の削減、生産の効率化のために工場と研究所が連携して
継続的な改善に取り組み、高品質な製品の安定した供給
に貢献しています。

有機合成技術
　静岡工場には、小スケールから大スケールまで対応で
きる多種の汎用設備（マルチパーパスプラント）を備え、長
年にわたり蓄積した有機合成技術を駆使して幅広い反応
を行うことが可能です。また、自社廃棄物処理設備の活
用により、安全で環境に配慮した生産に寄与しています。
　これらの設備と技術を活用して、農薬原体から高機能
化成品までさまざまな分野でお客様のニーズに合わせた

クミアイ化学の調達活動
　当社の原材料調達は、❶法令の遵守 ❷公正な取引 ❸
知的財産権の保護 ❹基本的人権の尊重 ❺環境への配慮 
❻製品・サービスの品質や安全性の確保と安定供給 ❼
適正な情報開示と情報管理 ❽地域社会との共生 ❾サプ
ライヤーへの働きかけをCSR調達基本方針とし、世界情
勢が大きく変化する中での安定調達、コスト削減に努め
ています。主要なお取引先様には定期的に質問表への回
答を依頼し、取り組み状況を確認しています。またパート
ナーシップ構築宣言に参画しており、調達活動における
お取引先様との共存共栄の構築を目指します。

質問項目 得点率
I.	 コーポレートガバナンス 96%
Ⅱ.	 人権 92%
Ⅲ.	 労働 96%
Ⅳ.	環境 95%
Ⅴ.	 公正な企業活動 95%
Ⅵ.	品質・安全性 98%
Ⅶ.	情報セキュリティ 96%
Ⅷ.	サプライチェーン 95%
Ⅸ.	地域社会との共生 95%

お取引先様へのCSR調達質問表の回答結果（2025年度）

（注） �調達金額実績の高い上位17社（調達金額全体のカバー率 83%：資本関係
にある会社・団体は除く）に対する質問。上記項目に関連する複数の質問
への回答をもとに得点率を算出。

今後の対応
　今後も、安全操業を最優先とし、確実な製品の供給体
制を維持することを最大の使命とし、お客様のニーズと信
頼に応えるべく、安定した生産および調達に取り組みま
す。安全性向上、品質向上、効率的生産のための最新

設備の導入や工場機能の強化を図り、働きやすく働きが
いのある工場を実現するとともに、サステナビリティを意
識した生産・調達を進め、地球環境に配慮した豊かな社
会の実現に取り組んでいきます。

有機合成化合物の受託合成が可能です。

農薬製剤技術
　小牛田工場および龍野工場には、国内および海外で使
用される農薬製剤の各種剤型に対応した製造設備、包装
設備を備えています。除草剤、殺虫剤および殺菌剤を剤
型ごとに別の工場に分け、コンタミネーションを防ぐとと
もに補完体制を構築しています。
　当社の独自製剤技術を最大限活用した「豆つぶ®剤」は、
多様な散布方法が可能で豊富なラインナップにより、作
業時間を大幅に短縮できる省力化製剤として、発売以来
20年以上にわたりお客様から高い評価を受けています。
ドローンによる散布にも最適で、スマート農業の実現にも
大きく貢献しています。
　また、担い手直送規格に対応した大型規格の包装自動
化により、安定した製品供給体制を整えています。
　これらの農薬製剤技術を活かして、自社の農薬製品に
とどまらず国内および世界の農業に貢献する農薬製剤の
受託加工も行っています。
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生産・調達
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クミアイ化学
グループの
企業価値

当社グループのESGに関する取り組みがどのように企業価値向上につながるかを企業価値算出式との関係で表しています。

企業価値の向上
■ �企業理念	

P.01➡

■ �あるべき姿	
P.07➡

■ �マテリアリティ	
P.19➡

■ �中期経営計画	
P.21➡

■ �価値創造プロセス	
P.15➡

■ �トップメッセージ	
P.09➡

1 創出価値の拡大
『事業によるキャッシュの創出』

● 既存製品の販売維持、拡大
● 新製品の継続的な開発（環境負荷の低い農業資材の開発）
● 化成品の販売拡大

当社グループが環境・社会へ価値を提供し、キャッシュを創出する取り組み⬆

2 社会的評価・信頼を高め、資本調達コスト
の低減などにつながる取り組み

資本コストの低減

● 気候変動・環境負荷の低減
● レスポンシブル・ケア/労働安全衛生
● コーポレートガバナンス
● 人権の尊重

『信頼性を向上する取り組み・体制』

⬇
将来に向けた成長率の向上 

3 ● 研究開発への投資
● 人財育成
● ダイバーシティ&インクルージョンの推進

『持続的な価値創出のための取り組み』
将来的な企業価値（未実現財務価値）を高める取り組み ⬆

ESGに関する 主な取り組み

1. 創出価値の拡大 3. 将来に向けた成長率の向上2. 資本コストの低減
当社グループが環境・社会へ
提供する価値
⃝�環境負荷の低い農業資材の開発
クミアイ化学グループは「いのちと自然を守
り育てる」のテーマのもと、地球規模の問題
である「世界の食料安全保障」および「環境
の保全」に貢献できる企業を目指し、設立
当初から現在まで、より効果が高く安全で、
環境負荷の低い農薬の研究開発を継続して
います。

持続的な価値創出のための取り組み
⃝�人財育成の強化

従業員1人当たりの研修時間
2026年度目標：50時間/年

⃝�ダイバーシティ&インクルージョンの推進
女性従業員比率

⃝�特許による競争力強化
特許保有数

男性の育児休業取得率
2026年度目標：100%

なつつよし®
当社が販売する初めてのバイオスティ
ミュラント。主成分はムラサキの根(紫
根)の抽出物（シコンエキス）。

環境配慮型製品・サービスの提供
https://www.kumiai-chem.co.jp/sustainability/
environment/environmental_consideration/

信頼性を向上する取り組み・体制
⃝�温室効果ガス（GHG）排出量削減

2030年度目標：2019年度比30%削減

⃝�廃棄物ゼロエミッションの推進
2026年度目標：埋立処分率1%以下

⃝�労働安全衛生の推進
2026年度目標：休業災害件数：0件

2021 2022 2023 2024 2025
0

1 1

8

3

（年度）

⃝�コーポレートガバナンスの高度化

⃝�人権の尊重
・人権デュー・ディリジェンスの実施

・国連グローバルコンパクトへの参加
・人権教育・研修の実施
　2026年度目標：社員カバー率100%
　2025年度実績：社員カバー率100%
・ハラスメント研修の実施
　2026年度目標：社員カバー率100%
　2025年度実績：社員カバー率100%

⃝�レスポンシブル・ケアの取り組み
・�全社での労働安全衛生マネジメント

システム(OHSMS)導入
・レスポンシブル・ケア世界憲章への署名

17.316.4 19.819.316.8

640 641634 631 629
124 127 132 153 158

2021 2022 2023 2024 2025 （年度）

937 879 848 855 761

2021 2022 2023 2024 2025 （年度）
143 132151 147 145

41.7

59.6

2021 2022

14.24

2023

12.8
24.6

2024 2025 （年度）

23.8

100

24.1

100

62.5

100

63.6

100
92.9
100

2021 2022 2023 2024 2025 （年度）

エコシリーズ®
みどりの食料システム戦略のKPIの一つ

『化学農薬の使用量（リスク換算）の低
減』に寄与する微生物農薬。

アクシーブ®
「市販の畑作用除草剤の10分の１程度の薬量で同等
以上の効果」を性能目標に開発された畑作用除草剤。

休業災害件数（件）
特許保有数従業員1人当たりの研修時間

52,071 47,717

20302019 2020 2021 2022 （年度）

67,010 64,025 65,161

46,906

2023

66,124
58,178

2024 2025

GHG排出量（Scope1+2）

■ 特許保有数（日本）（件）　■ 特許保有数（海外）（件）

女性従業員比率
■ 男性（人）　■ 女性（人）　  女性従業員比率（%）

育児休業取得率
■ 男性（%）　■ 女性（%）

5.30 4.87

2.6
1.6

2021 2022

4.42

2023

2.10

3.67

2024 2025

2.22.2
0.7

（年度）

産業廃棄物発生量／埋立処分率
■ 産業廃棄物発生量（千t）　  埋立処分率（%）

⃝�TCFD・TNFD提言に沿った情報開示

⃝�生物多様性への貢献
・クミカ レフュジア菊川・福島町

P.54➡

P.55➡

P.57➡

P.49➡

P.67➡

※�目標及び実績のうち、温室効果ガス(GHG)排出量削減はグループ7社（クミアイ化学、理研グリーン、
イハラニッケイ化学工業、ケイ・アイ化成、イハラ建成工業、尾道クミカ工業、クミカ物流）が対象、
その他はクミアイ化学単体が対象です。
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ESGへの取り組みと経済価値創出の両立

https://www.kumiai-chem.co.jp/sustainability/environment/environmental_consideration/


取締役　専務執行役員

吉村 巧
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環境

　当社グループは「気候変動・環境負荷の低減」「生物多様性への貢献」「循環型社会
への貢献」をマテリアリティとし、技術・知見・研究開発力を活かして地球環境の保全
と低炭素社会の実現を目指します。農林水産省の「みどりの食料システム戦略」が掲げ
る2050年目標（化学農薬のリスク換算での使用量削減、有機農業の拡大）に対応し、
安全で安心な化学農薬の研究開発を進めるとともに、微生物農薬やバイオスティミュ
ラントなどの開発を加速します。また、『昆明・モントリオール生物多様性枠組』が示す

「30by30」の目標に賛同し、クミカ レフュジア菊川・福島町を登録して地域の自然・
生物保護活動を推進し、ネイチャーポジティブを目指します。ISO14001に準拠した
環境マネジメントシステムを構築し、『ESG プロジェクト』を立ち上げて循環型社会の実現
に向けた取り組みを行います。

将来の環境・社会を見据えた製品開発と施策を通じて、環境負荷の低減、
生物多様性の保全、持続可能な食料生産に取り組み、
低炭素・循環型社会の実現に貢献します。

　当社グループは「いのちと自然を守り育てる」を企業理
念に掲げ上記のマテリアリティとサステナビリティ基本方
針、環境基本方針のもとで、農業の生産性向上と持続可
能性の両立を目指します。

　当社グループにおける事業の確実な運営とサステナビリ
ティ経営の推進および実効性の高いコーポレートガバナン
スの実現により、持続的成長と中長期的企業価値向上を
図ることを目的とし、グループ経営トップ戦略会議が設置
されています。クミアイ化学グループサステナビリティ基本

方針の下、ステークホルダーの期待やニーズを踏まえた持
続可能な社会の実現に向けた施策の共有と遂行に取り組
んでいます。グループ経営トップ戦略会議の下部組織とし
て、サステナビリティ推進部会を置き、サステナビリティ経
営推進の諸施策の確実な遂行に取り組んでいます。

TCFD・TNFD提言に沿った情報開示
● はじめに
　気候変動や自然の劣化は、農業における病害虫の増
加、収量・品質の低下、生産地域の変化、森林・土壌
の劣化、生物多様性の損失など多様な問題を引き起こし
ます。

● サステナビリティ推進のためのガバナンス
　サステナビリティ推進委員会において、代表取締役社長
を委員長、常勤役員を委員とし「気候変動・環境負荷の
低減」「人財の育成／人的資本の考え方をベースにした
人財戦略」等のサステナビリティ課題について、戦略の策
定や取り組み課題の実行計画の進捗管理、また情報開示
戦略の立案を行っています。また、レスポンシブル・ケア
推進委員会でも労働安全衛生や化学物質管理等に関する
方針決定や課題への対応策の協議を行っています。
　取締役会は、環境分野の知見を持つ社外取締役を含む
9名で構成されており、サステナビリティ推進委員会等から
の報告や、サステナビリティ担当役員である取締役専務執
行役員からの定期的な報告をもとに、環境に関する重要な
基本方針やKPIの設定・進捗について決議や監督が行われ
ています。
　指名・報酬委員会においては温室効果ガス（GHG）排
出量削減の取り組みとその実績、腐敗防⽌、⼈権尊重や
ディーセントワークに関する取り組み状況と実績について
確認を行い役員報酬の決定に反映させています。

サステナビリティ推進体制図

当社グループ

当社

指示・監督

指示
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に至る全ての過程において社内外の関係する方々の安全
と健康および環境を確保し、その結果を公表し、社会との
対話やコミュニケーションを行う活動を指します。当社グ
ループではこの一環として、工場や研究所で地域住民や
ユーザーを招いた見学会を毎年実施しています。さらに、
ユーザー（農薬使用者）向けの適切かつ効果的な使用方法
に関する情報提供や現場における製品利用のサポート、一
般消費者向けの情報発信や小学校での出前授業、高校生
による食農ディスカッション企画等を通じて、ユーザーから
一般消費者まで、当社製品やその製品を使用し育てられた
農作物を安全・安心に扱うことができるよう、積極的なコ
ミュニケーションを行っています。

● ステークホルダーに対する人権方針・エンゲージメント
　当社グループは「人権尊重」をサステナビリティ経営の
基盤であると考え、いわゆる国際人権章典や国際労働機関

（ILO）の「労働における基本的原則及び権利に関するILO
宣言」を支持・尊重し「クミアイ化学グループ人権に関する
基本方針」を制定しています。また、国連の「ビジネスと
人権に関する指導原則」に基づき、人権デュー・ディリジェ
ンスを行うとともに、当社グループの全ての役職員をはじ
めステークホルダーの皆様と協働して、人権の尊重を推進
していきます。
　当社グループではサステナビリティ経営の一環として、
レスポンシブル・ケア活動を実施しています。レスポンシブ
ル・ケア活動とは、化学産業において、研究開発から採
取、調達、製造、物流、販売、お客様の使用時から廃棄

● リスク管理
　当社グループでは、各部門が認識するリスクと機会を
洗い出すとともに、TCFD※1/TNFD※2等外部機関の提
言や同業他社が認識している気候・自然関連リスクや機
会も参考として課題を抽出しています。抽出した課題に
ついては、財務上のインパクトを考慮した影響度評価を
行い、重要度を決定します。抽出されたリスク課題は全
社委員会であるリスク・コンプライアンス委員会で年１回
審議され、課題への対応策が決定されます。

　気候関連リスク・機会の分析、主なリスクや機会、その
対策、GHG排出量データ等については、当社コーポレート
サイトでも開示しています。
　分析の結果「安全・安心で豊かな社会」の実現が、当社
グループの事業継続にとってプラスになることが改めて
確認できました。

※1：TCFD(気候関連財務情報開示タスクフォース)
※2：TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）

気候変動
● 戦略
　気候変動に関して、マテリアリティの一つに「気候変
動・環境負荷の低減」を掲げ、気候変動が当社グループ
にもたらすリスクや機会を洗い出しています。またシナリ
オ分析を行い、当社グループが目指す「安全・安心で豊
かな社会」シナリオ（いわゆる1.5℃シナリオ）、気候変動
等の社会課題が深刻化する「持続可能ではない社会」シ
ナリオ（いわゆる４℃シナリオ）を設定し、リスクや機会の
当社グループへの影響度を評価しています。また、影響

度の大きい重大なリスクや機会に対する対策を検討して
います。検討の内容については、サステナビリティ推進
委員会に報告し、代表取締役社長をはじめとした経営陣
が気候変動リスク・機会について協議しています。

シナリオ分析など詳細はコーポレートサイトを参照ください。
https://www.kumiai-chem.co.jp/sustainability/management/tcfd/
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環境

売上の約8割を占める農薬及び農業関連事業を対象とし
ました。また、当社グループが製造する製品の種類やそ
れらの使用地域は多岐にわたることから、LEAPアプロー
チにおける地域性の評価においては、主力製品に関連す
る地域に評価対象を絞り、評価を行いました。評価結果
の概要は次のページの通りです。

自然資本・生物多様性
● 戦略
　当社グループは、製品の研究開発に加え、農薬原材料
の調達から製造、使用に至るバリューチェーン全体の自然
関連のリスクと機会を把握し、リスク低減と機会の最大化
を進めることで、ビジネスの持続性を高めることが重要で
あると認識しています。このため、TNFDの提言をもとに、
推奨されているLEAPアプローチを用いたバリューチェーン
の分析・評価を実施しました。今回の分析においては、
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■ Scope1（t-CO₂）　■ Scope2（t-CO₂）　

※GHG算定対象会社（7社）
　�クミアイ化学、理研グリーン、イハラニッケイ化学工業、ケイ・アイ化成、

イハラ建成工業、尾道クミカ工業、クミカ物流

GHG排出量および削減目標

 Scope1+Scope2排出量原単位（t-CO₂/百万円）

LEAPアプローチによる評価結果の概要 

特定した主なリスク・機会および対応策

● 指標と目標
　当社グループはパリ協定を支持し「気候変動・環境負荷
の低減」をマテリアリティの一つに掲げています。温室効
果ガス（GHG）排出量（Scope1＋2）については、2019年
度を基準年とし、当社グループ主要7社のScope1＋2排
出量を2030年度までに30%削減することを目標としてい
ます。具体的な取り組みとしては、静岡工場をはじめとす
る主要な工場・研究所において再生可能エネルギー等由
来のCO₂フリー電力の採用や、使用する燃料を重油から
GHG排出量の少ない燃料への転換を進めるなど、事業
活動から排出されるGHGの削減を継続的に行っていま
す。また、当社創業100周年に当たる2048年度までに、
当社グループ主要7社のScope1＋2排出量を実質ゼロ

（カーボンニュートラル）にすることを目指します。既存技
術だけではカーボンニュートラルに向けた目標達成が困難
なことから、将来的に低炭素燃料（水素・アンモニア等）
や革新的なカーボンネガティブ技術およびカーボンクレ
ジットの活用も考慮します。削減目標の達成に向けたこれ
までの進捗状況について、2025年度の排出量は2019
年度比約29％減少しており、当社グループのGHG排出
量削減は順調に進捗していると考えます。2024年度から
はGHG排出量の第三者検証を実施し、算定情報の透明
性、正確性の確保に努めています。加えて、日本政府の

地球温暖化対策を支持し「エネルギー使用の合理化等に
関する法律（省エネ法）」「地球温暖化対策の推進に関する
法律（温対法）」を遵守した企業活動を行うとともに、省エネ
法の努力目標である5年度間平均エネルギー消費原単位
または、5年度平均電気需用最適化評価原単位の年1％
以上削減を目標としています。今後も目標達成に向けて
継続的に環境負荷の低減に取り組み、情報開示に努めて
いきます。

● リスクと機会
　自然資本・生物多様性に関して、LEAPアプローチの
LocateおよびEvaluateフェーズにおける評価を踏まえ、リ
スクと機会を特定しました。その中でも、当社グループへ

の影響度と発生可能性から重要であると評価したリスクと
機会およびその対応策について、次ページに記載します。

評価結果の概要

Locate
地域ごとの自然との
関連性評価

● �上流（サプライヤー）の製造拠点について、インドや中国において水や生物多様性関連のリスクが特に高い可能性があ
ることを確認しました

● �直接操業の製造拠点について、主要製品の製造に関連する当社グループの国内拠点を対象に評価を実施し、保護区と
の近接を確認しました

Evaluate
依存とインパクトの評価

● �直接操業（農薬の製造）において、意図しない化学物質の流出などにより自然に対して及ぼし得るインパクトが特に大
きく、適正な管理が重要であることを認識しました

● �下流（農薬市場）において、農薬の適正な使用の重要性を再認識するとともに、農業の水や土壌の利用に伴う環境負荷
の軽減に資する製品を提供することで、持続可能な農業の実現に貢献できることを認識しました

Assess
リスクと機会の特定

● �上流（サプライヤー）段階のリスクとしては、水資源の劣化・枯渇が当社グループの事業へ大きな影響を及ぼす可能性
があることを認識しました

● �直接操業段階のリスクとしては、化学物質の管理・廃棄にかかる規制強化が製造、および研究開発活動に対して影響
が大きいことを認識しました

● �下流（農薬市場）の機会については、農業における環境負荷低減要請の高まり、水・土地・気候を含む農業環境の変化
に起因し創出される需要が、当社グループの重要な事業機会となり得ることを認識しました

Prepare
リスクと機会への対応策

● �自然関連リスクと機会に対する現時点の対応状況を整理しました。今後は、本評価結果を踏まえ、リスクの低減およ
び機会の創出に向けた対応策の検討を継続していきます

● �自然関連の課題については、複数の指標を用いて管理・モニタリングを行っています。今後、自然関連リスクと機会
に関する検討を深化させるとともに、必要に応じて新たな指標や目標の設定についても検討を進めてまいります

分類 主なリスク・機会 事業への影響 対応 影響度
上流

（サプライヤー）

リスク

水資源の管理・保全
費用の増加

◦ �調達先の操業停止や生産量悪化、設備導入等により、原
材料調達費用の増加や販売機会の減少を招く恐れがある。

◦ 原材料の代替調達先確保
◦ 製品への価格転嫁 大

直接操業 化学物質の管理・廃
棄規制の強化

◦ �設備導入・製造プロセス変更等の規制対応により、製
造・研究開発費用が増加する恐れがある。

◦ �製造拠点におけるISO14001の
運用

◦ �レスポンシブルケア・マネジメント
による規制強化の動向把握

◦ �規制強化に対応した設備、製造
プロセスへの更新

中

下流
（農薬市場）

気候変動に伴う農業
体系の変化による需
要低下

◦ �気候変動による平均気温の上昇や日照時間の変化等に伴
い、栽培体系・品種等の変化を生じ、農薬需要も減少する
恐れがある。

◦ �対象市場(販売国、地域、作物)の
多角化

◦ �農業生産性をより向上させる農業
資材の開発・販売

中～大

水資源の枯渇や劣化
に伴う耕作面積減
少、農業体系の変化
による需要低下

◦ �農業用水量の低下により、農地面積の減少や栽培体系・品
種等の変化を生じ、農薬需要も減少する恐れがある。

◦ �対象市場(販売国、地域、作物)の
多角化

◦ �環境配慮型製品の開発・販売
◦ �農業生産性をより向上させる農業

資材の開発・販売

中～大

機会

気候変動に伴う農業
体系の変化による需
要増加

◦ �気候変動による平均気温の上昇や日照時間の変化等に伴
い、栽培体系・品種等の変化を生じ、農薬需要が増加す
る可能性がある。

◦ �対象市場(販売国、地域、作物)の
多角化

◦ �農業生産性をより向上させる農業
資材の開発・販売

中～大

栽培体系の変化、新
規農法の普及に伴う
需要発生

◦ �バイオスティミュラント(BS)、スマート農業技術(ドローンで
の豆つぶ®剤散布等)といった新規開発製品の売上が増加
する可能性がある。

◦ �対象市場(販売国、地域、作物)の
多角化

◦ �農業生産性をより向上させる資材
の開発・販売

◦ �生物農薬の開発・販売や、スマート
農業の普及支援

中～大

耕地面積減少に伴う
農業生産性向上要請
への対応

◦ �耕地面積の制限、農作物の需要増加により、収量増加に
必要な農薬需要が増加する可能性がある。

◦ �農業生産性をより向上させる農業
資材の開発・販売 中～大

環境配慮型製品への
需要拡大、さらなる
リスク低減要請への
対応

◦ �環境保全型農業の拡大に伴い、乾田直播用製品や微生物
農薬、BS等の当社製品需要が増加する可能性がある。

◦ �環境配慮要請の高まりに伴い、リスクが小さい当社製品の
競争力が向上する可能性がある。

◦ �ヒトや環境に対するリスクがより低
い化学・微生物農薬の継続的開発

◦ �環境配慮型製品の開発・販売
◦ �農薬の適正使用・普及指導の強化

中～大

投資家・顧客からの
評価向上

◦ �環境配慮型製品の販売や適切な農薬使用の啓発・周知に
よる生態系管理保全への貢献により、ステークホルダーか
らの評価が向上する可能性がある。

◦ �農薬の適正使用・普及指導の継続、
強化

◦ �環境配慮型製品の開発・販売
◦ �適切な情報開示

中～大

※「影響度」は、事象が発生した場合の利益や費用に与える財務的な影響であり、「大」：30億円以上、「中」10～30億円未満、「小」10億円未満を目安として評価しています。
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環境

取り組み❶　農業の課題に応える農業資材の製品開発
　当社は研究開発型企業として、創業以来、農作物生産における課題解決に貢献する農薬を開発してきました。
　環境変化の激しいこれからの時代においても、持続可能な農業の実現へ向けた貢献を続けていきます。

取り組み紹介

環境配慮型製品・サービスの提供
https://www.kumiai-chem.co.jp/sustainability/environment/environmental_consideration/

取り組み❷　ヒトや環境に対するリスクがより低い製品の開発
　研究開発部門では「農薬製品への有機溶剤使用量の削減」「作業者暴露に配慮した剤型」「標的外生物・環境への
リスクを低減する剤型」など、ケミカルセーフティーを意識した開発を含めたレスポンシブル・ケア活動を推進しています。
これらの活動は、事業者が自ら化学物質の危険性・有害性の評価を行い、適切な措置を講じて災害を未然に防ぐ
リスクベースの管理活動（安衛法の改正「自主管理による新たな化学物質規制」）にも準拠しています。

取り組み❸　製造拠点における環境マネジメントシステム（ISO14001）の運用
　自社の全ての製造拠点（3工場）でISO14001を運用し、社会経済的ニーズとのバランスをとりながら、環境を保護し、
変化する環境状態に対応するための継続的改善を実施しています。詳細は次ページの循環型社会への貢献を参照
ください。

取り組み❹　環境負荷低減を実現した自社製造工場設備
　当社静岡工場に設置されている『活性汚泥処理設備』はディープシャフトを地中深くに設置することにより、限られ
た敷地面積で一日約1,500トンの排水を処理することが可能です。法律で規制された基準値をクリアした水を河川に
戻すことにより、環境負荷低減に取り組んでおります。

静岡工場
https://www.kumiai-chem.co.jp/company/production_base/shizuoka/

化学物質管理
https://www.kumiai-chem.co.jp/sustainability/management/responsible_care/pdf/chemicalsubstancemanagement.pdf

⃝�当社が販売する初めてのバイオスティミュラントのなつつよし®は植物の熱ショックタンパク質（HSP）遺伝子の発現
を活性化することで、近年の地球温暖化により問題となる各種作物の高温障害の改善が見込まれ、食料生産
現場での課題解決への貢献が期待されます。

設定されています。当社は、これらの目標に鑑みて、自然
資本・生物多様性に関する取り組みを進めております。
自然関連の指標について、TNFDのグローバル中核開示
指標と化学セクター中核開示指標を参考に整理しました。
自然関連目標について、現時点では次ページの目標を
設定しています。

● 指標と目標
自然資本と農業・農薬に関するグローバル目標として、

2022年のCOP15で採択された『昆明・モントリオール
生物多様性枠組』において、2030年までに「農薬および
有害性の高い化学物質による全体的なリスクの半減」が掲
げられています。また、日本においては2021年の「みど
りの食料システム戦略」で、2050年までに「化学農薬の使
用量をリスク換算で50%低減」「有機農業の取り組み面積
の割合を25%（100万ha）に拡大」という具体的なKPIが

生物多様性への貢献
クミカ レフュジア菊川（ビオトープ）
　静岡県菊川市の当社生物科学研究所の隣接地に、
3,030㎡のビオトープを創設しました。市街地化が進む
周辺環境の中で、かつて存在していた里山の景観を再現
し、その場所に生息していた動植物をよみがえらせ豊か
な自然の維持管理を目指します。

クミカ レフュジア福島町
https://www.kumiai-chem.co.jp/sustainability/environment/biodiversity/

クミカ レフュジア菊川
https://www.kumiai-chem.co.jp/sustainability/kumika_special/08/

クミカ レフュジア福島町の環境保全活動
　当社は1974年、北海道福島町に約640haの山林を
取得し、維持・管理に取り組んできました。森の適正な
管理を行うことにより、地域特有の動植物からなる豊か
な生態系が維持されます。

循環型社会への貢献
　クリーンな製造工場実現のために、以下の項目を目標
としています。
❶ 使⽤エネルギーの削減
❷ 使⽤エネルギーの脱炭素化
❸ �原材料容器や⼯場間転送荷姿の材質変更、リサイクル使⽤
❹ 実績表など紙出⼒帳票のペーパーレス化
❺ 排出エネルギーの再利⽤
❻ 使⽤溶媒のリサイクル
❼ 廃⽔から有価物の回収

製造拠点におけるISO14001の運用
　自社の全ての製造拠点（3工場）でISO14001を運用し、
社会経済的ニーズとのバランスをとりながら、環境を保護

し、変化する環境状態に対応するための継続的改善を実施
しています。2025年12月に開催した小牛田工場・龍野工
場の統括環境委員会において、以下のマネジメントレビ
ューを確認しました。①温室効果ガス排出量は目標を上回
り60％の削減を達成しましたが、当社は2048年度までの
カーボンニュートラル実現という長期目標に向け、設備改
良や業務プロセスの見直しなどさらなる削減策を継続して
推進します。②営業利益の確保のためのコスト削減の観点
から廃棄物削減を重要課題と位置付け、設備・プロセス改
善を通じて廃棄物削減を加速します。併せて③水使用量の
効率化と削減にも取り組み、事業活動全体の環境負荷低
減を図ります。これらはISO14001の運用による継続的改
善を通じて実行していきます。

指標 範囲 指標 2025年度実績
取水※1 グループ4社 水ストレスが高い拠点数 0 拠点
排水※1 グループ4社 排水量 3,260 千㎡
化学物質排出 単体 PRTR 第一種指定化学物質の排出量 4.1 t

廃棄物※2 グループ7社

産業廃棄物

総発生量 10.94 千t
埋立処分量 0.15 千t
焼却処分量 6.85 千t
リサイクル量 3.94 千t

特別管理産業廃棄物

総発生量 4.72 千t
埋立処分量 0.00 千t
焼却処分量 4.52 千t
リサイクル量 0.20 千t

大気汚染物質※3 単体
SOx排出量 0.7 t
NOx排出量 2.8 t
ばいじん 0.4 t

コンプライアンス違反 単体 環境関連法規制違反件数 0 件

指標 範囲 指標 2025年度実績 2026年度目標 2030年度目標
廃棄物 単体 廃棄物埋立処分率 2.6% 1%以下 1％以下

※1 主な製造拠点を持つグループ4社の製造拠点を対象に集計（クミアイ化学、イハラニッケイ化学工業、ケイ・アイ化成、イハラ建成工業） 
※2 グループ７社を対象に集計（クミアイ化学、理研グリーン、イハラニッケイ化学工業、ケイ・アイ化成、イハラ建成工業、尾道クミカ工業、クミカ物流） 
※3 クミアイ化学（静岡工場、小牛田工場、龍野工場） 
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ISO45001認証取得
　ISO45001（OHSMSの国際規格）は、労働環境改善
の取り組みを客観的に証明し、企業の信頼性の向上につ

ながります。工場を中心に、2026年10月までに認証取
得予定です。

グループ会社との情報交換
　労働安全衛生情報の共有・活用を目的として、相互
情報交換のシステム「Safety Nexus」を2024年に立ち
上げました。「Safety Nexus」はグループ会社も含めた
共通のプラットフォームで、従来のメールによる個人との
やり取りから、オープンな場所でのコミュニケーションへ

変革しました。クミアイ化学本社・工場・研究所やグルー
プ会社の担当者が情報を共有することで、相互コミュニ
ケーションを図ることができ、情報の一元管理や必要な
情報へのアクセス改善につながっています。

化学物質管理（Chemical Safety）
　クミアイ化学グループは創立以来、安全で効果的な農薬および高品質
な化成品の研究開発を通じて持続可能な社会の実現に貢献してきました。
化学品の安全性と環境・健康への影響に最大限配慮し、国内外の関連法
令および指針を遵守するとともに、社会的要請や規制にも適切に対応しま
す。製品のライフサイクル全体で安全を確保し、透明性ある企業活動を通
じて社会から信頼される持続可能な事業活動を推進しています。

【基本姿勢】
● 法令遵守と国際基準への適合
● ライフサイクル全体での徹底した安全管理
● 正確な情報と誠実な対応
● 化学物質の正確な情報提供
● 化学物質の安全性情報の発信
● 法規制への対応
● 化学物質の適正な管理および取り扱い

レスポンシブル・ケア世界憲章
　当社は、積極的なレスポンシブル・ケア活動への取り組みをより強化するため「レスポンシ
ブル・ケア世界憲章」に署名しました。サステナビリティ経営の一環として、環境・健康・安全の
確保と継続的な改善に努めています。また、クミアイ化学グループとして「レスポンシブル・ケア
に関する基本方針」を策定し、経営層自らリーダーシップを発揮してその活動に取り組んでいます。

「レスポンシブル・ケア世界憲章」への署名は、当社が日頃から推進しているレスポンシブル・
ケア活動を改めて表明するものであり、今後も活動を継続していきます。　

化学物質管理
https://www.kumiai-chem.co.jp/sustainability/management/
responsible_care/pdf/chemicalsubstancemanagement.pdf

　グループ会社を含めた役職員全員に向けて「レスポンシブル・ケア通信」
を2019年から毎月、「メンタルヘルス・ケア通信」を2024年から隔月で発行
しています。現場で掲示されるなど、実際に活用されている様子を見かけ
ると、この取り組みを続けてきて本当に良かったと感じます。また、従業
員の皆さんが目に留めてくれていると思うと、担当者として作成の大き
な励みになります。これらの通信が、日々の業務の中で環境・健康・安
全について考えるきっかけとなり、日々の行動や意識に小さな変化が生
まれればうれしいです。

サステナビリティ推進部
レスポンシブル・ケア推進課

石橋 朋剛 レスポンシブル・ケア通信

レスポンシブル・ケア／労働安全衛生

レスポンシブル・ケアの取り組み
　レスポンシブル・ケア活動は研究開発から製造、販売、
お客様の使用時から廃棄に至る全ての過程において社内
外の関係する方々の安全と健康および環境を守るもの
です。

　当社グループでは、サステナビリティ経営の一環とし
て、レスポンシブル・ケア活動を実施しています。活動
をより良くするため、ワーキンググループを活用し、部門
横断的に連携しながら進めています。

レスポンシブル・ケア（RC）体制図

取締役会

報告

必要に応じて設置

指示

報告情報共有

統括管理
情報共有
RC活動推進
RC内部監査

本社
工場
研究所
支店

全社委員会
● レスポンシブル・ケア推進委員会
● リスク・コンプライアンス委員会
● サステナビリティ推進委員会
● 予算委員会

レスポンシブル・ケア推進委員会
招集者：取締役社長
委員長：取締役社長
構成員：常勤役員および招集者が指名する者
事務局：レスポンシブル・ケア推進課 レスポンシブル・ケア推進課

レスポンシブル・ケアWG
労災・事故対策検討グループ

RC関連グループ会社
● ㈱理研グリーン
● イハラニッケイ化学工業㈱
● イハラ建成工業㈱
● ケイ・アイ化成㈱

● 尾道クミカ工業㈱
● ㈱ネップ
● ㈱クミカ物流

・レスポンシブル・ケア推進委員会
　�クミアイ化学グループ「レスポンシブル・ケアに関する基本方針」にのっとり、レスポンシブル・

ケアに係る事項について審議を行います。
・レスポンシブル・ケア　ワーキンググループ(WG)
　�化学製品の開発から廃棄に至るまでの全ライフサイクルにわたり、環境・健康・安全の確保と

継続的改善を図るために、全部門より必要な担当者を招集し、部門をまたぐ事案の解決に
当たります。

・労災・事故対策検討グループ
�重大な労災および事故が発生した場合の迅速な業務再開に向けて、当該部門に加え、当該部門以外の立場（第三者的立場）からも環境・健康・安全における
確認（リスクアセスメント）に参加し、再開の可否を判断・承認することを目的とし、労災・事故対策検討グループを設置します。

レスポンシブル・ケアに関する基本方針の改訂
　全社での労働安全衛生マネジメントシステム（OHSMS）
の導入および工場を主としたISO45001の認証取得を進
めるに当たり、労働安全衛生方針の確立が必要となりま
す。レスポンシブル・ケアは労働安全衛生も含めた活動

であることから、労働安全衛生方針を兼ねた方針にレス
ポンシブル・ケアに関する基本方針を改訂しました。

全社での労働安全衛生マネジメントシステム(OHSMS)導入
　2026年1月「従業員の労働安全衛生の意識向上」「無
災害の継続と健康で働きやすい職場づくりの実現」「レス
ポンシブル・ケアの推進」を目的とした、 全社での
OHSMSの運用を開始しました。OHSMSとは、PDCAサ
イクルを用いて、組織的かつ継続的に安全衛生管理を推
進する仕組みです。本システムにより、労働災害の防止

や労働者の健康増進を図り、快適で安全な職場環境の
形成を目指します。
　日常業務の中で感じた違和感やリスクを共有し、改善
につなげていくことが、安全で働きやすい職場づくりにつ
ながります。自分自身の健康と安全を守る第一歩として、
全社で取り組みを進めます。

https://www.kumiai-chem.co.jp/sustainability/
management/responsible_care/

関連業界団体
● 中央労働災害防止協会 ● 日本化学工業協会

　 　労働安全衛生部会
   　 レスポンシブル・ケア委員会

● クロップライフジャパン
�安全対策委員会レスポンシブル・
ケアグループ
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基本的な考え方
　クミアイ化学グループは「人権尊重」をサステナビリティ
経営の基盤と考え、「国際人権章典」や国際労働機関（ILO）の

「労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言」など
の人権に関する国際規範を支持・尊重し、「クミアイ化学
グループ人権に関する基本方針」を制定しています。また、
国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づき、人権
デュー・ディリジェンスを行うとともに、当社グループの
全ての役職員をはじめステークホルダーの皆様と協働して、
人権の尊重を推進しています。
　当社グループは、事業活動において性別、年齢、国籍、
人種、民族、宗教、信条、文化、慣習、生活スタイル、価
値観、学歴、社会的地位、障がいの有無、性的指向・性自
認などを理由とした差別を行わず、基本的な人権を尊重す
ることを行動規範や人権に関する基本方針に掲げています。

人権推進体制
　当社は、代表取締役社長を委員長とするリスク・コンプラ
イアンス委員会（常勤役員で構成）を設置し、コーポレートガ
バナンス課が事務局を担っています。委員会では、人権
デュー・ディリジェンスの結果、内部通報制度における通報
概要、人権課題への対応等について報告・協議しています。

人権デュー・ディリジェンス
　当社グループは「クミアイ化学グループ人権に関する基
本方針」のもと、「人権デュー・ディリジェンス（人権DD）のた
めのガイドライン」を制定し、人権課題に取り組んでいます。
　同ガイドラインに基づき、幅広い人権課題（リスク）の中
から当社グループの事業活動により負の影響を及ぼす可
能性のあるものを洗い出したところ、サプライチェーンの川
上で当社グループが「負の影響を助長する可能性があるリ
スク」と、当社グループの事業・製品・サービスが「負の影
響と関連する可能性があるリスク」が多く想定されました。
このため、人権DDの取り組みはサプライチェーンの川上
で優先順位が高いと認識しています。主要サプライヤーを
対象に2025年に実施したアンケート調査では、サプライ
チェーン上で負の影響を及ぼす可能性のある人権リスクは
確認されませんでした。今後も実施方法、対象範囲を適時
に見直しながら、人権DDを継続的に実施していきます。

主な取り組み
① 内部通報制度
　当社は、法務・コンプライアンス部による社内窓口と
専門会社による社外窓口を設置し、内部公益通報窓口を
兼ねて運用しています。社外窓口は、当社グループ役職
員からも通報を受け付けています。通報者は、ハラスメン
トやコンプライアンス違反について、実名または匿名で通
報が可能です。通報を受けた場合、社内規程に基づき、
調査・是正・再発防止措置を行っています。通報対応に
おいては、秘密保持や通報者の保護等に配慮し、また

通報を行ったことを理由として不利益な取り扱い等が行わ
れた場合には、会社が適切な救済・回復の措置を講じな
ければならないことを社内規定に明記し、役職員に周知
しています。通報対応は、社長、法務・コンプライアンス
部担当役員、常勤監査役に報告され、適切にモニタリング
されています。また、社外相談窓口の連絡先を、ポスター
による掲示、コンプライアンス通信への掲載などにより
役職員へ周知し、通報の実効性向上に努めています。
② コンプライアンス意識調査
　当社グループは、全従業員を対象とした定期的なコン
プライアンス意識調査を実施しています。本調査では、
職場におけるセクシャルハラスメントやパワーハラスメント
の状況、ハラスメントに関する意識等を事業所、部門、
世代、雇用形態ごとに解析し、理解度や課題を把握して
います。
③ 社内研修・教育
　当社は、クミアイ化学の全従業員を対象に人権に関す
る研修を実施しています。2025年度は人権に関するeラー
ニングを1人当たりおよそ160分受講しました。また、コン
プライアンスに関するオリジナル小冊子『規倫読本　企業
人心得』を制作し、当社グループの全役職員へ配布して
います。これらの活動を通じて、人権課題への理解およ
びハラスメント防止等の意識向上に努めています。

内部通報制度の対応実績
　2025年度の内部通報は、当社グループで14件（当社
で7件）でした。このうち、調査等の結果、ハラスメント等
が確認された事案については、本人および関係者への注
意・指導等による是正・再発防止措置を実施しました。

国連グローバル・コンパクトへの参加
　当社は、サステナビリティ経営をより一層充実させるた
め、国連グローバル・コンパクトに署名し、2023年9月
18日付で参加企業として登録されました。

持
続
可
能
な
成
長
の
実
現
の
た
め
の
戦
略

成
長
実
現
の
た
め
の
基
盤
の
強
化

ク
ミ
ア
イ
化
学
グ
ル
ー
プ
の
価
値
創
造

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

イ
ン
ト
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン

ト
ッ
プ
メ
ッ
セ
ー
ジ

人権の尊重

単位 2023
年度

2024
年度

2025
年度

内部通報制度（ヘルプライン）
への通報・相談件数 件 13（6） 14(6) 14（7）

内部通報制度に関するデータ

(注) 対象はクミアイ化学グループ。（　）内はクミアイ化学単体。

ステークホルダーとの関わり

当社グループは、持続可能な社会の実現につながる新しい価値の創出に向け挑戦し続けることで、株主様・
お取引先様・従業員を含む全てのステークホルダーの幸せを追求しています。全てのステークホルダーの
皆様とのコミュニケーションを強化し、期待や要請を事業戦略などに組み入れることで、持続的な社会の
実現と企業価値の向上に努めています。

クミアイ化学グループのステークホルダー全体に対するステートメント

当社グループは、常に透明性ある企業活動を通じて、全てのステークホルダーとの調和を図ります。

各ステークホルダーおよびそれぞれに対するアプローチ、具体的な施策等

地域社会
⃝工場でのリスクコミュニケーション
⃝農業や農薬に関わる出前授業
⃝各事業所における社会貢献活動
　�事業所見学、献血協力、清掃

活動など

株主・投資家
⃝�コーポレートガバナンス・コード、

IR活動基本方針に基づく情報開示
⃝株主総会
⃝決算説明会、投資家向け説明会
⃝各種レポートの発行
⃝�ESG外部評価機関との意見交

換・アンケート回答

地球環境、将来世代
⃝�気候変動・環境負荷低減活動に

関する対応と情報開示
⃝�宮城防災林の再生
⃝�クミカ レフュジアの取り組みに

よる生物多様性の保全
⃝�学生を対象とした食育プログラム

による次世代教育
⃝�モーダルシフトの推進

業界団体など
⃝�クロップライフジャパンでの農薬

に関する取り組み
⃝�日本化学工業協会を通じた化学

物質の自主管理
⃝�研究機関、大学との共同研究

お取引先様（調達先）
⃝サステナブルなサプライチェーン構築
⃝�パートナーシップ構築宣言（サプラ

イチェーン全体の付加価値向上）
⃝�調達先への質問表調査

お客様
⃝製品・サービスの提供
⃝�現場での提案・技術サポート、

アフターケア
⃝�製品の安全性などに関する情報

提供（SDS）
⃝�受託生産、受託製造

従業員
⃝�人財の育成（新人事制度の導入、

教育研修制度など）
⃝保安防災・労働安全衛生の推進
⃝健康経営の推進
⃝働きやすい職場づくり
⃝内部通報・社外相談窓口の設置

国連グローバルコンパクト
https://www.kumiai-chem.co.jp/sustainability/
management/humanrights_policy/

具体的な施策

　工場や研究所では、リスクコミュニケーションの一環として、地域住民やユーザーを招いた見学会を毎年実施しています。
見学会では、事業説明や現場視察を行い、来場者に当社の安全意識や取り組みを知ってもらう良い機会となっています。
　また、ステークホルダーに農業や農薬に対する理解を深めてもらうための啓発活動として、冊子「まもるはなし」シリーズを
作成し、各地の小学校等への配布を行っています。一部の当社事業所近隣
の小学校では、農業や農薬の必要性を啓発するため、学校出前授業を行っ
ています。これらの取り組みを通じ、農薬の正しい情報の発信による企業価
値向上を図るだけでなく、農家の皆様や当社社員に自信を持って農薬を扱っ
てもらえる環境を作ることも目指しています。
● 工場でのリスクコミュニケーション
● 工場、研究所での見学会
● 出前授業	 一部の当社事業所近隣の小学校での出前授業

	 ファーマーズ＆キッズフェスタへの出展
	 学びのフェスへの出展（春、夏の年2回）

地域社会との対話

出前授業の様子
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池田：離職率が低いことは、企業組織として評価すべき
ことだと思います。キャリア採用が増えつつある中、前職
でいろいろな仕事を経験してきた人たちが、当社の仕事
の仕方や企業文化などを吸収し、これまでの経験と融合
させていく文化が醸成され、組織に対してプラスに作用
すると考えます。
山梨：昨年、若手の女性社員の方々と話をする機会が
ありました。皆さんが将来に対して不安を感じているよう
だったので、私自身のキャリアアップの経験から、チャンス
を逃さずに挑戦し、そこで築けた人間関係や得られた知識
は後の財産になったことを話しました。こうした座談会形式
の場は社員同士でも開かれているようなのですが、社員
の意識改革につながるように、社外取締役として役に立て
ればと思っています。

企業価値向上を目指して
クミアイ化学の優位性の発信力を高める

特集：社外取締役座談会

社内に浸透する危機意識の醸成と
変化と結果へのチャレンジ

スピード感のある開発力で
成長の柱となる次世代商材の育成を

新人事制度をさらに磨き上げて
働くモチベーションを高める

西尾：新体制がスタートして２年目に入りました。横山社
長は就任時に「健全な危機意識を持つこと」「変化を恐れ
ないこと」「結果にこだわること」の３つのお願いを社員に
向けて発信しました。この１年を振り返ると、この３つの
お願いが、社内の意識改革と行動変革に影響していると
感じています。何か行動を起こす際にも、これまで以上
に数値目標や成果を意識して取り組むようになってきてい
ると思います。
池田：多少大げさな表現になりますが、横山社長の就任
１年目は、疾風怒

ど
濤
とう

の１年だったのではないでしょうか。
取締役会ではほぼ毎回、アクシーブ®のジェネリック品対
策問題が議題に挙がりましたし、連結子会社の特別損失
への対応も余儀なくされました。トランプ関税を皮切りに
世界経済がますます混迷しています。そういう意味で、
逆風にさらされた１年だったと思います。
　横山社長は、逆境においてこそ企業体質を強靱化しな

西尾：今年は、中期経営計画の最終年度となりますが、
目標到達が厳しいことは直視しなければならないでしょ
う。今後は、収益をけん引してきたアクシーブ®への依存
構造からの脱却がテーマとなります。
　アクシーブ®は卓越した商材であり、今後も混合剤や
製造法などの特許を活用した知財戦略を実施すべきで
す。一方で、次世代商材をいかに計画的に育成するのか
を議論しなくてはなりません。また、化成品事業が非常
に好調ですので、成長機会を確実に捉えて、資本効率や
リスクを踏まえて、投資判断もしっかりしていくことが必
要でしょう。

西尾：この１年間の変化の具体例の一つに、人事制度の
抜本的見直しがあります。30年以上にわたって硬直して
いた人事制度でしたが、成果を上げた従業員がきちんと
評価される仕組みを整えるため、複合的昇給制度や地域
限定社員制度などを導入することで、キャリアの多様性
を確保し、従業員と会社のエンゲージメントを向上させる
取り組みを進めています。
山梨：人間は変化に抵抗する生き物ですよね。人事制度
の改革のように、自分たちに直結する改革には並々なら
ぬ努力が必要だっただろうと思います。３年かけて実直に
人事制度の改革に、コツコツと取り組んできたことを実
感しています。人事制度の改革について社内で整備を進
め、３つのお願いを丁寧に伝えていくことで、さらに良い
結果につながると思います。
西尾：制度の運用も大事ですね。最近では、キャリア採
用も増えています。変化を恐れず挑戦する文化を根付か
せるためには、権限委譲のあり方や挑戦を評価する仕組
みが必要です。これらは今後の課題として明確になって
いると思います。制度を磨き上げ、効果あるものにして
いきたいと考えています。
池田：当社は研究開発型の企業ですが、研究開発を取り
巻く環境は、ますます複雑化、高度化しており、求めら
れる人財も多様化、高度化しています。これらに対応で
きる人事採用制度に近づけることが課題ですね。新しい
世代の意識をつぶさに拾い上げる必要があると思います。
今度の人事制度も立ち上がったばかりで、結果が出るに
はしばらく時間がかかるでしょう。その点は注意して見
ていきたいと思います。
山梨：普段から感じているのは、組織はバランスが大事
だということです。経験豊富な社員から、若手社員、他
企業での経験を経て入社された方など、ダイバーシティ
に富んだ人財を持つ組織で、お互いの価値観をぶつけ合
い、人の意見をくみ取る素直な感覚や知見を吸収する姿
勢は、新しい価値観を生み出し、イノベーションを起こす
と信じています。
西尾：クミアイ化学は、離職率が非常に低いのです。離
職率の低さの背景には、社員が安心して挑戦できる心理
的安全性の高い土壌、いわば『居心地の良さ』があるの
だと、社長との対話を通じて再認識しました。

ければならないという明確な方針のもと、荒波の中でしっ
かりと１年間のかじ取りをしてこられたと評価しています。
山梨：この１年間を振り返って印象的なことは、横山社長
の実直で強い意志がクミアイ化学をけん引する大きな原
動力だったということです。就任時に述べられた３つのお
願いに関しても、取締役会での意思決定の中で一貫して
います。健全な危機意識も、社員の方々の中に伝わって
いると思っています。
池田：私も印象的なことを申し上げると、危機管理をネ
ガティブに受け止めるのではなく、それを冷静かつ客観
的に捉え直し、そこからポジティブな可能性を見いだす
意識改革の機会になったと感じます。例えばジェネリック
品は、創薬メーカーにとって宿命的課題ですので、冷静
に受け止め、ポジティブに切り返すチャレンジ精神が必
要だと、経営陣の真摯に向き合う姿勢を確認できました。
　危機をポジティブに受け止めることは、同時に変化を恐
れず結果にこだわる意識にもつながります。変化とチャン
スは、英語では１文字違いです。Changeの“g”を“c”に置
き換えるだけでChanceになり、意味が変わりますね。

社外取締役 西尾 忠久 社外取締役 池田 寛二 社外取締役 山梨 智里
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　いずれにしても、短期、中長期の視点を両立した戦略
が次期中期経営計画の鍵になります。次期中期経営計
画では、成長の柱を明確に示すことが求められるでしょ
う。今年１年が次期中期経営計画を立てるための重要な
１年になると思います。
池田：考え方は私も同じです。今年が中期経営計画の最
終年度であることから、原点に立ち戻り、次期中期経営
計画を練り直す時期として位置付ける必要があると思っ
ています。
　近年、エフィーダ®やディザルタ®などの商材が、好調
に推移していると伺っていますので、そこには非常に期待
しています。
　また、次世代型の農薬として微生物農薬があります。今
年の春から新規微生物農薬エコアーク®の国内販売を開始
します。微生物農薬はこれから成長が見込める市場です。
すぐに大きな業績につながるかどうかは別にして、社会的
にも微生物農薬はこれから求められる剤になると思います。

山梨：次の柱をいかに育てるのかという前向きな議論とし
ては、西尾取締役、池田取締役のおっしゃる通りだと思
います。成長戦略の観点で、クミアイ化学の優秀な人財
は強みになります。
　研究者の方々にお話を伺うと『自分たちが今取り組んで
いることは、すぐに結果が出るものではなく、何年後かに
一つ芽が出るかもしれない。その思いを持って日々の研究
に向き合っている』と言います。研究者ならではの実直な
モチベーションが、こういうところにあるのだと実感させら
れました。現場力が高い一方で、研究者の思いやモチベー
ションを、より言語化して発信すべきだとも思いました。

『特許侵害』『トランプ関税のような通商政策の変化』など
が複雑に絡み合い、当社の経営を取り巻くリスクは重層
化しています。
　農業マーケットは、世界人口の増加によって食料需要
が増えており、それに付随して農薬は成長市場だと世界
的には見られています。一方で、長期的な目線では阻害
要因として、環境保護のもと、化学農薬の使用量（リスク
換算）の削減規制が求められています。将来的な成長市
場として、生物農薬の対応は、リスクマネジメントの一つ
であると思います。当社もこの分野に投資をしています
が、これは長期的に考えても重要なポイントです。
池田：海外売上が約７割あることを考えると、地政学的な
リスクもありますね。米国、南米、西半球の情勢を考え
るとき、それを強みにしていくような施策を打ち出すこと
があってもいいのではないでしょうか。長期的な課題で
すが、そこに知恵を絞ることができれば、私も社会学の
専門家として貢献できる点があると思っています。
山梨：物価や規制、国際情勢といった、自身でコント
ロール不可能なことへの想定幅の広さ、初動の速さ、
対応力が問われていると強く感じています。
　特許侵害の訴訟も、国によって対応が全く異なります。
それに対処できる選択肢を持っているかが肝要だと思い
ます。
西尾：研究開発投資をしても、すぐに成果が出るわけでは
ありません。時間をかけて育ててきた事業の価値は見えづ
らいものなのです。だからこそ、何を目指しているかをわ
かりやすく、継続的に発信していくことが最も重要だと思
うのです。当社の実力や将来性を伝えるために、ステーク
ホルダーとの対話はもちろん、役員、社員一人ひとりが、
自社の強みと方向性を理解し、自信を持って語れるように
していくことは、企業価値向上につながると思います。

です。百年企業が射程に入っていますから、その先を
見据えた企業のあり方を考えていきたいと思っています。
百年、その先を見据えた展望を皆でつくっていきたいと
思います。それが、ステークホルダーにも響いていくの
ではないでしょうか。
山梨：当社の強みは、優秀な人財と卓越した開発力、
そして誠実な企業文化を持っていることです。これらの
優位性を守りつつ、同時に進取の精神も育てています。
　3年後の情勢も予測できない不透明な時代です。その
中では、いかに多様な視点が経営に入って、いろいろな
議論が前向きにされるかが重要になります。私がその一
助となるような存在になれればと思っております。　
　今後のクミアイ化学が成長する未来を、ステークホル
ダーの皆様に発信できたらと思っております。

若い世代も注目する農業
双方向のコミュニケーションが
取れる発信を

100年企業を目指して
社会から選ばれる企業であり続ける

池田：ステークホルダーの皆様に対する発信の仕方は、
課題ですね。農薬は世界の食料生産に大きく貢献してい
ます。一方で、農薬に対する社会的認識にはまだ偏見が
残り、無農薬志向が消費者の中にも根強くあります。こ
のジレンマをどう克服するかは、農薬メーカーにとっての
大きな課題の一つです。
　そのため、今年で14回目の学生を対象にした『食料と
農業の未来』をテーマにした論文募集や2024年度から
始めた高校生のための食育プログラム「食料生産に関す
るグループディスカッション」など、若い人たちに農薬の
必要性を認識してもらう機会を積極的に提供することは
非常に重要な取り組みだと考えています。
西尾：ニュースリリースを出して、一方通行の発信をする
よりも、論文を出してもらったり、授業を行ったり、双方
向の発信ができる取り組みは素晴らしいと思いますし、
これからも続けていかなければなりません。
池田：活動は地道ですが、クミアイ化学の企業価値のより
どころになるでしょう。これからも、若い世代に働きかけ
ることは、いろいろな形でやるべきだと思います。
山梨：農業というキーワードは、実は、今の若い世代が
注目しています。「今後、農業をうちの会社に取り入れて
みようと思う」と考える企業の方もいらっしゃいます。環境
や食料自給、地方創生など、農業の振り幅は広いと感じ
ています。当社の技術力や開発能力の本当の強みは、さ
まざまな形で派生させることができると思っています。 池田：私の役割は、サステナビリティ経営にできる限り

貢献することだと自覚しております。その意味で、当社
のサステナビリティ経営は、近年順調に進展していると
評価しています。申し上げたように、外部に発信し、多岐
にわたるステークホルダーの皆様に認知していただく努力
を、これからしていく必要があるでしょう。
　今年、1949年創業のクミアイ化学は77歳、喜寿の年

西尾：社外取締役として、外からの視点、中長期的視点
から、当社の企業価値向上に貢献することが役割だと
思っております。取締役会では、経営と財務とグローバル
の観点から、戦略、投資案、リスク対応について、率直
に意見を述べております。それによって、経営陣がさら
に成長していくことを願っています。
　池田取締役も山梨取締役も述べられているように、
当社の強みは人財と研究開発力、誠実で粘り強い企業
文化です。これらを活かして、クミアイ化学が社会から
選ばれる企業であり続けられるよう、ステークホルダー
の皆様とともに進んでいきたいと思っています。ステーク
ホルダーの皆様におかれましては、さらなる成長を遂げる
クミアイ化学の変革プロセスを注視していただくとともに、
中長期的な視点でのご支援をお願い申し上げます。

多様なリスクに対処して
企業価値向上につなげていきたい
西尾：リスク管理は企業の持続的成長を支える大変重要な
経営基盤です。『為替変動リスク』『ジェネリック品の拡大』

特集：社外取締役座談会

池田：一般の農薬の開発成功確率は16万分の１なのです
が、クミアイ化学は7500分の１であると聞いています。明
日に製品化されるものではないかもしれませんが、業界平
均を大幅に上回る開発成功確率とスピードこそが、当社の
真の優位性です。この『創薬の効率性』をより強力に市場
へ発信し、企業価値に反映させていく必要があります。

KUMIAI CHEMICAL INDUSTRY CO., LTD. クミアイ化学グループ 統合報告書 202661 62

持
続
可
能
な
成
長
の
実
現
の
た
め
の
戦
略

成
長
実
現
の
た
め
の
基
盤
の
強
化

ク
ミ
ア
イ
化
学
グ
ル
ー
プ
の
価
値
創
造

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

イ
ン
ト
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン

ト
ッ
プ
メ
ッ
セ
ー
ジ



取締役

取締役 常務執行役員
岩田 浩一
1990年４月	� 当社入社
2015年６月	� 当社東京支店長
2018年２月	� 当社企画普及部長
2019年１月	� 当社マーケティング部長兼企画普

及部長
2020年２月	� 当社マーケティング部長
2021年１月	� 当社執行役員マーケティング部長
2023年１月	� 当社常務執行役員国内営業本部長
2025年１月	� 当社取締役常務執行役員国内営業

本部長（現在）

取締役 常務執行役員
山地 充洋
1994年４月	 当社入社
2017年５月	 当社研開企画部企画課長
2020年３月	 当社経営戦略室長
2023年５月	� K-I CHEMICAL U.S.A. INC.取締

役社長
2024年11月	 当社常務執行役員経営管理本部長
2025年１月	� 当社取締役常務執行役員経営管理

本部長（現在）
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取締役会：100%（9回/9回）
山地充洋氏は、これまで研究開発における企画部門および経営管理部
門において実績を積み重ねてまいりました。また、企業経営者としての
経験および実績から当社の経営体制をさらに強化できる人財と判断し、
第76回定時株主総会にて選任されました。

取締役会：100%（9回/9回）
岩田浩一氏は、これまで国内営業部門において実績を積み重ねて
まいりました。これらの経験および実績から当社の経営体制をさ
らに強化できる人財と判断し、第76回定時株主総会にて選任され
ました。

取締役会：100%（11回/11回）　指名・報酬委員会：100%（3回/3回）
西尾忠久氏は、企業経営者としての長年の経験と幅広い見識を当社
グループの経営に引き続き活かすことを期待し、第76回定時株主
総会にて社外取締役として選任されました。

社外取締役
西尾 忠久
1973年４月	� 鈴与㈱入社
2004年11月	� 同社執行役員コンテナターミナル

部長
2005年４月	� 同社執行役員作業部長兼上屋業務

部長
2006年６月	� 同社執行役員港湾事業本部長
2007年11月	� 同社常務取締役港湾事業本部長
2011年11月	� 同社専務取締役港湾事業本部長
2014年11月	� 同社専務取締役
2015年１月	� イハラケミカル工業㈱取締役
2016年11月	� 鈴与㈱代表取締役副社長
2017年５月	� 当社取締役（現在）
2025年11月	� 鈴与㈱相談役（現在）

取締役会：100%（11回/11回）　指名・報酬委員会：100%（3回/3回）
山梨智里氏は、静岡シェル石油販売㈱における企業経営者としての
経験と幅広い見識を活かし、当社の経営体制をさらに強化できる人
財と判断し、第76回定時株主総会にて社外取締役として選任されま
した。

社外取締役
山梨 智里
2006年４月	� ㈱東京スタイル（現TSIホールディ

ングス）入社
2008年10月	� ㈱クレヨン入社
2017年10月	� 住友不動産㈱入社
2020年10月	� 静岡シェル石油販売㈱取締役
2023年１月	� 当社取締役（現在）
2023年３月	� 静岡シェル石油販売㈱常務取締役
2025年３月	� 静岡シェル石油販売㈱専務取締役

（現在）

取締役会：100%（11回/11回）　指名・報酬委員会：100%（3回/3回）
池田寛二氏は、大学教授として世界の農業に関わる環境社会学研究
を通じて長年培われた経験と高い学識を当社グループの経営に引き
続き活かすことを期待し、第76回定時株主総会にて社外取締役と
して選任されました。

社外取締役
池田 寛二
2004年４月	� 法政大学社会学部教授
2004年４月	� 法政大学大学院政策科学研究科

（現 公共政策研究科）教授
2016年１月	� 当社取締役（現在）
2023年４月	� 法政大学名誉教授（現在）

役員紹介 （2026年3月19日現在）

代表取締役 専務執行役員
今井 克樹
1991年４月	� 全国農業協同組合連合会入会
2018年４月	� 同会本所肥料農薬部農薬原体・

開発課長
2019年４月	� 同会本所耕種資材部農薬課長
2021年４月	� 同会本所耕種総合対策部次長
2022年４月	� ZMクロッププロテクション㈱

監査役（非常勤）
2022年６月	� ホクレンくみあい飼料㈱監査役

（非常勤）
2022年６月	� 一般社団法人北海道地域農業研

究所理事
2022年６月	� 全国農業協同組合連合会本所経

営企画部地区担当部長
2025年１月	� 当社代表取締役専務執行役員海

外営業本部長（現在）

取締役

代表取締役 取締役社長
横山 優
1989年４月	 当社入社
2007年８月	� 当社総務部付K-I CHEMICAL 

EUROPE SA/NV 出向 取締役社長
2013年１月	� 当社国外部長
2013年４月	� 当社海外営業部長
2020年２月	� 当社執行役員経営管理本部経営企

画部長
2021年11月	� 当社常務執行役員経営管理本部副

本部長兼経営企画部長
2023年１月	� 当社取締役常務執行役員経営管理

本部長兼経営企画部長
2024年１月	� 当社取締役常務執行役員経営管理

本部長
2024年11月	� 当社代表取締役社長（現在）

取締役会：100%（11回/11回）　指名・報酬委員会：100%（3回/3回）
横山 優氏は、海外営業部門および経営管理部門で実績を積み重ねる
とともに、2024年11月からは代表取締役社長として当社グループ
の経営全般を牽引してまいりました。これらの経験および実績を引
き続き、当社グループの経営に活かすことを期待し、第76回定時株
主総会にて選任されました。

取締役 専務執行役員
吉村 巧
1981年４月	� ㈱ケイ・アイ研究所入社
2008年７月	� 同社取締役所長
2013年１月	� 当社経営管理部長
2016年１月	� 当社理事経営管理部長
2017年１月	� 当社執行役員経営管理部長
2017年５月	� 当社執行役員研究開発本部副本部

長兼研究推進部長
2018年２月	� 当社執行役員研究開発本部副本部

長兼研開企画部長
2019年１月	� 当社執行役員研究開発本部副本部

長兼化学研究所長
2020年２月	� 当社執行役員経営管理本部総務人

事部長
2021年１月	� 当社常務執行役員経営管理本部副

本部長兼総務人事部長
2021年11月	�当社常務執行役員経営管理本部長

兼総務人事部長
2022年７月	� 当社常務執行役員経営管理本部長

兼人事部長
2023年１月	� 当社取締役専務執行役員（現在）

取締役会：100%（11回/11回）　指名・報酬委員会：100%（3回/3回）
吉村 巧氏は、これまで研究開発部門および経営管理部門において実
績を積み重ねてまいりました。これらの経験および実績から当社の
経営体制をさらに強化できる人財と判断し、第76回定時株主総会に
て選任されました。

取締役 常務執行役員
井川 照彦
1984年４月	� イハラケミカル工業㈱入社
2007年１月	� 同社生産本部資材部長
2010年１月	� 同社調達本部資材部長
2011年１月	� 同社取締役調達本部資材部長
2012年１月	� 同社取締役調達本部長兼資材部長
2012年６月	� 同社取締役資材部長
2013年７月	� 同社取締役SCM事業本部長兼資

材部長兼中国事業推進部長
2015年１月	� 同社取締役SCM事業本部長兼資

材部長兼SCM事業推進部長
2016年１月	� 同社執行役員SCM事業本部長兼

資材部長兼SCM事業推進部長
2017年５月	� 当社取締役化学品営業本部化成品

部長
2019年１月	� 当社取締役生産資材本部副本部長

兼資材調達部長
2021年１月	� 当社取締役常務執行役員生産資材

本部長兼資材調達部長
2022年６月	� 当社取締役常務執行役員生産資材

本部長（現在）

取締役会：100%（11回/11回）
井川照彦氏は、イハラケミカル工業㈱において執行役員SCM事業本
部長として、同社の化成品部門を指揮してまいりました。
これらの経験および実績に加え、2017年５月の経営統合後は取締役
として、化学品営業部門、生産資材部門を指揮してまいりました。
これらの経験および実績を引き続き、当社グループの経営に活かす
ことを期待し、第76回定時株主総会にて選任されました。

取締役会：100%（9回/9回）
今井克樹氏は、全国農業協同組合連合会にて肥料農薬部門、耕種総
合対策部門にて実績を積み重ねるとともに、2022年からは同会経営
企画部門を指揮してまいりました。これらの経験および実績を当社
グループの経営に活かすことを期待し、第76回定時株主総会にて選
任されました。

コーポレートガバナンス
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特に重視するスキルとその理由
　取締役の選定において、経営と事業推進に必要なスキル、専門性、経験等を洗い出し、それに合致した人財を選定しています。
　企業経営、財務戦略・資本戦略は経営においてその根幹を成すものであり、また、ESG・サステナビリティならびに法務・コンプ
ライアンス・リスク管理は安定的な事業推進と企業の社会的責任を果たすためには欠かせない要素であるため、これらのスキルをより
厚くしています。
　一方で、当社連結グループの海外売上比率は現在50％を超えています。また、創立以来研究開発型の企業として、新しい製品、
技術の研究、開発を通して事業の拡大を図ってまいりました。当社にとって、グローバルと技術・研究は未来に向けて当社がさら
なる事業拡大を図っていくためには必須の要素であるため、これらスキルもバランスよく配置しています。

監査役

社外監査役（常勤）
中島 隆博
1989年４月	 農林中央金庫入庫
2004年２月	 同金庫開発投資部部長代理
2009年７月	 同金庫総合企画部部長代理
2010年７月	 同金庫総合企画部副部長
2011年６月	 同金庫JA三井リース㈱出向
2013年６月	 同金庫大阪支店主任考査役
2016年６月	 同金庫営業企画部長
2017年７月	 同金庫執行役員営業企画部長
2018年４月	 同金庫常務執行役員
2020年４月	 JA三井リース㈱専務執行役員
2020年６月	 同社取締役専務執行役員
2025年１月	 同社顧問
2025年１月	 当社常勤監査役（現在）

社外監査役
鈴木 富隆
1993年４月	 全国農業協同組合連合会入会
2015年４月	 同会本所生産資材部包装資材課長
2019年４月	 同会本所耕種資材部総合課長
2021年４月	 同会本所耕種資材部次長
2025年１月	 同会本所耕種総合対策部長（現在）
2025年１月	 当社監査役（現在）

取締役会：100%（9回/9回）　監査役会：100%（8回/8回）
中島隆博氏は、金融機関における豊富な経験と幅広い見識を当社の
監査に反映していただけるものと判断し、第76回定時株主総会にて
社外監査役として補欠選任されました。

社外監査役
助川 龍二
1978年４月	 全国共済農業協同組合連合会入会
2005年４月	 同会全国本部システム開発部長
2006年４月	 同会全国本部IT企画部長
2008年８月	 同会全国本部経営企画部長
2010年４月	 同会全国本部広報部長
2010年８月	� ㈱中央コンピュータシステム代表

取締役専務
2013年６月	 同社代表取締役社長
2015年７月	� 全国共済農業協同組合連合会常務

理事
2016年７月	 同会代表理事専務
2017年６月	� 共栄火災海上保険㈱取締役社長

（代表取締役）、社長執行役員
2021年１月	� 当社監査役（現在）
2021年６月	� 共栄火災海上保険㈱相談役

取締役会：100%（11回/11回）　監査役会：100%（13回/13回）
助川龍二氏は、金融機関における豊富な経験と幅広い見識および共
栄火災海上保険㈱における企業経営者としての長年の経験と幅広い
見識を当社の監査に反映していただけるものと判断し、第75回定時
株主総会にて社外監査役として選任されました。

取締役会：100%（9回/9回）　監査役会：100%（8回/8回）
鈴木富隆氏は、全国農業協同組合連合会における長年の経験と幅広
い見識を当社の監査に反映していただけるものと判断し、第76回定
時株主総会にて社外監査役として補欠選任されました。

社外監査役
白鳥 三和子
2005年４月	� 芙蓉監査法人入所
2010年８月	� 三和子CPA事務所所長（現在）
2014年４月	� 税理士法人静岡みらい代表社員

（現在）
2017年５月	� 当社監査役（現在）

取締役会：100%（11回/11回）　監査役会：100%（13回/13回）
白鳥三和子氏は、公認会計士および税理士としての豊富な経験と専
門知識を監査に反映していただけるものと判断し、第75回定時株主
総会にて社外監査役として選任されました。

企業経営 ESG・
サステナビリティ

法務・
コンプライアンス・

リスク管理

財務戦略・
資本戦略 グローバル 技術・研究

取
締
役

横⼭ 優 ● ● ● ● ●

今井 克樹 ● ● ●

吉村 巧 ● ● ●

井川 照彦 ● ● ●

⼭地 充洋 ● ● ●

岩⽥ 浩⼀ ● ● ●

⻄尾 忠久 ● ● ●

池⽥ 寛⼆ ● ● ●

⼭梨 智⾥ ● ● ●

監
査
役

中島 隆博 ● ● ●

鈴⽊ 富隆 ● ● ●

助川 ⿓⼆ ● ● ●

⽩⿃ 三和⼦ ● ● ●

スキル・マトリックスー取締役会が期待するスキル・役割・専⾨性・経験 期待する項⽬：●

役員紹介 （2026年3月19日現在）

コーポレートガバナンス
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取締役会議長コメント

　2024年11月から、取締役会議長に就任しています。取締役会では、業務執行の監督に

とどまらず、当社グループのあるべき姿を実現するための経営戦略や事業戦略について活発

に議論し、中長期的な企業価値を向上させることが重要であると考えています。取締役会の

パフォーマンスを向上させるためには、実効性の評価・分析、抽出した課題に対する適切な対

応によって改善を繰り返していく必要があります。当社では、これまでも継続的に会議体制の

見直しを図っており、2020年以降、社外取締役の割合の向上、自社株式報酬制度の導入、

社外取締役が過半数を占める指名・報酬委員会の設置等を行ってまいりました。また、包括

的かつ実効性の高い議論を行うためには、会議体制の整備だけでなく、議論を促すための取

り組みも同様に重要です。そのため、常勤役員と非常勤役員の情報格差低減や適切なアジェ

ンダ設定を行うといった工夫も行っております。

　今後も、取締役会の実効性を高めていくとともに、業務執行とのコミュニケーションを積極的

に取っていくことを通じて、取締役会の議長としての責務を果たし、企業価値の向上に向けて力

を尽くしてまいります。

取締役会議長

横山 優

取締役会
　取締役会は、代表取締役社長を議長とし、取締役９名

（内社外取締役３名）で構成され、原則月１回開催し、経
営上の重要な決定および業務執行の監督を行っています。
経営のチェック機能を強化するため社外監査役も出席し、

意見陳述を行っています。
　取締役会出席メンバー間の情報の非対称性を縮小する
ために、取締役会開催の度に近況報告の時間を設け、直
近の取締役会後に開催された執行役員会や経営会議、お
よびその他主要な社内会議で議論した事項の概要、なら
びに主な行事などについて情報を共有しています。また、
年１回を基本として取締役会の事業所あるいは子会社で
の開催を実施しており、各地の事業所・子会社の視察な
ども行っています。

2025年度 開催回数：11回

主な議題：決算、株主総会付議事項、株式に関する事項、
決算に関する事項、M&Aに関する事項、中期経営計画の
方針設定、サステナビリティ経営の進捗、アクシーブ®ジェ
ネリック品対策、グループ会社の減損、社外役員への近
況報告等

抽出された課題など 主な取り組み

2021年

取締役人数 18名以内⇒9名以内

社外取締役の割合 1/4（4名/16名）⇒1/3（3名/9名）

指名・報酬委員会 社外取締役が過半数を占める指名・報酬委員会を設置

自社株式報酬制度 自社株式報酬制度である譲渡制限付株式報酬制度を導入

2023年 取締役会の適切な構成 2023年1月女性取締役就任

2024年 指名・報酬委員会の実効性 独立社外取締役が委員長に就任

コーポレートガバナンス

おり、また「取締役会」「経営会議」および「執行役員会」は、
社内の規程により各々の意思決定の基準を定めてその範
囲で運営され、その決定に基づき業務執行がなされてい
る等、経営チェック機能を十分発揮している体制であると
判断しています。
社外取締役比率

33%

社外役員比率
（取締役・監査役）

54%

女性役員比率

15%株主総会

取締役会
（原則月1回開催）

取締役社長

執行役員

クミアイ化学グループ経営トップ戦略会議
（原則年2回開催）

サステナビリティ推進部会
経理部会

グループ会社

各本部・業務部門 法務・コンプライアンス部

指名・報酬委員会
（適宜開催）

経営会議
（適宜開催）

執行役員会
（原則月2回開催）

全社委員会

クミアイ化学グループ
ヘルプライン
(専門会社)

予
算
委
員
会

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
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進
委
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会

リ
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ク
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プ
ラ
イ
ア
ン
ス
委
員
会
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監査役会

内部監査室

会計監査人

業務執行体制

選任・解任

報告
選定
解職
監督

助言・提言

調査・指導

選任・解任

監査

監査

指示
報告

報告

報告

報告 連携 監査

監査

連携

選任・解任

コーポレートガバナンス体制図

諮問

基本的な考え方
　当社は「私たちは創造する科学を通じて『いのちと自然
を守り育てる』ことをメインテーマとし、安全・安心で豊
かな社会の実現に貢献します」という企業理念の下、顧
客のニーズと信頼にこたえる製品の開発・提供に努めて
います。
　経営環境の変化に迅速に対応できる体制を構築し、株

主重視の観点で法令・倫理の遵守および経営の透明性を
高めるために、経営管理体制の充実を図っていくことを重
要な課題と位置付けています。
　利害関係者との関係については「経営ビジョン」や「クミア
イ化学行動規範」の中で一人ひとりが取るべき行動や遵守
すべき事項を提示し、利害関係者の立場を尊重する企業
風土の醸成に努めています。

コーポレートガバナンス体制
　当社は企業統治の体制として、監査役会設置会社を採
用しています。
　当社は「取締役会」「経営会議」および「執行役員会」を設
置しており、それぞれの決定や協議に基づき企業統治を
行う体制を取っています。「取締役会」の役割を経営方針の

決定および業務執行の監督に集中させることにより、経営
機能と業務執行の責任区分を明確にし、業務執行機能の
拡充と意思決定の迅速性を高めるよう運営しています。
　常勤監査役（社外監査役・独立役員）が「取締役会」「経
営会議」および「執行役員会」に加えて社内のその他重要
会議に出席し、業務執行に対する監査機能強化を図って
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取締役会の実効性評価
評価の概要
　当社は、取締役会の実効性評価に関し、毎年1回、実
効性の分析・評価を実施し、さらなる取締役会の機能向
上を図っています。
　2025年10月期は、外部コンサルタント監修のもと、
全ての取締役および監査役にアンケートを実施し、その
結果について取締役会で議論を行い、取締役会全体の実
効性に関する分析および評価を行っています。その結果、
当社の取締役会は適切に運営され、実効性は確保されて
いることを確認しました。
　今後は、現状の取り組みを継続しつつ、経営戦略の議
論や基盤となる人財に関する議論の深化など、果たすべ
き取締役会の役割を踏まえ、相対的に課題として抽出さ
れた事項について、当年度の優先順位付けを行い、アク
ションプランを策定・実行してまいります。

後継者選定プロセス
　社外取締役が過半数を占める指名・報酬委員会におい
て審議する後継者育成計画の中で、代表取締役社長とし
て備えるべき具体的な要件について議論し、その要件を
満たす候補者を選定して取締役会に提言しています。

役員報酬
　当社の取締役の報酬は、当社の企業価値の持続的な向
上を図るインセンティブとして十分に機能するような報酬体
系とし、金銭報酬と非金銭報酬（譲渡制限付株式報酬）で
構成されています。譲渡制限付株式報酬の支給対象は社
外取締役を除いた取締役としています。
　取締役（社外取締役を除く）の個人別の金銭報酬は、各
取締役の役位、責任の大きさ、経営への貢献度および連
結業績の状況を総合的に勘案し、さらに、GHG排出量削
減実績および人権尊重、労働者の権利、腐敗防止等の取
り組みと実績も踏まえ、決定するものとしています。取締
役会の諮問を受けた、社外取締役を委員長とし、委員の
過半数を社外取締役で構成する指名・報酬委員会におい
て審議し、前年度の金銭報酬に対する増減の範囲を取りま
とめ、取締役会に上程しています。その内容を取締役会で
審議し決定した上で、取締役会の委任を受けた取締役社
長が、当該増減の範囲内で各取締役の増減率を定めるこ
とにより決定しております。
　取締役（社外取締役を除く）の譲渡制限付株式報酬は、
金銭報酬の一定以上の割合とし、より長期的な企業価値
の向上に対するインセンティブとして機能させています。取
締役会は役位、役職ごとの付与株式数を指名・報酬委員
会に諮問し、その諮問に基づき協議した上で取締役会に
上程し、取締役会で審議して決定しております。
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監査役会議長コメント

　監査役会は、株主の皆様からの信託を受けた独立の機関として、当社グループの持続的な

成長および中長期的な企業価値の向上に資すべく、取締役の職務執行を監視・検証しており

ます。

　社会環境の変化や予測困難な事象が増す中、企業にとって、ガバナンスの重要性はかつてな

いほど高まっています。単に法令遵守を確認する「適法性」監査にとどまらず、経営の意思決定

プロセスが適切かどうか、また内部統制システムが実効性を持って機能しているかという「妥当

性」の観点も重視し、厳正な監査活動に努めています。

　そのため、会計監査人や内部監査室と連携を強化するとともに、工場や関係会社も含めた

部署ごとの監査を年間約30回実施し、実態把握を行っているところです。また監査時や日常、

取締役、社員と直接対話する中で、当事者および取締役に対して「気づき」や助言を示すととも

に、経営リスクの早期発見と未然防止に取り組んでいます。

　株主の皆様の期待に応え、社会から信頼される健全な企業体質を維持・強化することが私た

ちの使命です。今後もその職務を果たし、当社のさらなる発展に寄与すべく、経営へのけん制

機能を発揮するとともに、プロセスの正当性確認や分析を通じて、経営の果敢な判断、迅速な

意思決定の後押しをしていきたいと考えています。

監査役会議長

中島 隆博

コーポレートガバナンス

指名・報酬委員会委員長コメント

　当社は2021年に任意の指名・報酬委員会を設置しています。当時から委員として活動し、

2024年に委員長に就任しました。取締役会の機能の独立性、客観性等をより一層向上させ

るという当委員会の存在意義を委員全員が認識し、各議案に対し議論を重ねた上で、取締役

会に上程してきました。

　取締役の報酬に関しては、直近の業績を主な指標とした上で、当社グループが積極的に取り

組んでいる温室効果ガス（GHG）排出量削減の実績、また、腐敗防止や人権尊重、ディーセント

ワーク等に関する取り組み状況や実績に関する情報を委員で共有し、議論しています。取締役

候補者の指名、後継者の選定と指名に関しては、候補となる人財の経歴、スキル、および資

質に関する情報を共有し、議論しています。さらに、候補者に求められることは普遍的ではな

く、時により一定程度変化することを前提とし、中期的な後継者育成計画に関して継続的な

議論を行い、次期後継者の育成を進め、後継者選定の時に備えています。

　当社の指名・報酬委員会は設置後約5年が経過しましたが、取締役会の諮問機関として、

より充実した議論を重ね、その機能と使命を最大限に発揮できるように努めてまいります。

指名・報酬委員会委員長

西尾 忠久

経営会議
　経営会議は、代表取締役社長を議長とし、常勤取締役
および役付執行役員で構成され、必要の都度開催し、重
要な経営戦略および業務執行に関して協議を行います。
また、常勤監査役も出席しています。

指名・報酬委員会
　指名・報酬委員会は、取締役会の下に置かれ、独立
社外取締役を委員長とし、取締役5名（内社外取締役3
名）で構成されています。取締役会の諮問により取締役の
指名および取締役の報酬に係る案件について審議し、取
締役会に上程することを通して、これらに係る取締役会の

機能の独立性、客観性および説明責任を強化していま
す。また、後継者育成計画に関して、後継者が備えるべ
き資質やスキル等について議論しています。

2025年度 開催回数：14回

主な議題：アクシーブ®ジェネリック品対策、当社経営課
題分析、設備投資について等

2025年度 開催回数：3回

執行役員会
　執行役員会は、代表取締役社長を議長とし、常勤取締
役および執行役員で構成され、原則月２回開催し、業務
執行の意思決定を行っています。常勤監査役およびオブ
ザーバーとして理研グリーン社長、ケイ・アイ化成社長、
K-I CHEMICAL U.S.A. 社長も出席しています。

2025年度 開催回数：19回

主な議題：取締役会に付議する事項、中長期経営計画に
関する重要事項、アクシーブ®ジェネリック品対策、組織
改編、製品取上、重要人事に関すること等

監査役会
　監査役会は、常勤監査役を議長とする社外監査役４名
で構成され、監査役会は原則として３カ月に１回以上開催
しています。監査役会が定めた監査方針および監査計画
に基づき、独立した立場から取締役の職務執行の監査を
行っています。

2025年度 開催回数：13回

主な議題：監査計画、監査役会の監査報告、監査役選任
議案に関する同意、常勤監査役の選定、会計監査人の候
補の選定、会計監査人の監査報酬等に関する同意等
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コンプライアンスに関する基本方針
　当社グループは「クミアイ化学グループコンプライ
アンスに関する基本方針」のもと、不断のコンプライ
アンス教育啓発活動を通じて、コンプライアンス意識
の浸透と高揚を図り、役職員が企業理念や行動規範に
のっとった行動を取ることができるように企業文化の
醸成を目指しています。
　また、役職員一人ひとりが企業理念や行動規範にのっ
とり、良識ある行動をするためのガイドラインとして

「クミアイ化学倫理基準」を定め、規倫読本にも掲載して
当社グループ内で展開しています。

コンプライアンス体制
　当社は、代表取締役社長を委員長とするリスク・コ
ンプライアンス委員会（常勤役員で構成）を設置し、年
１回および必要の都度開催しています。委員会では、
各部門が策定するコンプライアンスプロブラムの実施
計画について審議、承認するとともに、その実施状況
を確認しています。また、コンプライアンス意識調査
の結果、コンプライアンス推進活動、贈収賄対策、人
権課題等について協議しています。
　また、内部通報窓口を設置し、独立した調査体制に
よる事実確認と是正措置を行い、その結果をリスク・
コンプライアンス委員会に報告しています。

相互モニタリングによる内部統制の強化
　当社グループは、コンプライアンスと内部統制の観
点から、事業部門内および部門間で相互のモニタリン
グと統制を実践しています。
　現場単位では、個人的な不正やミスを防ぐため、日
常的に3方向からモニタリング（❶上司による日常的な
モニタリング、❷職場における同僚間のクロスモニタ
リング、❸上司や先輩への各自の気づきの発信）を行っ
ています。これらの日常的モニタリングは第一のディ
フェンスラインの役割を果たし、これに管理部門や内
部監査によるモニタリングを加え、内部統制の実効性
を高めています。
　また、不正をするという意図や意識がなく、長年の社
内慣習が実は法令違反であったという場合があります。
違和感を抱いたら声をあげることは、当社が掲げる行動

規範「インテグリティに基づく行動」に合致します。インテ
グリティを重視し、不正やミスに早期・対処することで、
内部統制の実効性向上に努めています。

コンプライアンス意識調査
　当社グループは、全従業員を対象とした定期的なコン
プライアンス意識調査を実施しています。2023年度の調
査では、従業員の意識は全体として非常に高いレベルを
保持できていることを確認しました。一方、ハラスメント
に関する世代間での意識の違い、職場でのコミュニケー
ション不足が課題と考えられました。

コンプライアンス教育
　当社は、新卒採用者、キャリア採用者等へのコンプラ
イアンス研修を実施しています。また、全役職員に対して
eラーニングの必修受講コースを設定し、コンプライアン
ス・ハラスメント・企業倫理等を含む幅広い知識の習得を
推進しています。
　また、コンプライアンスに基盤を置いた企業文化の醸
成のため、オリジナル小冊子『規倫読本　企業人心得』

『永～く商売するゾウ読本　企業人のサステナビリティ』
『ワクワクしてイルカい読本　企業人としてのビロンギン
グ』、さらにマンガを取り入れたCSR解説書『企業人の
CSR入門』『企業人のCSR入門編2』を制作しています。
これらを当社グループの全役職員に配布して活用を促す

ことで、グループ全体の意識レベルの向上につなげてい
ます。

コンプライアンス通信の配信
　コンプライアンス推進活動の一つとして、当社グ
ループの全役職員に毎月クミアイ化学グループコンプ
ライアンス通信および同通信プラスを配信しています。
　2025年度は、コンプライアンス通信プラスの号外
として、「匿名・流動型犯罪グループ」「セクハラとその
被害を食い止めるアクティブバイスタンダー」「スレイ
バリー・フットプリント」の解説記事を配信しました。

贈収賄防止の取り組み
　当社グループは「クミアイ化学グループ贈収賄防止に関
する基本方針」を定め、贈収賄の防止に取り組んでいます。
　当社は海外取り引き向けに「外国公務員等に対する
便益提供・経費負担ガイドライン」および「代理店等の
起用に関するガイドライン」を策定し、これらの運用
が適切に行われていることをリスク・コンプライアン
ス委員会で確認しています。

パートナーシップ構築宣言
　当社は、2024年9月に「パートナーシップ構築宣言」
を公表しました。持続的な成長のため、新たなパート
ナー企業との連携を含めた事業領域の拡大と新規事業
の推進を図るとともに、当社グループの持つ技術や知
見を活かし、地球環境保全への貢献を目指します。ま
た、約束手形の利用の廃止に向けた現金払いや電子記
録債権への移行、「人財マネジメントに関する基本方
針」に基づく公正な労働条件の確保にも取り組みます。

啓発活動
　当社グループでは、ステークホルダーの皆様はもち
ろんのこと、一般消費者の皆様にも農薬に対する正し
い知識や農業への理解を深めていただくための啓発活
動を行っています。その一環として、農薬の重要性や
生産者の苦労をマンガで分かりやすく伝える小冊子

「まもるはなし」シリーズを作成しています。2025年
度は『キャベツとチャをまもるはなし』を制作し、当社
コーポレートサイトに公開しました。

コンプライアンス

コーポレートガバナンス

キャベツとチャをまもるはなし

内部監査 第3のディフェンスライン

第1のディフェンスライン
（各部署における日常的モニタリング）

第2の
ディフェンス

ライン

管理部門統制活動

日常業務の管理 ライン
（点検、質問、指導）
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＋気づきの発信
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リスクマネジメント
リスクマネジメントに関する基本方針
　当社グループは「クミアイ化学グループリスク管理に関
する基本方針」のもと、リスク管理が内部統制の要であり、
ステークホルダーの信頼を確保し、持続的な成長を成し
遂げ、企業としての社会的責任を果たすためには、適切な
リスク管理が重要であることを認識し、リスク管理の不断
の実践を通じてリスク文化の醸成と浸透を図っています。

リスクマネジメント体制
　当社は、リスク管理の検討、審議等を行うために、代
表取締役社長を委員長とするリスク・コンプライアンス
委員会（常勤役員で構成）を設置し、年１回および必要の
都度開催しています。委員会では、全社に影響を及ぼす
リスク、組織横断的なリスクおよび部署別リスクを集約
し、対応策を協議の上、取りまとめて共有化することに
より、リスク管理に努めています。リスク管理情報をグ
ループ各社にも展開し、また各社の取り組み状況を集約
して当社「リスク・コンプライアンス委員会」がモニタリン
グすることで、グループ全体のリスク管理の取り組み強
化を図っています。
　グループ会社を含めた内部統制システムの適正な整
備・運用を確保するため、リスク評価に基づく統制活動と
業務マニュアルの整備を行っています。また、内部監査部
門がグループ各社の業務全般に関する監査を実施するとと
もに、業務監査の一環として、内部統制システムの運用を
モニタリングしています。

リスク評価とモニタリング
　当社は、新規事業またはプロジェクト候補のデュー・ディ
リジェンスを実施し、さまざまなリスク評価を行っています。
また、事業所単位で新規プロセスの研究開発から試作段階
を経てプラントの設計・建設・運転・管理・廃棄に至るま
での各段階でプロセス安全、設備安全、労働安全衛生、環
境影響などに関するリスク管理を実施しています。管理に
必要な項目や手順は、社内文書などで具体的に定めていま
す。検討の人員は生産部門のスタッフだけでなく、研究開
発部門、また必要に応じて外部の専門家の力を借りて多面
的にリスク評価を実施した上で事業活動を展開しています。
　サプライチェーンにおけるオペレーショナル・リスクにつ
いては、サプライヤーへの質問表等を通じて定期的に確
認しています。「CSR調達に関する基本方針」と「CSR調達
に関するガイドライン」に基づく活動を推進し、リスク低減
を図っています。

リスクと対策
　当社が高リスクと評価する項目として「海外における農薬
の売上高減少」と「為替の急変」があります。これらの対策と
して、海外調達先・提携先との連絡を密にするなど、市場
環境変化を早期に把握する体制を整備しています。「海外
における農薬の売上高減少」については、特にジェネリック
品との競合による販売減が高リスクと認識しており、これ
に対して、営業・技術面での対抗策や知的財産権侵害対
応を進めています。情報セキュリティに関するリスクなどの
事業に関するリスクについては、当社コーポレートサイトで
公開しています。

リスク文化の醸成
　クミアイ化学グループでは、リスク文化の醸成と浸透の
ため、オリジナル小冊子『リスくんに学ぶ　企業人のリスク
管理』を制作しています。2025年度は、本小冊子に新章

「失敗から学んで進化しよう」、
「回避すべきリスクと取るべ
きリスク」を追加した第2版を
制作し、当社グループの全
役職員へ配布しました。

当社グループにおける主要なリスクと対策
重要リスク リスクの概要 対策の概要

1 農薬及び農業
関連事業領域

国内 国内におけるさまざまな外部環境要因（天候、競合
製品、法規制等）による売上高の減少

外部環境変化に対する能動的な情報収集、
法規制強化へのタイムリーな対応

海外
農薬市場環境（天候、穀物価格、作付面積、抵抗
性、競合製品、ジェネリック品、法規制、関税政
策等）の変化による売上高の減少

各国販売提携先や海外子会社との連携による市場
環境変化の早期把握、売上維持のための対策の
実施

2 化成品事業領域
市場での需給バランスおよび末端製品の需要減、
仕様変更等による販売数量の減少による売上高の
減少

ニーズ変化に即応するための販売会社との連携、
複数購買による安定調達、市場開拓や用途開発の
推進

3 その他の事業領域

建設業、物流事業におけるコストの増加、重大事
故等の発生に伴う信用低下や事業停滞、人財不足
バイオ関連事業における外部環境変化による売上
高の減少

外部環境変化に対する的確な情報収集と対応、技術
と経験を備えた人財の採用と育成ならびに職場環
境の改善
市場動向の把握、新規分野への進出

4 新製品の開発
農薬の開発期間は長期にわたるため、各国の法規
制の改正による販売機会の損失や市場の環境変化
等による開発の成否への影響

各国の法改正を含む規制動向および市場動向の
迅速かつ正確な把握と対応

5 為替変動 急激な為替レートの変動による売上高の減少、調
達コストの増加

売上と仕入の通貨の統一、為替予約、為替変動を
織り込んだ経営計画作成

6 コンプライアンス
および法令等の変更

重大なコンプライアンス違反事案の発生に伴う、
その対応に要するコストの発生、顧客からの信頼の
喪失
化学物質の取り扱いに関する国内外の法令、規制強
化等への対応コストの上昇

定期的なコンプライアンス意識調査の実施とコン
プライアンス啓発活動、内部通報制度の的確な
運用
環境関連法令改正の情報収集および改正に伴う対
応、環境事故未然防止に向けた投資の実施

7 製品の品質 予期しない品質の欠陥、瑕疵、偶発的なトラブル
等に伴う品質異常の発生

是正処置および改善活動を通じた品質の継続的な
向上、ISO9001認証取得による品質管理の徹底

8 生産・原料調達

原材料調達先や当社グループの生産設備の故障・
事故、所在国の法規制、地政学リスクなどによる
原材料の供給不足や製造の遅延・停止、調達コスト
の増加

原材料の早期発注による在庫確保、代替品手配、
主要な原材料についての供給元の多元化、設備の
計画的な更新による生産機能の維持

9 人財の確保・育成 人財の確保および育成が想定通りに進まないこと
による、経営成績および財政状態への影響

人財に必要なスペックの明確化、計画的かつ効率
的な獲得、ワークライフバランスの充実

10 減損会計適用 グループ事業資産価値の下落等で発生する減損処
理に伴う財政状態の悪化

グループ各社の経営状況の的確な把握、重要案件
の進捗や課題の共有化

11 知的財産

当社の知的財産が侵害されることによる売上高の
減少、技術・ノウハウの流出
他社の知的財産権への抵触に伴う賠償金の発生
ジェネリック品の参入による売上、利益への影響

物質、製造法、中間体、用途、製剤、使用方法等
に関する特許網の構築
他社の特許出願調査、審査状況の監視
知的財産権の侵害に対する法的な手段も含めた対応

12 情報セキュリティ サイバー攻撃やその他偶発的な事故によるシステム
停止、機密情報の漏えい等

情報セキュリティ教育の強化、インシデントが発
生した場合の対応体制の整備

13 人権 当社グループのサプライチェーン上で人権問題が
発生した場合の社会的信頼の低下や取引停止

ガイドラインに基づく主要サプライヤーを対象と
したアンケート調査の実施、人権に関わる研修・
啓発活動の推進

14 DX
DXの推進やデジタル技術の効果的な活用ができない
ことによる新たな市場機会の喪失や業務変革や開発
力の停滞

ITインフラの整備やデジタル人財の確保・育成と
社内体制の構築・整備、AI等の新規技術を活用し
た研究開発や生産性向上の推進

15
気候変動・
生物多様性・
自然資本

温室効果ガス（GHG）排出規制の強化に伴う対策
コストの増加、気候変動による農耕地面積や農作
物収穫量の減少
生物多様性の喪失や自然資本の枯渇によるコスト
増加や事業の不安定化

各国法規制の動向把握と対応、GHG排出量削減に
向けた設備投資、製品・技術の開発、TCFD・
TNFD等を活用した情報開示の推進
水資源や廃棄物の適正管理、環境負荷低減製品の
普及、ビオトープの造成、森林の環境保全等への
取り組み

16 自然災害・感染症
突発的な大規模自然災害や新たな感染症が引き
起こすパンデミックによる当社事業拠点の操業
停止、サプライチェーンの寸断

各事業所での定期訓練、BCPの更新、委託先・原料
購入先の複数化、在庫拠点の分散

リスくんに学ぶ

企業人のリスク管理
クミアイ化学グループのリスク管理
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はじめに
リスクとは何でしょうか。この答えは、皆さんの仕事の内容、職場における立場

などで変わってくるかもしれません。リスクは、日常業務の中の事務ミスや作業ミ
スやケガなどを起こすリスクから、事業活動や経営戦略に係るリスクまで、幅広
く、私たちの日常に潜んでいます。ことわざでは「転ばぬ先の杖」といい、万が一に
備えることの重要性を説いています。

2020年1月にバドミントンの桃田賢斗選手がマレーシアで交通事故に遭いまし
た。この出来事をリスク管理という観点で捉えると、選手の海外遠征では、試合や練
習中のケガや体調管理面だけではなく、移動中のリスク、しかも航空機ではなく、自
動車利用にもリスクがあることが分かります。日本バドミントン協会は、対策を講
じる必要が出てきました。対応策として、安価なワゴン車でなく、安全対策が施され
ている高級車を選ぶこと。また、運転手の居眠り運転ではないかという報道もあり
ましたが、そうなると、マレー語が話せるスタッフを同行させて、運転手と話をして
いたら居眠り運転が防げるのではないか、という対策も浮上してきます。このよう
にマスコミで報道された事件・事故を自分のこと、自社のことに置き換えて考える
クセをもつことが大切です。こうすることが、リスク感度の向上につながります。
身近なところでは、「朝、目覚ましのアラームが鳴らなかったため、会社に遅刻を

する」「思い込みで判断してしまい起こるミス」「うっかりで起こるポカミス」など、
リスクの可能性を挙げればきりがありません。そして、誰でも同じようなミスを繰
り返します。そのヒトが集まっている組織が会社です。しかし、他社の不正や不祥
事の報道を見て、多くの人は自分の会社は大丈夫だと考えます。「従業員が優秀だ
から」「コンプライアンス意識が高いから」「内部統制システムが機能しているか
ら」などの理由を挙げて、「自社は不祥事を起こさない」と思い込みますが、これに
は認知バイアスがかかっています。他社の不祥事を他山の石とすることでリスク
に対する感度を高めておきたいところです。
今回、リスクに関して考える契機にして欲しいと、小冊子『リスくんに学ぶ 企業
人のリスク管理』（以下本書）を制作しました。本書は、リスクに関する基本的な情
報をまとめたBasic編、リスク管理を実践する上で役に立つ情報をまとめた
Advance編という構成になっています。 仕事の内容や興味に応じて難しい章は
スルーという使い方でも結構です。ご利用ください。

リスクについて、もう一度、自分で、職場で、考えていきましょう。
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リスくんに学ぶ

クミアイ化学グループのリスク管理体制
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https://www.kumiai-chem.co.jp/sustainability/
governance/risk_management/
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▶︎収益の状況
2025年度の売上は前年並みで15年連続の増収となりましたが、営業利益は減益となりました。また、2025年
度の売上高営業利益率（ROS）、自己資本利益率（ROE）はそれぞれ8.5％以上、11.0％以上の目標に対し、6.2％、
3.0％にとどまりました。

売上高・営業利益・売上高営業利益率（ROS） 温室効果ガス（GHG）排出量（Scope1+2）・売上高当たり排出原単位※1 産業廃棄物発生総量・埋立処分率※2親会社株主に帰属する当期純利益・自己資本利益率（ROE）
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▶︎環境への影響
2025年度の売上高は2019年度比で約65％増加していますが、温室効果ガス（GHG）排出量は同年度（67,009t-
CO₂）比約29％減少しており、現時点で2030年度の数値目標達成の目途が立ちました。

（注）Scope1＋2のGHG排出量をグループ7社を対象に2030年までに2019年度比30％削減とする目標

労働災害発生件数（新規）・休業災害度数率※3 育児休業取得率（男性・女性）※2

※1：連結7社（クミアイ化学、理研グリーン、イハラニッケイ化学工業、ケイ・アイ化成、イハラ建成工業、尾道クミカ工業、クミカ物流）
※2：クミアイ化学単体　※3：クミアイ化学単体の直接雇用者を対象

■■ 売上高　■■ 営業利益　  売上高営業利益率（ROS） ■■ Scope1　■■ Scope2　  Scope1+2 排出量原単位 ■■ 産業廃棄物発生総量　  埋立処分率■■ 親会社株主に帰属する当期純利益　  自己資本利益率（ROE）

■■ 労災件数（通勤災害＋業務災害）　■■ 休業災害（内数）　  休業災害度数率 ■■ 男性　■■ 女性

（百万円） （百万円） （千t）（t-co2）

（件数）

（%）

▶︎投資の状況
工場プラントの新設や研究所の整備などを実施。新
剤開発に向けた研究開発投資も積極的に実施して
います。

▶︎株式還元の状況
現中期経営計画で設定した「配当性向30％以上を安
定して達成する」という方針に基づき実施しています。

研究開発費・設備投資額
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■■ 研究開発費　■■ 設備投資額
（百万円）

有利子負債・D/Eレシオ
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■■ 有利子負債　  D/E レシオ
（百万円） （倍）

（%） （%）（t-co2/百万円）

▶︎資本と調達の状況
2024年度、世界的な農薬の在庫調整の影響により棚卸資産（在庫）、有利子負債が一時的に増加しましたが、戦略
的にCCCの改善を進めた結果、在庫、有利子負債水準の適正化が進みました。

総資産・純資産・自己資本比率
■■ 総資産　■■ 純資産　  自己資本比率

（百万円） （%）
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1株当たり当期純利益・1株当たり配当金・配当性向
■■ 1株当たり当期純利益　■■ 1株当たり配当金　  配当性向

（円） （%）

▶︎人財戦略ビジョンに向けて
「クミアイ化学グループ人財マネジメントに関する基本方針」に基づき、中期経営計画の「人財戦略ビジョン」に掲げる 
ダイバーシティ＆インクルージョンおよびワークライフバランスの推進を図っています。

従業員数（男性・女性）・女性比率※2 平均時間外労働時間（1カ月当たり）・平均年次有給休暇取得率※2

■■ 男性従業員数　■■ 女性従業員数　  女性比率 ■■ 平均時間外労働時間　  平均年次有給休暇取得率
（名） （時間）（%） （%）

（%）

財務・非財務ハイライト
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（単位） 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

経営成績
売上高※1 百万円 62,549 77,817 96,846 103,400 107,280 118,176 145,302 161,002 161,049 170,462

　農薬及び農業関連 百万円 58,167 60,636 68,147 72,623 79,395 89,150 112,430 129,466 128,134 135,697

　化成品 百万円 — 10,937 19,466 21,474 18,921 20,660 25,004 22,472 24,965 25,100

　その他 百万円 4,383 6,243 9,233 9,303 8,965 8,366 7,869 9,064 7,949 9,664

営業利益※1※2 百万円 2,267 3,764 5,582 7,639 8,283 8,456 12,673 14,089 11,350 10,567

　農薬及び農業関連 百万円 2,566 3,544 4,992 6,778 8,014 8,349 13,065 14,805 12,147 10,581

　化成品 百万円 — 858 1,249 1,476 985 888 900 528 772 1,528

　その他 百万円 487 552 599 829 831 868 637 848 849 865

経常利益 百万円 4,478 7,441 8,074 9,735 9,916 12,829 23,570 24,115 18,300 13,363

親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 3,423 7,252 4,706 6,789 6,618 9,023 16,329 18,024 13,590 4,381

包括利益 百万円 1,207 10,278 747 5,416 6,294 7,042 18,591 21,543 17,687 2,480

財務状況
総資産 百万円 83,608 139,168 133,756 142,660 154,857 169,172 204,604 226,939 275,474 248,205

純資産 百万円 57,264 99,365 97,739 99,260 103,959 109,954 121,995 139,845 152,941 151,107

有利子負債 百万円 9,820 6,771 4,007 13,426 20,209 23,077 35,678 46,579 75,097 51,901

研究開発費・設備投資額・減価償却費
研究開発費 百万円 2,728 3,932 5,247 4,839 5,107 4,948 5,144 6,187 6,988 7,060

設備投資額 百万円 1,035 2,659 3,110 4,869 6,563 5,930 9,639 8,735 9,938 7,043

減価償却費 百万円 917 2,024 2,943 3,102 3,768 4,318 4,837 5,088 5,254 5,693

キャッシュ・フロー
営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △2,551 5,660 8,458 △1,221 4,532 4,478 △1,159 4,762 △16,725 33,803

投資活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △1,089 △1,092 △1,584 △6,102 △4,734 △5,311 △7,823 △10,099 △8,756 △8,929

財務活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △231 △10,329 △5,016 5,253 5,067 439 5,615 6,864 23,608 △27,850

経営成績
売上総利益率 % 19.8 24.2 24.4 25.2 25.1 24.6 23.5 22.8 22.0 20.2

売上高営業利益率（ROS） % 3.6 4.8 5.8 7.4 7.7 7.2 8.7 8.8 7.0 6.2

経常利益率 % 7.2 9.6 8.3 9.4 9.2 10.9 16.2 15.0 11.4 7.8

親会社株主に帰属する当期純利益率 % 5.5 9.3 4.9 6.6 6.2 7.6 11.2 11.2 8.4 2.6

研究開発
研究開発費率 % 4.4 5.1 5.4 4.7 4.8 4.2 3.5 3.8 4.3 4.1

財務状況
自己資本比率 % 64.4 66.7 67.3 65.9 63.6 61.4 56.4 58.6 53.0 58.2

D/Eレシオ 倍 0.18 0.07 0.04 0.14 0.21 0.22 0.31 0.35 0.51 0.36

経営効率
自己資本利益率（ROE） % 6.4 9.9 5.1 7.4 6.9 8.9 14.9 14.5 9.7 3.0

投下資本利益率（ROIC） % 2.3 2.5 3.8 4.7 4.6 4.4 5.6 5.2 3.5 3.6

株価指標
1株当たり純資産 円 677.53 734.72 718.67 750.32 787.01 830.44 960.96 1,105.55 1,212.20 1,199.81

1株当たり当期純利益 円 43.07 70.40 37.46 54.10 52.92 72.13 135.45 149.88 112.91 36.38

1株当たり配当金 円 8.00 8.00 10.00 11.00 12.00 15.00 22.00 45.00 34.00 24.00

配当性向 % 18.6 11.4 26.7 20.3 22.7 20.8 16.2 30.0 30.1 66.0

株価収益率（PER） 倍 13.81 10.94 18.74 18.63 18.88 11.74 7.22 7.29 7.22 18.74

株価純資産倍率（PBR） 倍 0.88 1.05 0.98 1.34 1.27 1.02 1.02 0.99 0.67 0.57

※1 2017年5月のイハラケミカルとの経営統合以前は、セグメントの分類が異なるためセグメントごとの売上高および営業利益の記載はしておりません。
※2 セグメントの営業利益には、調整額が含まれていません。調整額は主に各セグメントに分配していない全社費用（報告セグメントに帰属しない一般管理費）です。

※ 非財務データはクミアイ化学単体
　 ただし、「エネルギー関連」はグループ7社（クミアイ化学、理研グリーン、イハラニッケイ化学工業、ケイ・アイ化成、イハラ建成工業、尾道クミカ工業、クミカ物流）

（単位） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

環境

資源の有効活用

産業廃棄物 総発生量 千トン 1.88 2.26 4.42 2.10 3.67 5.30 4.87

産業廃棄物 埋立処分量 千トン 0.01 0.01 0.03 0.05 0.08 0.08 0.13

産業廃棄物 埋立処分率 ％ 0.7 0.6 0.7 2.2 2.2 1.6 2.6

産業廃棄物 焼却処分量 千トン 1.57 2.03 2.24 1.25 2.70 3.83 3.46

産業廃棄物 焼却処分率 ％ 83.9 90.0 50.7 59.6 73.7 72.2 71.1

産業廃棄物 リサイクル量 千トン 0.29 0.21 2.15 0.80 0.88 1.39 1.28

産業廃棄物 リサイクル率 ％ 15.4 9.4 48.6 38.3 24.1 26.2 26.3

特別管理産業廃棄物 総発生量 千トン ー 1.07 1.04 1.05 2.29 3.99 2.31

特別管理産業廃棄物 埋立処分量 千トン ー 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

特別管理産業廃棄物 埋立処分率 ％ ー 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0

特別管理産業廃棄物 焼却処分量 千トン ー 1.04 1.04 0.44 1.94 2.96 2.31

特別管理産業廃棄物 焼却処分率 ％ ー 97.1 100.0 41.9 84.7 74.1 100.0

特別管理産業廃棄物 リサイクル量 千トン ー 0.03 0.00 0.60 0.35 1.03 0.00

特別管理産業廃棄物 リサイクル率 ％ ー 2.9 0.0 57.5 15.3 25.8 0.0

大気への排出
SOx排出量 トン ー 2.3 2.6 2.3 2.1 1.7 0.7

NOx排出量 トン ー 4.5 4.4 4.8 3.4 3.0 2.8

ばいじん 排出量 トン ー 0.5 0.5 0.5 0.4 0.4 0.4

エネルギー関連
電力購入量 MWh 54,875 56,317 57,016 55,992 55,729 56,022 54,148

　内再生可能エネルギー由来 MWh 12,525 12,544 12,635 12,420 25,184 40,827 41,448

社会

人的資本

従業員数 人 724 745 758 758 761 793 799

新卒採用数 人 24 35 34 16 12 23 26

キャリア採用数 人 10 12 6 4 22 17 6

離職率 % 5.3 3.9 4.5 2.9 2.9 2.5 4.6

ダイバーシティ

女性従業員比率 % 14.5 15.2 16.4 16.8 17.3 19.3 19.8

新入社員女性採用比率 ％ 8.3 20.0 35.3 31.3 25.0 34.8 34.6

キャリア採用数女性比率 ％ 0.0 25.0 33.3 0.0 27.3 29.4 0.0

女性管理職比率 ％ ー 1.6 1.5 1.6 2.3 2.2 2.2

男性育児休業取得率 ％ 4.8 0.0 23.8 24.1 62.5 63.6 92.9

働き方
平均時間外労働時間 時間/月 15.0 9.3 10.2 9.7 9.6 10.0 10.3

平均年次有給休暇取得率 ％ 64.3 57.6 57.5 60.6 60.4 69.2 71.5

ラーニング
社員研修費用 百万円 52 25 32 27 42 57 55

従業員1人当たりの研修時間 時間 9.9 12.2 14.2 12.8 24.6 41.7 59.6

研究開発

知的財産

特許出願件数（総数） 件 ー 107 80 93 101 83 36

特許出願件数（日本） 件 ー 32 29 21 15 23 22

特許出願件数（海外） 件 ー 75 51 72 86 60 14

特許保有数（総数） 件 ー 1,079 1,088 1,026 993 998 893

特許保有数（日本） 件 ー 209 151 147 145 143 132

特許保有数（海外） 件 ー 870 937 879 848 855 761

人財
研究員におけるMaster取得率 ％ 88.9 88.7 89.9 91.5 90.1 90.1 91.4

研究員におけるDr.取得率 ％ 15.1 12.0 8.7 7.0 7.1 7.7 6.5
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会社情報
会社概要（2025年10月31日現在）

社名	 クミアイ化学工業株式会社
設立	 1949年 6月
資本金	 4,534百万円
従業員数	 連結2,153名
事業概要	 殺虫剤・殺菌剤・除草剤などの農薬の製造・販売
 有機中間体・アミン硬化剤などの化成品の製造・販売
所在地	 〒110-8782 東京都台東区池之端一丁目4番26号 Tel : 03-3822-5036

● クミアイ化学工業株式会社　事業所一覧
❶ 本社・東京支店
❷ 札幌支店
❸ 東北支店
❹ 東京支店長野営業所
❺ 東京支店新潟営業所
❻ 名古屋支店
❼ 名古屋支店静岡営業所
❽ 大阪支店
❾ 中四国支店
❿ 中四国支店松山営業所
⓫ 九州支店
⓬ 化学研究所（ShIP）
　	プロセス化学研究センター
　 製剤技術研究センター
　 創薬研究センター
⓭ 生物科学研究所
　 農薬研究センター
　 生命・環境研究センター
⓮ 静岡工場
⓯ 小牛田工場
⓰ 龍野工場

❶❶

❷❷

❸❸
⓯⓯

⓰⓰

❹❹

❺❺

❻❻
❽❽❾❾

❿❿⓫⓫

❼❼
⓬⓬

⓭⓭

⓮⓮

⓬⓬
⓭⓭

グループネットワーク（国内）

連結子会社（国内）　一覧
株式会社理研グリーン	
イハラニッケイ化学工業株式会社	
ケイ・アイ化成株式会社	
イハラ建成工業株式会社	
尾道クミカ工業株式会社

良地産業株式会社
日本印刷工業株式会社	
株式会社クミカ物流	
株式会社ネップ	
浅田商事株式会社
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クミアイ化学工業株価

株式情報
株式の状況（2025年10月31日現在）

発行可能株式総数	 200,000,000株
発行済株式総数	 133,184,612株
 （自己株式12,761,542株を含む）
株主数	 68,882名
上場証券取引所	 東京証券取引所プライム市場
監査法人	 アーク有限責任監査法人
 （2026年1月28日就任）
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グループネットワーク（海外）

■ 連結子会社（海外）　一覧
1 K-I	CHEMICAL	U.S.A.	INC.（米国）
2 K-I	CHEMICAL	EUROPE	SA/NV（ベルギー）
3 K-I	CHEMICAL	DO	BRASIL	LTDA.（ブラジル）
4 Iharanikkei	Chemical	（Thailand）	Co.,	Ltd.（タイ）
5 PI	Kumiai	Private	Ltd.（インド）
6 Asiatic	Agricultural	Industries	Pte.	Ltd.（シンガポール）

■ 持分法適用関連会社（海外）　一覧
7 T.J.C.	CHEMICAL	CO.,	LTD.（タイ）
8 IHARABRAS	S.A.	INDUSTRIAS	QUIMICAS（ブラジル）
9 上海群力化工有限公司（中国）

■ その他の関連会社
⓾ KUMIKA	KOREA	CO.,	LTD.（韓国）
⓫ 組合化学貿易（上海）有限公司（中国）
⓬ 株式会社GRA
⓭ アグリ・コア株式会社
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